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１ はじめに

障害者通所施設等整備費補助事業（以下「本事業」という。）について
は、昭和６０年に心身障害者通所施設緊急整備費補助という事業名で、当
時の養護学校（現在の特別支援学校）の卒後対策の一環として、主に小規
模作業所（現在の就労継続支援Ｂ型等日中活動の場の呼称）の整備費に対
する補助という事業から始まりました。その後、時代とともに事業の目的
や補助対象事業が変化し、それに伴い事業名も変化してきたという歴史あ
る事業です。

都では、平成３０年度から令和２年度までを計画期間とする第５期東京
都障害福祉計画・第１期障害児福祉計画を策定し、「障害者・障害児地域
生活支援３か年プラン」に基づいて、地域生活基盤の整備を積極的に進め
てまいりました。令和3年度以降もグループホーム、短期入所及び日中活
動の場、児童発達支援センターや重症心身障害児の通所施設の整備を促進
していくため、整備費の設置者負担を軽減する特別助成を引き続き行って
いきます。

また、主として重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所等を未設
置の区市町村に整備する場合については、基準額の増額を行い、各区市町
村に少なくとも1か所以上の整備に向けて取り組んでいきます。

都としては、本事業により、地域のニーズ等を踏まえたグループホーム
等の開設を支援しますが、法人が本補助金を活用する際は、多額の公費が
投入されるという点について常に念頭においてください。活用するからに
は、法人として、事業実施・継続の熱意、入念な準備や十分に練られた計
画等があった上で、補助協議を行うことが前提です。当然のことながら、
関係機関との綿密な調整及び書類を膨大に用意する必要があり、審査会に
よって整備計画内容や事業継続性等の審査により補助金を投入しても問題
ないと判断されて、はじめて補助金の交付が受けられる事業となっていま
す。従って、補助協議（事業計画提出）後の事業内容の変更は、原則認め
られません。また、後発的に虐待など法人の不適切な行為が発覚した場合
など補助金の手続き等が進められない場合もあります。

本冊子は、本事業に係る補助協議の申請にあたって、事業スケジュール
や書類の記載方法等主に制度や補助協議の際の留意事項について触れてい
ますが、補助協議を行うにあたっては、障害者が地域で安心して生活でき
る障害福祉サービスを提供できること、障害者を第一に考えた事業計画で
あることが重要ですので、その点は法人内で十分に検討してください。

本事業の趣旨等を理解していただいた上で、適切に補助協議を行ってい
ただきますようお願いいたします。
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２ 新規開設の施設整備にかかる補助制度の主な流れ

（グループホーム・短期入所・重心通所）

更地から建物を新築したい

土地を法人で購入
する場合

土地を法人が借り
る場合

（日中活動の場・グループホーム・短期入所・重心通所・主に重
心を対象とした児童発達支援、放課後等デイサービス）

既存物件を活用したい

自己所有の建物を
活用する場合

建物を賃借して活用
する場合

借地に関する補助金

○「定期借地権の一時金に対する補助事業」
定期借地で土地を借りる場合の、一時金の一部を補助し
ます。

○「借地を活用した障害者（児）施設設置支援事業」
賃借開始から５年間、借地料の一部を補助します。

★借地料補助と定期借地権補助の併用も可能です。

施設整備に関する補助金

○「障害者通所施設等整備費補助事業」
法人が行う施設整備（創設・改修・改築・消防設備・重度化等対応設備・防犯設備）
に係る工事費用に対する補助
１件あたり１０万円以上（税抜）の利用者が共有で使用する設備購入費用に対する補助

申請先 ： 施設サービス支援課生活基盤整備担当

開設後

開設に要した諸費用に関する補助金（グループホーム・短期入所）

○「開設準備経費等補助」

・家屋借り上げ費（※１）
家屋借り上げに要した権利金、仲介手数料を補助。（ＧＨについては、主たる対象が知的・身体障害・難病患者等に限る）

・開設準備経費
新設・増設するために必要な管理事務費等の経費（賃金・職員研修費）、初度調弁費（消耗品費、備品購入費）に対する補助。

申請先 ＧＨ（知的・身体・難病）、短期入所：地域生活支援課居住支援担当、ＧＨ（精神）：区市町村

開設後、家屋借り
上げに要した費
用について、補助
を申請できます。

（※１）

土地・建物に抵当権・根抵当権の設定がない

整
備
に
か
か
る
借
入
れ
の
た
め
、

土
地
に
新
た
に
抵
当
権
の
設
定
を
行
う
場
合
、

内
示
後
に
売
買
契
約
を
行
う

内
示
後
に
賃
貸

借
契
約
を
行
う

建築基準法適合済・耐震性確保済である
内
示
後
に
賃
貸

借
契
約
を
行
う

整備にかかる借入れのため、建物に新たに抵当権の設定を行う場合、補助協議を通じて承認

※生活介護等は除く

グループホー
ムの事業用
定期借地は、
補助対象外
・内示前に契
約締結したも
のは、補助対
象外
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２ 補助対象となる者

３－１ 障害者通所施設等整備費補助事業の制度概要（グループホーム）

障害者の地域における居住の場の整備のため、グループホーム（共同生活援助
事業）を設置するために行う建物の整備に要する経費を、設置者等に対して、都
が補助することで、障害者の地域での自立生活の促進を図ることを目的としてい
ます。

●社会福祉法人等 … 社会福祉法人、特定非営利活動法人、医療法人、
一般（公益）社団法人、一般（公益）財団法人

●民間企業等 … 社会福祉法人等以外の法人（株式会社、有限会社等）
●オーナー改修型 … 社会福祉法人等、民間企業等

３ 整備メニュー（内容）

●施設整備 … 創設（新築）、改築、改修

※増築（減築）については補助対象外です。

●消防設備 … 消防法施行令別表第一６項ロまたは６項ハに該当する場合の
加算

●重度化等対応設備 … 重度化、高齢化、地域移行及び医療的ケアを含む利用者の受
入れに伴い、必要とされる設備を整備した場合の加算

※消防署から６項ロ（障害支援区分４以上が８割）の指導を受けてスプリンク

ラーの設置をすることに加え、重度化、高齢化、地域移行、医療的ケアを含む利用者を
受け入れる見込みがあると区市町村が認めた場合のみ補助対象です。（区市町村からの
意見書に記載があること）
※必要とされる設備の例として、エレベーター、特殊浴槽、介護リフト等が挙げられます。
※複数ユニットで共有する設備を整備する場合、基準額の調整があります。

●防犯設備 … 防犯カメラ等の防犯設備を施設と一体的に整備する場合の加算

※防犯カメラ、人感センサー、110番直結非常通報装置等で施設と一体的に整備するものが
補助対象です。（刺股等の備品は補助対象外）

●設備整備 … 利用者の支援のために必要な共有で使用する備品

※冷蔵庫、洗濯機、ダイニングセット、非常用ポータブル発電機等の備品で、１件当たり
の価格が１０万円以上（税抜き）のものが補助対象です。（送料は補助対象外）

１ 事業目的
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４ 補助基準額及び補助率

対象経費の実支出額と補助基準額（左表）とを比較していずれか少ない方の額
×補助率（右表）が補助額の上限になります。

補助基準額は国単価に合わせて変動する可能性があります。

【補助基準額】（１ユニットあたり）（千円） 【補助率】

※グループホームの新規開設又
は定員増を目的として行う整備
が対象（ただし、令和３～令和
５年度着工分に限る。）

整備メニュー 補助基準額

施設整備
定員３人

以下
定員４人

以上

（
整
備
延
べ
床
面
積
）

５０㎡未満 10,700 10,700 

７０㎡未満 14,600 14,600 

９０㎡未満

19,900 

19,900 

１２０㎡未満 25,200 

１２０㎡以上 31,600 

消防設備
６項ロ 4,500 

６項ハ 1,200 

重度化等対応設備 6,000

防犯設備 500 

設備整備 1,000 

特別助成(※) 通常

社会福祉
法人等 7/8 3/4

民間企業
等 1/2 1/4

オーナー
改修型 1/2 1/4
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５ グループホームの移転について

（１）事業目的
賃貸物件で運営している事業所の中には、新耐震基準以前に建設された建

物で、耐震診断を行っていない建物や未耐震の建物で運営しており、耐震性
を満たす見通しが立たない場合があります。

これらのやむを得ない事情により移転が必要で、定員増が困難な共同生活
援助事業者（土地や建物の確保、人員配置等の諸事情により）に対して、移
転先の施設整備費補助を行います。

（２）補助対象となる者
３ページの２「補助対象となる者」と同じ。
※補助対象となる移転とは

基本的には、賃貸物件で運営をしており、新耐震基準（昭和５６年６月
施行）に対応するための移転となります。(なお、移転後においても定員
を維持する場合が対象となります。)

（３）整備メニュー（内容）
３ページの「３整備メニュー（内容）」のうち施設整備、消防設備、重度

化等対応設備、防犯設備が整備メニューとなります。
設備整備は整備メニューには入りません。

（４）補助基準額及び補助率

【補助基準額】４ページ４の補助基準額と同じ。

【補助率】

補助率

社会福祉法人等 3/4
民間企業等 1/4
オーナー改修型 1/4
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１ 事業目的

３－２ 障害者通所施設等整備費補助事業の制度概要（短期入所）

在宅で生活する障害者（児）が、身近な地域で夜間や短期間において必要な支
援を受けられる場の整備のため、短期入所を設置するために行う建物の整備に要
する経費を、設置者に対して、都が補助することで、障害者の地域での自立生活
の促進を図ることを目的としています。

●社会福祉法人等 … 社会福祉法人、特定非営利活動法人、医療法人、
一般（公益）社団法人、一般（公益）財団法人

３ 整備メニュー（内容）

●施設整備 … 創設（新築）、改築、改修

※増築（減築）については補助対象外です。

●消防設備 … 消防法施行令別表第一６項ロまたは６項ハに該当する場合の
加算

●重度化等対応設備 … 重度化、高齢化、地域移行及び医療的ケアを含む利用者の受
入れに伴い、必要とされる設備を整備した場合の加算

※消防署から６項ロ（障害支援区分４以上が８割）の指導を受けてスプリンク
ラーの設置をすることに加え、重度化、高齢化、地域移行、医療的ケアを含む利用者を
受け入れる見込みがあると区市町村が認めた場合のみ補助対象です。（区市町村からの
意見書に記載があること）

※必要とされる設備の例として、エレベーター、特殊浴槽、介護リフト等が挙げられます。

●防犯設備 … 防犯カメラ等の防犯設備を施設と一体的に整備する場合の加算

※防犯カメラ、人感センサー、110番直結非常通報装置等で施設と一体的に整備するものが
補助対象です。（刺股等の備品は補助対象外）

●設備整備 … 利用者の支援のために必要な共有で使用する備品

※冷蔵庫、洗濯機、ダイニングセット、非常用ポータブル発電機等の備品で、１件当たり
の価格が１０万円以上（税抜き）のものが補助対象です。（送料は補助対象外）

４ 補助基準額及び補助率

整備区分 補助基準額

施設整備 3,860千円（１床あたり）

消防設備
６項ロ 675千円（１床あたり）

６項ハ 180千円（１床あたり）

重度化等設備 900千円（1床あたり）

防犯設備 500千円
設備整備 1,000千円

特別助成（※） 通常

7/8 1/2

【補助率】

対象経費の実支出額と補助基準額（左表）とを比較していずれか少ない方の額
×補助率（右表）が補助額の上限になります。

※短期入所の新規開設又は定員
増を目的として行う整備が対象
（ただし、令和３～令和５年度
着工分に限る。）

２ 補助対象となる者
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グループホームに併設して、短期入所を整備する場合（単独型・併設型に限る）

（整備内容）

法人が８つの居室(１ユニット)、スプリンクラー設備、防犯カメラ、特殊浴槽や介護リフト等を有する建物を新築し、消防
法施行令別表第一の６項ロに該当するグループホーム（定員６名）と短期入所（定員２名）を整備 【延べ床面積 全体４０
０㎡(GH:３００㎡/短期入所１００㎡)】

補助対象の工事費： ４６，８００千円（施設整備：３６，０００千円、消防設備４，０００千円、重度化等設備：６，０００千円、
防犯設備８００千円） 補助率： ７／８の場合

（補助金の算出方法）

① 工事費をグループホームと短期入所で面積按分（GH：３００㎡／短期入所１００㎡）

施設整備 ：３６，０００千円 → ＧＨ：２７，０００千円／短期入所：９，０００千円

消防設備 ： ４，０００千円 → ＧＨ： ３，０００千円／短期入所：１，０００千円

重度化等設備： ６，０００千円 → ＧＨ： ４，５００千円／短期入所：１，５００千円

防犯設備 ： ８００千円 → ＧＨ： ６００千円／短期入所： ２００千円

② それぞれ工事費と補助基準額を比較（低い額を選定）

ＧＨ施設整備 ： ２７，０００千円 ＜ 補助基準額 ３１，６００千円
消防設備 ： ３，０００千円 ＜ 補助基準額 ４，５００千円
重度化等設備： ４，５００千円 ＜ 補助基準額 ６，０００千円
防犯設備 ： ６００千円 ＞ 補助基準額 ５００千円

短期入所施設整備 ： ９，０００千円 ＞ 補助基準額 ３，８６０千円×２＝７，７２０千円
消防設備 ： １，０００千円 ＜ 補助基準額 ６７５千円×２＝１，３５０千円
重度化等設備： １，５００千円 ＜ 補助基準額 ９００千円×２＝１，８００千円
防犯設備 ： ２００千円 ＜ 補助基準額 ５００千円

③ 選定した金額に補助率を乗じて補助額を算出する。

ＧＨ施設整備 ： ２７，０００千円×７／８＝ ２３，６２５千円

消防設備 ： ３，０００千円×７／８＝ ２，６２５千円

重度化等対応 ： ４，５００千円×７／８＝ ３，９３７千円（千円未満切り捨て）

防犯設備 ： ５００千円×７／８＝ ４３７千円（千円未満切り捨て）

計 ３０，６４２千円

短期入所施設整備 ： ７，７２０千円 × ７／８ ＝ ６，７５５千円

消防設備 ： １，０００千円 × ７／８ ＝ ８７５千円

重度化等設備： １，５００千円 × ７／８ ＝ １，３１２千円（千円未満切り捨て）

防犯設備 ： ２００千円 × ７／８ ＝ １７５千円

計 ９，１１７千円

⇒ GH ３０，６２４千円 ＋ 短期入所 ９，１１７千円 ＝ ３９，７４１千円（補助総額）

５ 整備事例

【参考】 短期入所の併設型・単独型について

≪併設型≫ ≪単独型≫指定障害者支援施設等
（ＧＨ等含む）に併設し、
一体的に事業を運営

○短期入所専用の居室を
設ける必要あり。
（ただし、空床利用型は

利用されていない本体施
設の居室を使用可。）

○支援に支障ない限り、
設備の共用可。

指定障害者支援施設等
（ＧＨ等を除く）以外の施
設の居室において運営

通所サービス事業所等
（ＧＨ等含む）に併設され
ているが、他事業所と区分
して運営

併設サービスのない形態

ショート用通所事業
スペース

ショート専用の建物

ショート用

○ＧＨ内に短期入所専用居室を設けることで、設
備要件を満たす。
○夜間時間帯の生活支援員は、ＧＨの夜間支援
員を兼務可。
○単独型加算なし

○居室・設備は単独型の設備基準を満たす必要
あり。
○夜間時間帯の生活支援員は、ＧＨの夜間支援
員を兼務できない。
○単独型加算あり

※ＧＨ等・・・指定宿泊型自立訓練事業所、指定共同生活援助事業所、外部サービス利用型指定共同生活援助事業所
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１ 事業目的

在宅の重症心身障害児（者）の日中活動の場の整備のため、東京都重症心身障
害児（者）通所事業を行う建物の整備に要する経費を、設置者等に対して、都が
補助することで、専門医師や看護師による診断等のほか、日常生活動作訓練、療
育、地域生活支援を図ることを目的としています。

●施設整備 … 創設（新築）、改築、改修

※増築（減築）については補助対象外です。
※区市町村が行う創設は補助対象外です。

●重度化等対応設備 … 重度化、高齢化、地域移行及び医療的ケアを含む利用者の
受入れに伴い、必要とされる設備を整備した場合の加算

※消防署から６項ロ（障害支援区分４以上が８割）の指導を受けてスプリンク
ラーの設置をすることに加え、重度化、高齢化、地域移行、医療的ケアを含む利用者を
受け入れる見込みがあると区市町村が認めた場合のみ補助対象です。（区市町村からの
意見書に記載があること）

※必要とされる設備の例として、エレベーター、特殊浴槽、介護リフト等が挙げられます。

●防犯設備 … 防犯カメラ等の防犯設備を施設と一体的に整備する場合の加算

※防犯カメラ、人感センサー、110番直結非常通報装置等で施設と一体的に整備するものが
補助対象です。（刺股等の備品は補助対象外）

●設備整備 … 利用者の支援のために必要な共有で使用する備品

※冷蔵庫、洗濯機、ダイニングセット、非常用ポータブル発電機等の備品で、１件当たり
の価格が１０万円以上（税抜き）のものが補助対象です。（送料は補助対象外）

３－３ 障害者通所施設等整備費補助事業の制度概要（東京都重症心身障害児（者）通所事業）

２ 補助対象となる者

●社会福祉法人等 … 社会福祉法人、特定非営利活動法人、医療法人、
一般（公益）社団法人、一般（公益）財団法人

●区市町村

３ 整備メニュー（内容）

４ 補助基準額及び補助率

特別助成（※2） 通常

7/8 3/4

【補助率】

対象経費の実支出額と補助基準額（左表）とを比較していずれか少ない方の額
×補助率（右表）が補助額の上限になります。

※2 東京都重症心身障害児(者)通所事業の新規
開設又は定員増を目的として行う整備が対象
(ただし、令和３～令和５年度着工分に限る)

【補助基準額】 （千円）

整備メニュー 補助基準額

施設整備
定員１人当たり

既設地域 6,230 
未設置地域（※1） 9,345 

防犯設備
１施設当たり

1,000 

重度化等設備
定員1人当たり

900 

設備整備
定員１人当たり

79 

※1 主として重症心身障害児を支援する児童
発達支援事業所を未設置の区市町村に整備
する場合が対象。(ただし、令和３～令和
５年度 着工分に限る)
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３－４ 障害者通所施設等整備費補助事業の制度概要
（主に重症心身障害児を支援する児童発達支援及び放課後等デイサービス）

１ 事業目的

重症心身障害児が身近な地域で支援を受けられる場の整備のため、主に重症心
身障害児を支援する児童発達支援事業及び放課後等デイサービス事業を行う建物
の整備に要する経費を、設置者に対して、都が補助することで、専門的な療育、
訓練等の支援を図ることを目的としています。

２ 補助対象となる者

●社会福祉法人等 … 社会福祉法人、特定非営利活動法人、医療法人、
一般（公益）社団法人、一般（公益）財団法人

３ 整備メニュー（内容）

●施設整備 … 改修（賃貸する建物を改修し、新規開設・定員増を行うもの）

●防犯設備 … 防犯カメラ等の防犯設備を施設と一体的に整備する場合の加算

※防犯カメラ、人感センサー、110番直結非常通報装置等で施設と一体的に整備するものが
補助対象です。（刺股等の備品は補助対象外）

●設備整備 … 利用者の支援のために必要な共有で使用する備品

※冷蔵庫、洗濯機、ダイニングセット、非常用ポータブル発電機等の備品で、１件当たり
の価格が１０万円以上（税抜き）のものが補助対象です。（送料は補助対象外）

４ 補助基準額及び補助率

特別助成（※2） 通常

7/8 3/4

【補助率】

対象経費の実支出額と補助基準額（左表）とを比較していずれか少ない方の額
×補助率（右表）が補助額の上限になります。

※2 主に重症心身障害児を支援す
る児童発達支援事業及び放課後
等デイサービス事業の新規開設
又は定員増を目的として行う整
備が対象(ただし、令和３～令和
５年度着工分に限る)

【補助基準額】 （千円）

整備メニュー 補助基準額

施設整備
定員１人当たり

既設地域 6,230 

未設置地域（※1） 9,345 

防犯設備
１施設当たり

1,000 

設備整備
定員１人当たり

79 

※1 主として重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所等を未設置の区市
町村に整する場合が対象。(ただし、令和３～令和５年度着工分に限る)

障害者通所施設等整備費補助金では、賃貸物件の改修のみ対象です。

創設等を希望される場合は、障害者（児）施設整備費補助金（国庫補助）を活用して整備する
ことになるので、本資料表紙に記載の問い合わせ先にお問い合わせください。
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３－５ 障害者通所施設等整備費補助事業の制度概要（日中活動の場）

１ 事業目的

障害者の日中活動の場の整備のため、生活介護、自立訓練、就労移行支援及び
就労継続支援に係る事業を行う建物の整備に要する経費を、設置者等に対して、
都が補助することで、障害者の地域での自立生活の促進を図ることを目的として
います。

２ 補助対象となる者

●社会福祉法人等 … 社会福祉法人、特定非営利活動法人、医療法人、
一般（公益）社団法人、一般（公益）財団法人

３ 整備メニュー（内容）

●施設整備 … 改修（賃貸する建物を改修し、新規開設・定員増を行うもの）

●防犯設備 … 防犯カメラ等の防犯設備を施設と一体的に整備する場合の加算

※防犯カメラ、人感センサー、110番直結非常通報装置等で施設と一体的に整備するものが
補助対象です。（刺股等の備品は補助対象外）

４ 補助基準額及び補助率

特別助成（※） 通常

7/8 3/4

【補助率】

対象経費の実支出額と補助基準額（左表）とを比較していずれか少ない方の額
×補助率（右表）が補助額の上限になります。

※生活介護等の事業所の新規開設又は定
員増を目的として行う整備で、かつ以
下の条件（※２）を満たすと認める事
業所が対象(ただし、令和３～令和５
年度着工分に限る)

【補助基準額】 （千円）

整備メニュー 補助基準額

改
修

主たる事務所 20,000 

従たる事務所 10,000 

防犯設備 1,000

※地域のニーズに対応する事業所のうち、
①障害者の高齢化・重度化、②地域生
活への移行、③医療的ケアのうち１つ
以上満たすこと。（区市町村が認めて
いること）

障害者通所施設等整備費補助金では、賃貸物件の改修のみ対象です。
創設等を希望される場合は、障害者（児）施設整備費補助金（国庫補助）を活

用して整備することになるので、本資料表紙に記載の問い合わせ先にお問い合わ
せください。 12



３－６ 障害者通所施設等整備費補助事業の制度概要（大規模修繕）

１ 事業目的

既存の事業所について、利用者の高齢化、重度化等の対応のために必要な修繕
に対して都が補助することで、障害者が慣れ親しんだ地域での自立生活や必要な
支援を引き続き受けられるようにすることを目的としています。

２ 補助対象となる者

●社会福祉法人等 … 社会福祉法人、特定非営利活動法人、医療法人、
一般（公益）社団法人、一般（公益）財団法人

●民間企業等 … 社会福祉法人等以外の法人（株式会社、有限会社等）

３ 整備メニュー（内容）

●既存の事業所において、利用者の高齢化、重度化等の対応のために必要な修繕

※修繕の例として、浴室の改修、居室や便所等のバリアフリー化、医療的ケアを行うた
めに必要な改修等が挙げられます。

４ 補助基準額及び補助率

対象経費の実支出額と補助基準額（左表）とを比較していずれか少ない方の額
×補助率（右表）が補助額の上限になります。

【補助基準額】 （千円）

※グループホームに併設する短期入所の修繕も一体的に実施する場合、補助基準額は
グループホームと短期入所合わせて10,000千円となり、補助率も3/4となります。

日中活動系事業所（生活介護、自立訓練、就労継続支援、就労移行支援）にお
ける大規模修繕については、個別に御相談ください。

事業種別 補助基準額 補助率

グループホーム 10,000 
社会福祉法人等 3/4

民間企業等 1/4

短期入所 6,000 社会福祉法人等 1/2（※）
重心通所 5,000 社会福祉法人等 3/4
主に重心 5,000 社会福祉法人等 3/4



４ 整備費補助事業に係るスケジュール

関係規定、各種様式、実施案内等については東京都福祉保健局ホームページに令
和３年度年3月末頃に掲載予定です。
（東京都福祉保健局ホームページ ⇒ 分野からのご案内「障害者」⇒ 事業者の方へ）

令和３年度（2021年度）補助協議スケジュール

第１期 事前相談・調整 事業計画書提出締切日１か月前まで
事業計画書提出締切日 令和３年５月１４日（火曜日）
補助協議書提出締切日 ６月 ４日（金曜日）
審査 ６月～７月
補助内示 ８月上旬頃

事務手続きの流れ

①事前相談・調整
必ず事前相談を行ってください。事前相談は予め「事前相談票（※）」を提出し、電話予

約の上、事業計画書提出の１カ月前までに済ませてください。事業計画書の提出前に、区市町
村障害福祉主管課、建築指導部署及び消防署など関係機関への相談も必要です。

原則、補助協議後の変更（資金計画、図面、工事仕様内容等）は認められませんので、書類
を提出する前に、法人が主体となって、設計士とともに、都を始めとする関係機関と十分に調
整等を行ってください。

（※）「事前相談票」は「障害者サービス情報」
（http://www.shougaifukushi.metro.tokyo.jp/）からダウンロードする。

「書式ライブラリー」＞「G【障害者の基盤整備】」＞「事前相談」
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支

払

②① ⑥

第２期 事前相談・調整 事業計画書提出締切日１か月前まで
事業計画書提出締切日 令和３年８月２０日（火曜日）
補助協議書提出締切日 ９月１７日（金曜日）
審査 10月～11月
補助内示 12月上旬頃
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②事業計画書の提出
補助協議書を提出する予定がある場合、都に事業計画書を提出してください。事業計画

書の提出が補助協議受付の条件となります。事業計画書提出後、都による現地確認及び書
類確認を行います。

③補助協議
補助協議にあたっては、必要な書類を整え提出してください。補助協議書提出後、都に

よる書類審査及び補助協議採択に係る審査会があり、採択の場合は、補助の内示を通知し
ます。（予算の範囲内で採択されます。）

④入札

注１）入札手続きは、「施設整備費補助に係る工事請負等契約手続」を参照して行うこ
とになります。随時、東京都に事前協議や報告等を行っていただく必要がありま
す。内示後に入札事務説明会を開催し、資料としてお配りした上で、入札の方法
をご説明いたします。

注２）設計業者・コンサルタントと提携関係にある建設業者は、入札に参加できません。
注３）入札には約２か月かかります。

⑤交付申請
入札により決定した業者と工事請負契約締結後、２週間以内に交付申請書を提出してく

ださい。

⑥実績報告
工事竣工（工事が翌年度にまたがる場合は当該年度末）から１５日以内に実績報告書を

提出してください。また、工事が翌年度にまたがる場合は、翌年度分について、次年度内
示→交付申請→実績報告→請求の手続きを再度行う必要があります。

理
事
会
開
催

入
札
条
件
の
公
表

現
場
説
明
会
等

一般競

争入札

入
札
当
日

落
札
結
果
の
公
表

契
約
の
締
結指名競

争入札

内

示

理
事
会
開
催

理事会

開催

指名業者の

選定＆協議

10者以上で入札(※基本、一般競争

入札で入札を行う。)

説明会の実施にあたっては、整備予定の建築物が

建築基準法等に適合することが確認される必要が

あり、原則として建築確認済後に行う。

都の入札手続きに準拠し、行う必要があります。

１ ２か年の整備計画も補助対象となります。
その場合、交付申請、実績報告等を年度ごとに行う必要があります。

２ オーナー改修型の補助協議を検討される場合は、個別にご相談ください。
（オーナー改修型の審査要領等についてご案内します。）

注意

入札参加希望

業者からの応募

受付期間

入札参加希望

業者による工

事見積期間

入札の流れ
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５ 事業計画書提出までに事業者が行う確認や調整等

事業計画書の提出前に、下記の該当する確認事項全てにチェックがつくように、
必ず調整及び確認をしてください。 なお、チェックがつかない事項がありました
ら都(生活基盤整備担当)まで速やかにご相談ください。

（ここでは、法人が確認や調整等すべき基本的な事項を示しています。最終的には、審査要領
に基づき、審査されますので、下記以外にも確認や調整等漏れのないよう十分留意し、適時適
切に対応してください。）

チェック欄 確認事項

１ 事業計画関係

□

整備目的、想定する利用者像、定員規模、支援方針等は明確であるか。
法人として事業を行う場を整備する理由や、規模及び支援方法等どのような事業を行うこ

とを考えているのか、補助協議後の変更がないよう計画を詰めてください。

□

地元区市町村に当該事業のニーズについて確認し、事業計画を説明しているか。
計画が区市町村の障害福祉計画に沿っており、ニーズに対応しているかなどについて確

認してください。また、補助協議の際は、区市町村の意見書の添付が必要です。

□

事業の継続に関する法人内の意志確認はしているか。
事業を継続できなかった場合は、補助金の返還が求められます。また、整備後、建物の処

分制限期間は、原則当該事業の目的以外での使用等は認められません。

□

事業を行うことについて、地域住民の理解を得られるような対応を適切に行っているか。
地域居住の場であるグループホーム、日中活動の場である通所施設等、在宅サービスの

充実という短期入所の整備目的が果たされるよう、地域の状況等に応じて、区市町村と相談
しながら、適宜、地域住民に理解が得られるように努めてください。

□

十分に検討され無理のないスケジュール（入札手続き、工期、事業開始日等）であるか。
補助協議にあたっては、法人内及び設計士等関係者と十分に協議し、余裕ある工期及び

事業開始日（原則、事業開始に係る指定申請等は建物引渡し後）を設定してください。

□

土地や建物のオーナーと契約内容について齟齬がないことを確認しているか。
契約予定の土地面積、契約時期、契約期間等の認識が異なっており、途中で契約変更を

余儀なくされ、協議取下げになるケースが見受けられます。

２ 土地関係

□

境界の確定や不動産の登記等物件に係る手続きは遺漏なく完了しているか。
補助協議に関係のある土地の状況については、原則として、補助協議時点において諸事

情が確定している（協議後変動する可能性がない）ことが前提となります。

□

抵当権等権利設定がないことや地目（農地の場合、転用許可が必要）を確認しているか。
当該施設整備以外の目的による抵当権が設定されている場合は、原則として認められな

いため、協議書提出時までに抹消してください。また、地目によっては別途手続きが必要とな
るので、手続き漏れのないよう関係機関に確認してください。

□

用途地域や接道要件等事業実施にあたって支障はないか。
用途地域、防火地域、接道、高さ制限、日影規制等建築基準法や消防法等関係法令に適

合するよう関係機関に十分確認してください。

□

区画整理の予定がある等事業継続が困難な恐れのある要素はないか。
利用者保護等の観点から、将来、事業継続が困難になることがわかっている土地（区画整

理や道路予定地等）における補助協議は避けてください。

□
（借地の場合）借地借家法に遵守した借地契約となるよう地主と調整しているか。

借地借家法を遵守し、事業継続が担保される契約を交わしてください。なお、事業用定期
借地契約（グループホームは不可）を交わす場合は公証役場との調整が必要です。
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３ 建物関係

□

建築確認（用途変更含む。）が確実におりるよう建築指導部署と事前協議をしているか。
補助協議の前に、建物用途を始めとする建築基準法等建築関係法令に遵守した事業を行

う場となるよう建築指導部署と十分に協議・相談を行ってください。（補助協議の際は、建築
指導部署との打ち合わせ記録の添付が必要です。）

□

設備基準が、基準条例や事業審査基準等関係規定に適合しているか。
補助協議を行う場合は、建築基準法等建築関係法令の他に、東京都指定障害福祉サー

ビス事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年東京都条例第１５５号）
や各事業審査基準等に規定する設備基準を満たす必要があります。

□

利用者の生活及び支援に係る構造的・設備的な配慮について十分に検討しているか。
整備計画は、それぞれの事業の理念を踏まえるとともに、利用者の生活及び利用者支援

を第一に考えてください。整備費補助を入れるからには、利用者の利便性が確保された構
造（図面）、設備となっていることが求められます。

なお、補助事業終了後の改修等は、原則、認められません。

□
必要な消防設備・避難経路等について確認しているか。
必要な消防設備等について、事前に所管消防署と十分に協議・相談を行ってください。

□
抵当権等権利設定がないこと
当該施設整備以外の目的による抵当権が設定されている場合は、原則として認められない
ため、協議書提出時までに抹消してください。

□
（借家の場合）借地借家法に遵守した借家契約となるよう家主と調整しているか。

借地借家法を遵守し、長期的に事業継続が担保される契約（事業開始から最低１０年以上
の賃貸借契約）を交わしてください。なお、建物の転貸借契約は認められません。

□
（建物改修の場合）不動産の登記等物件に係る手続きは遺漏なく完了しているか。

補助協議に関係がある建物の状況については、原則として、補助協議時点において諸事
情が確定している（協議後変動する可能性がない）ことが前提となります。

□
（建物改修の場合）既存建物は建築基準法に適合している（検査済証のとおり）か。

違反建築物の場合は、当該違反を是正のうえ補助協議をしてください。また、増築等を
行っている場合は、建築関係手続きが適切に行われているか確認してください。

□
（建物改修の場合）既存建物の耐震性は確保されている（又は改修により確保予定）か。

昭和56年5月31日以前に建築確認を受け建築されたものについては、耐震診断により耐
震性が確認されたものであるか、耐震性が確保される整備計画である必要があります。

□

（防犯整備の場合）外部からの不審者の侵入に対する防犯に係る安全確保がなされている
か。

防犯に係る安全確保を目的とし、設備の設置位置・使用方法など十分に検討してください。
特に、プライバシーや自由を不当に制限していないことを確認してください。

□
その他、建築基準法や消防法等関係法令上の問題はないか。

建築指導部署や所管の消防署等関係機関に対する確認や調整等については、設計士任
せにせず、補助協議の申請主体である法人としてしっかり状況の把握をしてください。

４ 資金計画関係

□
整備計画に要する費用及び運営費は、他の事業に支障なく必要十分に確保しているか。

必要最低限ではなく、想定外の事情による工事延長への対応や、年間事業費の２／１２以
上の運営費確保等も念頭に置いた資金計画を立ててください。

□

家賃、食材料費、光熱水費等利用者負担が極力低廉になるよう検討・工夫しているか。
グループホームの場合、過度な利用者負担及び国の補足給付や都の家賃助成制度が前

提の家賃設定にならないよう、対外的に合理的な説明ができる額を設定してください。単に
周辺の相場に設定している家賃は認められません。

□

（借入を行う場合）償還計画に無理がなく、金融機関等借入先と事前協議をしているか。
金融機関等借入先と十分に協議・相談してください。また、グループホームにおいて、借入

額分を家賃で償還する場合は、必要以上に借入期間を短くし、その分家賃に転嫁すること
がないようにしてください。

□

（区市町村からの補助を活用を検討する場合）補助の有無や補助額、補助の時期は確実か。
区市町村に、補助の条件、補助額、支払い時期について、十分に確認してください。補助

の額や時期が異なると、資金計画の練り直しが必要になります。なお、補助協議時には、区
市町村の補助見込（確約）書を提出していただきます。
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６ 補助協議にあたっての主な注意事項

１ 補助協議後の計画変更について

補助協議後の計画変更は、軽微な変更を除き、原則として認められません。
そのため、補助協議にあたり、建築指導部署や消防署等関係機関と十分に相談
し法令、都市計画の制限等をクリアした整備計画としてください。ただし、補
助協議後に、審査の観点から一部修正をお願いすることがあります。その場合
は速やかに指示に従ってください。

２ 虐待や法人指導があった場合

法人の運営する施設で虐待認定等を受けた場合における補助協議は以下のと
おりとします。

補助協議開始前・・その改善が確認されるまで補助協議は受け付けません。
補助協議開始後・・その改善が確認されるまで内示を出すことができません。

なお、補助内示後においても、このような行為が発覚した場合は、改善が確
認されるまで補助金交付決定手続き等が進められない場合があります。

３ 事業の継続性について

事業開始後においても、補助金の性質上、事業を長期的に安定して運営させ
ていくことが求められます。法人都合により、安易に事業を中断することがな
いようにしてください。

事業を廃止及び移転等を行う場合には下記「１４ 財産処分について」に記
載されているとおり、補助金の返還を求められる場合がありますのでご注意く
ださい。

また、土地・建物を借り受けて整備した場合においても、事業の継続性は求
められます。事業を長期的に安定して事業が運営できるよう、土地・建物所有
者との調整は必ず行ってください。

４ 補助対象外経費について

次に掲げる経費は補助対象外です。

●土地の買収及び整地に要する費用
●既存建物の買収のための費用
●改築に伴う既存建物の解体経費
●家主の責任において負担すべき修繕等（躯体に係る工事、防蟻工事、屋根の修

繕等）
●居室に設置する入居者個人が負担すべきもの（エアコン等）
●外構工事（門、囲障、構内通路等）、植栽・造園、擁壁工事等
●施設と一体的ではない整備(消火器、避難用はしご、AED等)
●住み込み世話人専用に設けられた居室等
●内示前に交わされた契約や内示前の業務に関するもの（設計士との基本設計に

係る契約等）
内示前に設計・施工監理契約、工事請負契約、購入した備品等は対象となりま
せん。

●その他、整備費として適当と認められないもの
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５ 事業計画について

補助協議を行うのは、設計・コンサルタントではなく、整備・運営を行う事
業者です。利用者の主たる障害種別、性別、障害支援区分、収支や支援内容な
どをよく検討の上、土地、建物、設備、利用者に求める費用や支援方法など適
切な事業計画としてください。

６ 資金計画、収支計画、財務状況について

資金計画は、開設後の運営もかんがみ、余裕をもった計画としてください。
収支のシミュレーションは、給付費等の単価や他施設の食費光熱費等を参考に、
事業費等を具体的な数字で積算し、収支がとれることが必要です。給付費の加
算等は確実なものに留め、人件費は昇給率を見込む等、堅実なプランとしてく
ださい。また、財務指標上問題がある場合は、その要因、早期解決の具体策を
示すことが求められます。

７ 寄附金について

補助事業者が事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から寄
附金等資金の提供を受けてはいけません。

８ 土地、建物の売買契約、賃貸借契約について

補助事業は、予算の範囲内で行われています。必ずしも内示が出るとは限り
ません。

土地及び建物の売買、寄付、賃貸借契約は、補助協議時は確約にとどめ、内
示後に本契約を締結していただくことが望ましいです。

９ 既存建物の改修について

建築基準法において、建築主は、工事完了後、建築主事又は指定確認検査機
関による完了検査を受けて検査済証の交付を受けなければなりません。検査済
証の交付を受けていない既存建築物は、なるべく避けてください。活用しなけ
ればならない場合は、現況や法適合状況をよく調査した上で、協議してくださ
い。検査済証がない場合は、検査済証に代えて、台帳記載事項証明書や建築当
時の基準関係規定に適合していることを特定行政庁又は主事が証明 した文書等
を提出して下さい。

なお、既存建物については、耐震性が確保されている、または確保予定であ
ることが必要です。当該整備補助では、耐震改修を行うことは出来ません。
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10 抵当権等について

補助協議前の抵当権設定は、原則、不可です。土地・建物に根抵当権・抵当
権が設定されている場合は、利用者保護の観点から補助対象外となります。
原則として補助協議書類提出時までに、遅くとも審査会前までには抵当権等

を抹消してください。また、補助協議前に物件購入する際、抵当権設定をしな
いよう注意してください。

ただし、土地・建物のいずれかに当該整備以外の目的による「抵当権」が設
定されていても、土地・建物が自己所有かつ次の①～④をすべて満たす場合は、
補助対象とします。

注：当該整備にかかる借入れのために、新たに抵当権を設定することを妨げる規定ではありま
せん。借入計画については、審査会での審査の上、適否を判断します。

11 スケルトン改修について

スケルトン建物を賃貸借し、内装等の改修を行う場合も補助の対象となりま
すがその土地及び建物に抵当権・根抵当権設定がなされないように注意してく
ださい。法人の責任において、建物所有者に、補助事業が予算の範囲内で行わ
れていること、補助事業を活用する場合、土地・建物に抵当権・根抵当権設定
ができないこと、竣工・検査済の建物しか補助整備できないこと、改修する施
工業者は入札で決定すること、各事業の設備基準を満たしていることなど、補
助事業の説明を行い、理解を得た上で、工事を進めてください。

12 審査基準について

事業計画の内容は、「障害者通所施設等整備費補助対象法人審査委員会設置
要領」別紙１、別紙２の審査基準に基づいて審査されます。(P10３)

①既借入金の年間返済予定額が、直近決算における年間資金収支差額を下回っていること
②既借入金の総額が、直近決算における年間収入に０．８を乗じた額を超えていないこと
③直近決算における自己資本が、当該整備事業計画に係る総事業費に０．２を乗じた額を上
回っていること
④申請法人が抵当権設定者であること

13 採択の優先順位について

予算を超過する補助協議が挙がってきた場合、審査会においては、以下の優
先順位を付して審査されます。

●新規開設
●重度化、高齢化、医療的ケアが必要な方の受入及び（グループホームの場

合）入所等からの地域移行を目的とするもの
●定員増が多いもの
●原則として総事業費が低いもの

なお、過去３か年度の障害者通所施設等整備費補助事業等において、都が補
助内示をした後の協議取り下げ等申請の辞退があった法人については、原則、
採択の順位を繰り下げます。
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14 財産処分について

補助金の交付を受け、取得等した財産は、財産の処分制限期間（※）が経過
するまで、都知事の承認を受けずに交付の目的に反して使用、譲渡、担保に供
する等の行為を行ってはいけません。財産処分の制限期間前に財産を処分する
と、真に正当な理由がある場合を除き、返還金が発生します。

当該期間以上は事業継続をするという強い意思を持ったうえで、補助協議し
てください。また、改修や移転、事業廃止を考えた場合は、実際に遅くともこ
れらを行う３カ月前までに、都（生活基盤整備担当）に予め相談してください。

※ 例）用途が寄宿舎の場合、木造２２年・RC造４７年・鉄骨造３４年
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○補助協議にあたっては、事業計画書及び補助協議書を各締切日までに提出して
ください。

（提出締切日は「５ 整備費補助事業に係るスケジュール」参照）
○提出の際は、下記の事項に留意の上、必要書類の作成及び準備をお願いします。

＜計画書・協議書の綴り方＞
・各書類はＡ４片面で作成してください。
・表紙及び背表紙にタイトル・法人名を記入し、提出書類の番号ごとにインデッ
クスを貼付した中表紙を挟んだうえで、フラットファイル（Ａ４・縦型・左綴
じ）に綴じてください。ホチキス止めは不可とします。

７ 事業計画書・協議書の提出方法

３

１

２

（
元
号
）
○
○
年
度

障
害
者
通
所
施
設
等
整
備
費
補
助
金

（
（
福
）
・
・
会
）

（元号）○○年度
障害者通所施設等整備費補助金

事業計画書

（仮称）グループホーム△△

（福）・・会

み ほ ん
中表紙

フラットファイル（書類量が
多い場合はパイプファイル）
に綴じてください

●

●

Ａ４縦

●

● Ａ
４
横

※Ａ３横の図面等は、Ａ４縦と

同サイズになるよう折り込んで綴じてください
。

※書類の向きと大きさに注意

Ａ４、Ａ３等横
●

●
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施設
整備

設備
整備

施設整
備（大規
模修繕）

1 2 提出書類一覧（本紙）

1 事業計画書 別紙1

8 令和○年度障害者通所施設等整備費補助の協議に係る確認について（消防設備関係） 参考様式

9 関係機関との打ち合わせ議事録（関係区市町村、借入先） 様式任意

1 案内図等周辺状況が分かるもの、公図（写し）
最寄駅から事業所までの交
通手段を追記する

2 公図等（写し）

4 整備工事実施後の配置図・平面図・立面図・断面図

5 整備工事実施前の既存建物に係る配置図・平面図・立面図・断面図 既存建物を改修する場合 ○ - ◎

4 1 工事見積書の写し 中項目まで積算 ◎ - ◎

5
過去３か年分の決算書
（貸借対照表、資金収支計算書、事業活動計算書、財産目録等）

6 財務チェックシート 別紙4

6 1 資金計画 別紙6

8 1 利用者負担（家賃、食材費、光熱水費、日用品費等）算定にあたっての考え方 グループホームのみ -

（※）番号は協議書提出書類一覧に対応します。 【担当者連絡先】

担当者名

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

◎

2

原則、都が示す協議様式及び参考様式を使用すること。

その他関係書類

○

資金調達関係書類

◎

5
◎

◎

施設整備補助金計算関係書類

法人情報関係書類

◎

図面関係書類

◎

◎

◎

事業計画

◎

3
◎

障害者通所施設等整備費補助　事業計画提出書類一覧

◎＝必ず作成するもの　○＝該当する場合のみ作成するもの

番号
（※）

提出書類 備考

添付の必要性

添付
状況

８ 事業計画書の作成方法

○協議書に先行して、協議書提出書類の一部を事業計画書として提出します。
○事業計画書で提出した書類については協議書では提出不要ですが、都との補助協議により
書類の差替えや追加資料の提出をお願いする場合があります。
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■２－１ 事業計画書
★２－１は、全体、ユニット・事業ごとに作成すること。

別紙1

2

4 名 名 名

㎡

㎡ （改修部分） ㎡

（全　　　体） ㎡

円

円

円

円

円

円

　　※工事種別等内訳：別紙

円

円

円

円

円

円

円

8 財 源 内 訳

東京都補助金

37,570,753

小 計

寄 附 金

8,813,753

合 計

28,757,000

6,813,753

区市町村補助金

借 入 金

1

共同生活援助（知的）

東京都○○区○○町○丁目○号

（仮称）東京ホーム　ユニット１

6

103.44

300.08

建 築 面 積

名 称

0

敷 地 の
所 有 関 係

整 備 種 別

現在 6

施 設 等 の 名 称

所 在 地

※本則２（２）により整備

を行う 場合に記入

施 設 等 の 種 別

3
事 業 主 体 及 び
運 営 主 体

建物所有者

事　　業　　計　　画　　書

150.31

延 床 面 積

自己所有　　　賃貸

木造二階建て

計

自己所有　借地　買収（予定）　　

利 用 人 員

敷 地 面 積

増加

所 在 地

運 営 主 体

名称(氏名）

所 在 地

建 物 の
所 有 関 係

建 物 構 造

名　称

215.30

設 置 者
負 担 金

自 己 財 源

運　営　主　体

27,939,072

1,201,000

37,570,753

2,810,227

施 設 整 備

設 備 整 備

合 計

施 設 整 備
( 消防設備）

施 設 整 備
( 防犯設備）

562,045

施 設 整 備
(重度化等設備）

5,058,409

5
施 設 等 の 規 模
及 び 構 造

抵当権

創設　改築　改修
安全対策　消防　重度化

防犯　設備整備　大規模修繕

2,000,000

6 併 設 事 業 所

種　別

「有」の場合、
目的及び抹消

予定時期

土地（ 無 ・ 有 ）

建物（ 無 ・ 有 ）

7
整 備 費 内 訳

住居表示を記載する。住居表示が決まっていない場合は、地番を記載する。

1-1と同じ施設種別を記載する。

1-1と同じ施設名を記載する。

オーナー改修

型の場合のみ

記載する。

新規開設の場合、「現在」欄は０名と記載す

る。移転の場合は、（移転前の）現在の定員

を「現在」欄に記載する。

複数ユニット・事業がある場合は、ユニット・事業

ごとに作成し、4-7[整備費協議額算出内訳]の

各種数値と対応させてください。

設計図面、建築確認

通知書等の添付書類

と一致させる。

抵当権の設定が

「有」の場合は、目

的及び抹消予定時

期を示す。

整備の対象となる面積を記入する。

・新築・全面改修の場合、（改修部分）（全

体）の両方に同じ値を記入する。

・建物の一部を整備する場合、改修を行う部

分の面積を（改修部分）に、建物全体の面積

を（全体）に記入する。
・複数ユニット・事業がある場合、ユニット・事
業を行う部分の面積を（改修部分）に、建物
全体の面積を（全体）に記入する。

同一建物内に他の事業が併設している（又
はする）場合は、施設の名称、事業種別、運
営法人を記載する。（短期入所との合築や
建物所有者の自宅併設等の場合もすべて
「併設事業所」として記載すること）

施設整備及び施設整備（消防設備、重度化

等設備、防犯設備）については、見積書の

工事種別等内訳の関係部分と一致させる。

既存事業所の大規模修繕については、施

設整備の欄に記載する。

4-7「整備費協議額算出内訳」によ

り算出された（G欄）の額を記入する。

「東京都補助金」及び「設置者負担金」の

合計が総事業費となるにする。

借入金償還計画

等関係添付書類と

数値を一致させる。

２ 事業計画
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円

円

円

円

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

※６、１２～１７について、各記入欄に収まらない場合は「別紙のとおり」と記載し、別紙により説明すること

自 己 財 源

11 施 行 計 画

5 1

※本則２（２）により整備を
行う場合に記入

借 入 金

建 物 所 有 者
負 担 金 内 訳

14

16

地域の障害福祉
サービス事業所及び
地域住民との連携

建物構造や環境面
における課題

種　　別

支援の基本方針（主

たる障害種別や想定して
いる障害支援区分等を踏
まえ、どのような事業とし
ていきたいか）

上記13を実現するた
めのハード面・ソフト
面における具体的方
策

13

○○

10 15

15

○○

○○

○○

契約年月日

12

事業の目的・理由
※都内において初めて
上記２の事業を実施する
場合、その理由も記載す
ること

17
上記16に対する具体
的な解決策や工夫し
た点

10 バ ッ ク ア ッ プ 施 設

名 称

所 在 地

3

3

2 10 16

3 15

2

着工年月日

完成年月日

事 業 開 始
年 月 日

運営主体からの収入

9

合 計
オーナー改修型の
場合のみ記載する。

建物所有者の自己財源の額を記載する。

グループホームの運営主体からの収入額を記載する。

共同生活援助の場合に記入。共同
生活援助及び居宅介護等居宅系
サービス以外の障害福祉サービス
事業（事業所）を記載する。

入札スケジュール
(内示後２～２.５ヵ月
後)を十分考慮し、
工程表と一致させ

事業を実施する目的を始めとして、各欄について、法人の
取り組み状況、熱意、工夫、対応策等を具体的かつ詳細に記
載してください。（これらは、審査会において審査する際の重
要ポイントの１つとなります。）

「事業開始年月日」は各月の１日付けとす
る。（完成年月日以降で余裕を持った事業

開始年月日とすること）

既存事業所の大規模修繕は記載不要。
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 事項 記入内容及び注意事項 

１ 施設等の名称、所在地 協議書の鑑文と同じ名称及び所在地を記入する。 

２ 施設等の種別  協議書の鑑文と同じ種別を記入する。 

３ 事業主体及び運営主体 当該整備を行う事業主体及び運営主体（法人名等）の名称及び、

その所在地を記入する。 

４ 利用人員 当該事業に係る利用人員を記入する。 

（例）新規事業開始の場合 現在０名 増加５名 計５名 

５ 施設の規模及び構造 整備をする物件の内容を記入する。 

（１） 敷地面積 

登記事項証明書又は建物設計時の測量等により計測された

面積を確認の上、整備を行う物件に係る敷地面積を記入する。 

（２） 敷地の所有関係（建物賃貸の場合、記載不要） 

「自己所有」、「借地」、「買収」のうち、いずれかに○を

する。 

（３） 建物の所有関係 

「自己所有」、「賃貸」のいずれかに○をする。 

（４） 整備種別 

「創設」、「改築」、「改修」、「安全対策」、「消防設備」、

「重度化等設備」、「防犯設備」、「設備整備」、「大規模修

繕」のうち、該当する種別に○をする。 

（５）建築面積、延床面積 

 検査済証又は設計により算出された面積を確認の上、整

備を行う建物の建築面積及び延床面積を記入する。 

 延床面積は整備の対象となる面積を記入する。 

新築・全面改修（単一ユニット・事業）の場合、（改

修部分）（全体）の両方に同じ面積を記入する。 

一部改修（単一ユニット・事業）の場合、改修を行う

部分の面積を（改修部分）に、建物全体の面積を（全

体）に記入する。 

複数ユニット・事業がある場合、ユニット・事業を行

う部分の面積を（改修部分）に、建物全体の面積を（全

体）に記入する。 
 

（５） 建物構造 

設計図面等を確認の上、整備を行う建物の構造を記入する。 

（例）木造 2 階建、鉄骨造 3 階建、鉄筋コンクリート造 2 階建等 

（６） 抵当権 

土地・建物に抵当権・根抵当権の設定がないことを登記事項

証明書で確認した上で、有無に○をする。上記の事項は、設計

図面、検査済証、登記事項証明書等の添付書類で確認できるこ

ととする。 
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６ 併設事業所 同一建物内に他の事業所が併設する場合は、施設の名称、事業

種別、運営法人を記載する。 

併設事業所が補助対象にならない場合も、必ず記載する。 

７ 整備費内訳  見積書に基づき作成した 4-7「整備費協議額算出内訳書」の金

額と一致させる。 

８ 財源内訳 （１） 東京都補助金 

  4-7「整備費協議額算出内訳」により算出された（G 欄）

の額を記入する。 

（２） 設置者負担金 

「自己財源」欄、「寄附金」欄、「その他の収入」欄、「借

入金」欄の額をそれぞれ記入し、その合計を算出し、「小計」

欄に記入する。 

（３） 合計 

「東京都補助金」及び「設置者負担金」の合計が総事業費と

一致しているか注意する。 

９ 建物所有者負担金内訳 建物所有者が建物を改修（オーナー改修型）する場合のみ記入

する。 

（１） 自己財源 

建物所有者の自己財源の額を記入する。 

（２） 運営主体からの収入 

グループホーム等運営法人からの収入予定額を記入する。 

（３） 借入金 

銀行などからの借入金の額を記入する。 

10 バックアップ施設 共同生活援助事業を実施する場合、バックアップ施設の名称及

び所在地を記入する。 

11 施行計画 施行計画に基づき、「契約年月日」、「着工年月日」、「完成年

月日」、「事業開始年月日」を記入する。 

なお、事業開始年月日、内示予定日（第１回：８月上旬、第２

回：１２月上旬）を勘案の上で、施行計画を立てる。また、契約

日については、入札スケジュール(内示後 2～２.５ヵ月)を踏まえ

ること。 

12 事業の目的・理由 当該事業を行う目的・理由を具体的かつ詳細に記入する。 

 また、具体的な利用者像（主たる障害種別、障害支援区分、男

女別、年齢等）についても、記入する。 

13 支援の基本方針 上記 12 を踏まえ、支援の基本方針を記入する。 

14 上記 13 を実現するため

のハード面・ソフト面にお

ける具体的な方策 

 支援の基本方針を、図面や人員配置等ハード面・ソフト面にど

のように反映させるか、具体的に記入する。 

15 地域の障害福祉サービス事

業所及び地域住民との連携  

 地域の障害福祉サービス事業所及び地域住民と、どのように連

携していくか具体的に記入する。 
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16 建物構造や環境面にお

ける課題 

 建物構造や環境面において課題がある場合には、具体

的な内容や、関係機関との協議状況を具体的に記入する。 

17 上記 16 に対する具体

的な解決策や工夫した

点 

 具体的な解決策や工夫した点を、図面や関係機関との

協議記録に基づいて具体的に記入する。 
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■２－８ 障害者通所施設等整備費補助の協議に係る確認について（消防設備関係）

（参考様式）

法人名

法人代表者名　　　　　　　　　印

 

（２）相談内容（消防法施行令別表第一に定める建物用途）等

　　　用途区分　　　項（　　）

（１）相談先消防署

　　区分（　　）：（　　）名

　　区分（　　）：（　　）名

　　区分（　　）：（　　）名

　　区分（　　）：（　　）名

３　設置が必要であると指導を受けた消防用設備

　①

　②

　③

４　相談経過

　　　相談内容：

　東京都知事　殿

令和○年度障害者通所施設等整備費補助の協議に係る確認について

記

　障害者通所施設等整備費補助を利用して整備を行う建物においては、共同生活援助事業及び短期入所
事業を実施し、下記のとおり入居者の受入を予定しています。
　なお、当該建物に整備する消防用設備については、所轄消防署との調整の結果、以下の設備を設置しま
す。

１　施設等の名称及び所在地

２　定員

３　入居者の想定区分

用途（６項ロ又は６項ハ）につい
て必ず確認する。

相談日についても記載する。

1-1と同じ施設名を記載する。

消防用設備の補助の有無にかかわらず、必
要な設備等について所管の消防署に必ず確
認してください。

事業計画書（別紙２）と同じ記載をする。

消防加算を受ける条件は、
用途（６項ロ又は６項ハ）に応じた、
スプリンクラー設備や自動火災報知設備な
どの消防用設備を設置することです。

竣工後には、消防署へ設置届出（６項ロ又
は６項ハの記載）及び各消防用設備の検査
結果通知の写しを提出していただきます。

整備する施設種別に変更してください。
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■２－９ 関係機関との打ち合わせ議事録
・補助協議申請に当たって、関係機関（建築関係所管・消防署）と打合せを行った際の議事録で
あること。
・建築基準法、バリアフリー法関係や消防法関係の適用について関係機関と打ち合わせた内容を
記載すること。
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 ３ 図面関係書類                                

 
■３－１ 案内図（周辺状況がわかる図面）

・Ａ４横で作成すること。
・鉄道等交通機関の最寄駅からの経路も含め、周囲の状況もわかる案内図であること。
・最寄駅と計画地までの経路を太線でマーキングし、最寄駅からの交通手段（バス、タクシー

徒歩等）と所要時間を記載すること。＜例 ＪＲ新宿駅西口から、徒歩約１０分＞
・方位記号により方角を図示すること。

■３－２ 公図等（写し）
・不動産登記法第１４条第１項による地図（１４条地図）または１４条地図に準ずる図面

（公図）
・法務局にて写しを入手し、添付すること。

■３－３ 整備工事実施後の配置図・平面図・立面図・断面図
・配置図は、敷地境界線、接道状況、駐車場等、整備する建物以外の施設についても明記

すること。
・平面図は、居室、収納、居間・食堂等各部屋の面積を「㎡」で記載し、各室面積表と一

致させる。
・面積基準のある部屋については収納設備を除いた内のり面積をカッコ書きで併せて記載

する。
（グループホーム・ショートステイの居室の内のり面積は、収納設備部分を除き7.43㎡以

上）
・設備整備補助により備品を購入する場合、その設備設置位置を記載する。
・建物の一部を整備する場合などは、当該整備部分を色分け等により明確にする。
・防犯カメラや重度化等設備を設置する場合は、設置位置を記載すること。

■３－４ 整備工事実施前の既存建物に係る配置図・平面図・立面図・断面図
・既存建物を改修する場合は、整備する前の建物の図面を併せて添付する。
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 ４ 施設整備補助金関係書類                           

■４－１ 工事見積書の写し
・見積書のあて先は、法人代表者あてにすること。（建物所有者が改修する場合は、建物所有

者）
・設計事務所等、見積もり業者の印が押してあるものとすること。
・最低限、中項目まで積算したものであること。
・見積の内容及び数値（計算）に誤りがないか検算したうえで必ず確認すること。
・「消防設備」、「防犯設備」及び「重度化等設備」の各施設整備（加算）で整備するものにつ

いては、対象となる額が整理できるように抜き出して計上すること。
・消防加算の補助協議を行う場合、消防用設備工事の項目を追加する。防犯加算の補助協議を行

う場合、防犯設備工事の項目を追加する。重度化等対応加算の補助協議をおkなう場合、重度
化等対応設備工事の項目を追加する。

大項目 中項目 小項目 数量 単価 金額（円）
建築工事
電気工事
給排水衛生設備工事
空調設備工事
消防用設備工事

防犯設備工事

重度化等対応設備工事

内装工事

スプリンクラー設備工事
自動火災報知設備工事

防犯カメラ設置工事

介護リフト設置工事

壁クロス貼り

（例）
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５ 施設整備補助金関係書類                           

 

■５－５ 過去３か年分の決算書（貸借対照表、資金収支計算書、事業活動計算書、財産目録等） 

・法人全体の決算が説明できるものであること。 

・決算時期の都合により直近の決算書類の提出が間に合わない場合は、当該年度分は協議書提出時に

必ず提出すること。 
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■５－６ 財務チェックシート（社会福祉法人用） 

・決算書を基に各年度の財務状況を入力シートに入力する。 

・財務指標で×がある場合は、（原則）採択されない。 

・財務指標で✓がある事項は、その原因を分析し、原因及びその改善見込みを示した資料を追加で提出

すること。(提出資料の様式は任意様式) 

 

 

 

※５－６「財務チェックシート」作成方法 

 

「財務チェックシート」の様式データ(エクセル)内に、過去３カ年の決算額を記入するシートも格納さ

れています。 

【財務チェックシート格納シート】 

 

そのシートに決算額を記入すれば、自動で上記の「法人経営状況について」等他のデータに数字が自 

動入力されます。後は、法人名を記入してください。 

⇒提出資料は「☆比較シート(簡易版)」のみでお願いします。(判定基準にチェック又は×が入った事項

があった場合は、その原因及び改善見込み資料を追加で提出。) 

（財務状況チェックシートを作成される際は、決算書の数字と整合がとれるようにしてください。） 

 

各指標の算出根拠

《財務指標の説明及び判定基準》✓は要注意 ※１貸借対照表より

×は原則採択不可 ※２事業活動計算書より

※３資金収支計算書より

○次期繰越活動増減差額　※２
　マイナス（債務超過）になると「×」が入る。債務超過の場合は採択されない。

○積立金増減差額　※２
　その他積立金を取り崩し又は積み立てた値。取り崩しはプラス、積み立てはマイナス。

○当期活動増減差額　※２
　マイナスが３年続くと「✓」が入る。既存事業の継続性が危ぶまれる可能性がある。

○サービス活動増減額　※２
　通常の事業運営（障害福祉サービス事業）に関する収支状況。
　マイナスが３年続くと「×」が入る。過去３か年の決算状況が営業活動（通常の事業運営）
に基づく赤字である場合は、原則認められない。

○当期末支払資金残高　※１
　短期の運転資金に関する収支状況。流動資産から流動負債を除いた値となる。
　マイナスが３年続くと「✓」が入る。既存事業の継続性が危ぶまれる可能性。

○流動比率　（【流動資産÷流動負債】 × 100 ）　※１
　流動負債に対して、流動資産がどの程度あるかを示す指標。比率が高いほど安定。
　100%を下回ると「✓」が入る。
　流動負債が流動資産を上回っていることになり、資金繰りが悪化している状態が想定。

○純資産比率　（【純資産÷資産総額】 × 100 ）　※１
　資産総額に占める「純資産（自己資本）」の割合。比率が高いほど安定。
　50%を下回ると「✓」が入る。
　自己資本よりも負債が上回っている状態であり、将来的に資金繰りが悪化する可能性。

○固定長期適合率　（ 固定資産÷【純資産＋固定負債】 × 100 ）　※１
　固定資産がどれだけ長期資産（純資産＋固定負債）によって賄われているかを表す。
　流動比率が高いと固定長期適合率は低くなる。
　固定資産は、純資産や固定負債で調達し、100％未満であることが理想。
　100%以上になると「✓」が入る。固定資産への過大な投資の可能性。

○経常増減差額率　（【経常増減差額】 ÷【サービス活動収益】×100 ）※２
　サービス活動収益に対する経常増減差額の占める割合。比率が高いほど収益性が高い。マイ
ナスが３年続くと「✓」が入る。既存事業の継続性が危ぶまれる可能性。

○事業活動資金収支差額対１年以内返済予定設備資金借入金比率
　（【１年以内返済予定設備資金借入金（※１）】÷【事業活動資金収支差額（※３）＋設備
資金借入金元金償還補助金・寄附金（※３）】×100）
　短期の返済資力を見る。その年の借入金返済予定額に対して、収支差額がどの程度あるかを
示す指標。比率が低いほど返済資力が高い。
　開設当初においては、返済が先行し、一時的に100％を上回る可能性がある。
　100％以上になると「✓」が入る。当該年度の収支から返済額を賄えていない可能性。

○サービス活動収益対借入金比率
（【設備資金借入金（※１）＋長期運営資金借入金（※１）＋役員等長期借入金（※１）】
÷【サービス活動収益（※２）】×100）
　長期の返済資力を見る。借入金残高に対して経常収益がどの程度あるかを示す指標。
　比率が低いほど返済資力が高い。100％以上になると「✓」が入る。
　事業規模を超える借入金を行っている可能性。

財務チェックシート

純資産比率

#DIV/0!

長期安定性

#DIV/0!

短期安定性

流動比率

法人名

決算書の判断基準（指標） 平成29年度

#DIV/0!

収益性指標

　経常増減差額率（経常収支差額率）

固定長期適合率 #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0!

平成30年度 令和元年度

#DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

財務指標
（令和元年度）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0!#DIV/0! #DIV/0!

0

0 0

　当期末支払資金残高

　当期活動増減差額（当期活動収支差額）

　サービス活動増減差額（事業活動収支差額） 0

　次期繰越活動増減差額（次期繰越活動収支差額）

　積立金増減差額

借入の割合指標

　事業活動資金収支差額対１年以内返済予定設備資
金借入金比率

0 0

　サービス活動収益対借入金比率（事業活動収入対
借入金比率）

#DIV/0! #DIV/0!#DIV/0!

収支状況及び財務状況

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0!

　

　0

　

0

0 0 0 　

0

0 0 0
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８ その他関係書類                               

 

■８－１「利用者負担（家賃、食材費、光熱水費、日用品費等）算定にあたっての考え方 

・グループホームを整備する場合に作成すること 

・家賃、食材料費、光熱水費等利用者負担額を示し、その積算根拠を示すこと。 

・利用者負担額はできる限り低価格に設定すること。 

・礼金等、退所後の返還を前提としていないものは、料金徴収を行わないこと。 

・補助金を受けて創設（新築）する建物については、木造は２２年以上、鉄骨造は３４年以上、ＲＣ造

は４７年以上使用する前提で家賃を積算すること。 

・家賃に大規模修繕費用を含める場合は、財産処分制限期間や運営期間に応じた適切な修繕費用とする

こと。（過度な修繕費用は認められない。） 

・家賃について、整備費補助を導入することによる家賃低減効果を説明すること。 
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９ 補助協議書の作成方法

○ 事業計画書で提出した書類については、協議書では提出不要です。
○ 協議書提出後、都との補助協議により書類の差替えや追加資料の提出をお願いす

る場合があります。
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 １ 提出書類かがみ                               

 

■１－１ 令和○年度障害者通所施設等整備費補助金の協議について 

 

 

 

 

                              番    号         

                              年   月   日         

 

 

東 京 都 知 事 殿            

 

 

                                  住   所 

                                         （法人の場合）    代表者職 氏名      印 

                                       （区市町村の場合）   区市町村長      印 

 

 

令和○年度障害者通所施設等整備費補助金の協議について 

 

 

 標記について、次により補助金の交付を関係書類を添えて、下記のとおり協議します。 

 

 

記 

 

 

１ 協議額      金５６，３０８，０００ 円 

 

２ 施設の種別及び施設の名称 

            共同生活援助（知的） 

            （仮称）東京ホーム） 

３ 協議額算出内訳   別紙３のとおり 

 

 

４ 事業計画書      別紙１のとおり 

 

 

５  その他 

   過去 10 年間における施設整備費補助金交付の有無      有 ・ 無 

      内容（有の場合のみ記入） 

 平成○○年度 「共同生活援助 ○○ホーム」 障害者通所施設等整備費補助金 ２１，８７５千円 

 平成○○年度 「多機能型通所 ○○作業所」 障害者（児）施設整備費補助金 １６０，０００千円 

 

協議書の提出日を記載する。 

法人代表者は、住所（現在事項証明書のとお

り）、法人名、役職、代表者名の順に記載する。 

４－７「整備費協議額算出内訳」により算出した

（Ｇ欄）の額を記載する。２か年にまたがる工事

の場合は、２か年合計の協議額を記載する。 

施設の種別は、「共同生活援助（知的）」、「生活

介護」、「短期入所」等と記載してください。 

施設の名称は、仮称で記載しても構いません。 

（他の提出書類と名称を統一すること。） 

法人として、過去１０年間における施設整備費の

補助金の交付を受けている場合、「有・無」の該

当に○をし、その具体的内容を記載する。 
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事項 記入内容及び注意事項 

番号 法人として文書番号がない場合は削除する。 

日付 協議書の提出日とする。 

あて先 「東京都知事」あてとする。 

協議者 （１）法人の場合 

住所（現在事項証明書のとおり）、法人名、法人代表者氏名を記

入し、法人代表者印を押す。 

（２）区市町村の場合 

区市町村長名の公文とする。 

協議額 4-7「整備費協議額算出内訳」により算出された（Ｇ欄）の額を記

入する。工事が２か年にまたがる場合は、２か年合計の協議額を記入

し、下に初年度と次年度の協議額を記入すること。 

施設の種別及び施設の名称 下記の該当する施設の種別及び施設の名称を記入する。 

（１）施設種別 

生活介護、就労移行支援、就労継続支援、自立訓練、 

共同生活援助、重度身体障害者グループホーム、 

短期入所事業、東京都重症心身障害児（者）通所事業、 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援、 

主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス 

（２）名称 

名称が決まっていない場合は、（仮称）にて記載する。 

その他 法人として、過去１０年間における施設整備費の補助金の交付を受

けている場合、「有・無」の該当に○をし、その具体的内容を記入す

る。 

（例） 平成○○年度 「共同生活援助 ○○ホーム」  

障害者通所施設等整備費補助金 ２１，８７５千円 

   平成○○年度 「多機能型通所 ○○作業所」  

障害者（児）施設整備費補助金 １６０，０００千円 
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 ２ 事業計画                                  

 

■２－２ 登記事項証明書（土地・建物） 

・当該整備に係る土地及び建物の登記事項証明書を添付する。 

・証明書上、「所有権以外の権利に関する事項に」おいて、抵当権・根抵当権設定がされている場合は原

則認められないので注意する。 

※抵当権・根抵当権が設定されている場合には、原則として協議書類提出までに、遅くとも審査会まで

に抹消すること。 
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■２－３ 売買・寄付・賃貸借契約（確約）書（土地・建物）
・売主、貸主の印鑑登録証明書を添付すること。
・売買済の場合、協議書類提出までに、登記しておくこと。

≪土地売買契約確約書の例≫

土地売買確約書

社会福祉法人○○○会が○○年度に計画している下記２の障害福祉施設建設計画につい
て、○○年度障害者通所施設等整備費補助事業として決定された場合、下記３の土地につい
て貴法人と売買契約を締結することを確約いたします。

年 月 日

住所

氏名（所有者） 実印

社会福祉法人○○○会

理事長 殿

記

１ 土地売買予定価格 円

２ 障害福祉施設建設計画 ・共同生活援助（定員 人）

・短期入所（定員 人）

○○造り 地上○階建 地下○階

延べ床面積 ㎡

３ 売買予定地 ○○○区（市町村）○○町○丁目○番○号

実測面積 ㎡

登記簿上面積 筆 ㎡

整備用地確保の見込みを確認します。
別途抵当権・根抵当権の設定がないこと
も確認しておいてください。
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≪土地賃貸借契約確約書の例≫

土地賃貸借契約確約書

社会福祉法人○○○会が○○年度に計画している下記４の障害福祉施設建設計画について、○○年
度障害者通所施設等整備費補助事業として決定された場合、下記５の土地について貴法人と土地賃貸
借契約を締結することを確約いたします。

年 月 日

住所

氏名（所有者） 実印

社会福祉法人○○○会

理事長 殿

記

１ 借地権の種類 一般定期借地権

２ 契約期間 ○○ 年 月 日から○○ 年 月 日まで（ 年間）

３ 賃料

（１）前払賃料 円

（２）月額賃料 円

４ 障害福祉施設建設計画 ・共同生活援助（定員 人）

・短期入所（定員 人）

○○造り 地上○階建 地下○階

延べ床面積 ㎡

５ 賃貸借予定地 ○○○区（市町村）○○町○丁目○番○号

実測面積 ㎡

登記簿上面積 筆 ㎡

整備用地確保の見込みを確認します。
別途抵当権・根抵当権の設定がないこと
も確認しておいてください。
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≪建物賃貸借確約書の例≫

建物賃貸借契約確約書

社会福祉法人○○○会が○○年度に計画している下記２の障害福祉施設建設計画について、○○
年度障害者通所施設等整備費補助事業として決定された場合、下記４の建物について貴法人と賃貸
借契約を締結することを確約いたします。

年 月 日

住所

氏名（所有
者）
実印

社会福祉法人○○○会

理事長 殿

記

１ 賃料 月額 円

２ 契約期間
○○ 年 月 日から○○ 年 月 日まで（ 年

間）

３ 障害福祉施設建設計画 ・共同生活援助（定員 人）

・短期入所（定員 人）

４ 賃貸借建物 ○○○区（市町村）○○町○丁目○番○号

○○造り 地上○階建 地下○階

延床面積 ㎡

整備建物確保の見込みを確認します。別途
抵当権・根抵当権の設定がないこと（土地も
含む）も確認しておいてください。

事業開始後10年以上の賃貸借期間を確保し
てください。
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■２－４ 既存建物の検査済証 

①既存建物を改修する場合は違法建築物でないかの確認のため「検査済証」を添付する。 

②「検査済証」を紛失している場合は、台帳記載事項証明書（特定行政庁に発行を申請する。）を添

付する。 

③既存建物で検査済証の交付を受けていない場合は建築主管部署と連携のうえ以下のいずれかの

書類を添付する。 

・建築当時の建築基準関係規定に適合していることを特定行政庁又は建築主事が証明した文書 

・建築基準法第12条第５項の規定に基づく報告等に基づき、建築当時の建築基準関係規定に適合

していることを特定行政庁又は建築主事が確認した文書 

・建築基準法適合状況調査報告書等により、建築当時の建築基準関係規定に適合していることを

区市町村長が確認した文書 

④ ①～③によりがたい場合は、都に相談のうえ、一級建築士等（記名・押印のこと）により既

存建物が建築基準法に合致している旨の文書を提出する。 
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■２－５ 耐震化に関する調査票 

・昭和56年6月1日以前に建築確認を行った建物は旧耐震基準に基づいているため、耐震性の確認が

必要となる。既存物件を改修する場合は、耐震化に関する調査票を作成し、耐震性を確認する。 

 

 

※書ききれない場合は、裏面欄外に御記入ください。

Ａ 　施設設置者の公私区分　（公立には、公設民営を含む）

Ｂ 　建物の構造 1.　木造

2.　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造（RC）

3.　鉄骨構造（Ｓ）

4.　鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造（SRC）

5.　その他　（　　　　　　　　　　　　）

Ｃ 　建物の自己所有・賃貸の別　（無償貸与物件は賃貸）

Ｄ 　建物の階数

（ビル一室等使用の場合は、当該建物総階数）

Ｅ ㎡ 

㎡ 

Ｆ 　増改築の有無　 年 月）・　無

Ｇ 　建物が竣工（完成）した年 年 月

耐震診断実施年月： 年 月

Ａ 　耐震診断の結果、耐震化は不要 　

Ｂ 　耐震診断の結果、耐震化が必要

今回改修において、耐震化工事を実施

→　終了

電話番号

ユニット名
（共同生活援助の場合）

耐震化に関する調査票

法人名称

法人所在地

事業所番号

事業所名称

担当者

対象建物住所（※）

建物について
（Ａ～Ｇについて御回答く
ださい）

※本調査票は、建物ごとに提出していただくものです。複数の建物がある場合（共同生活援助事業におけるサテライト住居など）は、 建
物ごとに調査票を作成してください。

①

施設種別・建物名称
について（棟名がない場合
は、便宜上「Ａ棟」などの呼
称で区分してください。）

施設種別（選択） 建物名称（棟名やマンション・アパート名等）

公立　　・　　私立

自己所有　　　・　　　賃貸

階建

有（

建物総面積

（全ての階において、木造:Ｉｗ値１．1以上、非木造：Ｉｓ値０．7以上）

（全ての階において、木造:Ｉｗ値１．1以上、非木造：Ｉｓ値０．7以上）

昭和５７年１月１日以降

→　終了

Ｉｗ値・Ｉｓ値

昭和・平成

→　終了

耐震診断の実施状況
等について
（Ａ・Ｂのいずれか1箇所
に○をつけてください）

※Ｉｗ値（木造）・Ｉｓ値（非木
造）は、階ごと等複数算出さ
れている場合、全ての値を記
載してください。

④

平成

別紙2

（いずれかの階で、木造:Iw値が1.1未満又は非木造:Is値0.7未満）

※昭和５６年６月１日以降に建築確認を行なった建物
は、現在の耐震基準に適合しています。

③

②

併設施設（ユニット）につい
て
（同一建物内に他の社会福
祉施設が併設されている場
合や、複数のサービス（ユ
ニット）を提供している場合は
御記入ください。）

施設種別（選択） 施設（又はユニット）名

　建物の延べ床面積　（ビル一室等使用の場合は、上段に事
業所面積、下段に建物総面積）

事業所面積

現在の耐震基準に適合していない建物の場合

１-１と同じ施設名を記載する。
（すでにグループホームを開設
していて、今回の補助協議が
ユニット増の案件である場合、
「ユニット名」の欄に記載する
こと）

戸建ての場合は記載不要

該当する事業を選択する。

該当がない場合、「その
他」を選択する。

既存建物を改修して事業所を

開設する場合は、本調査票を

提出してください。

階ごとのＩｗ値（木造）・Ｉｓ値

（非木造）を記載する。

昭和56年5月31日以
前に建築確認を行っ
た建物については、
補助協議事前に耐
震診断を行う。
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■２－６ 地域住民説明状況 

・障害福祉サービスの施設整備を行うにあたり、近隣等地域住民への説明状況について添付する。

（個別訪問した記録や配布したチラシ、説明会等を行った場合の説明資料や議事録等、説明の状況

がわかるもの） 

・地域住民への説明については、説明方法や範囲について地元区市町村に相談のうえ実施すること。 
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■２－７ 区市町村の意見書 

 

（参考様式）

法　人　名

施設等の名称

計　画　地

計 画 内 容 (事業種別）

(工事区分）

（定員）

整備の必要性

法人・事業所の
適格性

事業内容（資金
計画・事業の継
続性）

立地の妥当性・
地域の状況

併設サービス
について（該当
する場合）

≪意見欄≫

東京都知事　殿

意　　見　　書

１　整　備　計　画　の　概　要

○○区（市町村）長　　○○○○　 印

２　整備計画に対する意見等

現在　　　名　　増加　　　名　　合計　　　名

創設・改築・改修・安全対策・消防・重度化・防犯・設備整備

○○　　年　　月　　日区市町村長名の意見書（押印
必須）であること。

区市町村において策定している障害福祉計画
等を踏まえた記載を依頼してください。

「重度化対応設備」の補助を受ける場合は、
区市町村でのニーズ等に鑑み、重度化、高齢
化、地域移行、医療的ケアを含む利用者を受
入れる見込みがある施設であることの確認を
区市町村より受けてください。
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３ 図面関係書類                                

 

■ ３－５ 部屋別面積表 

複数のユニット・事業を行う場合、共有部分は、各ユニット・事業の専有面積割合で按分する。 

 

（参考様式）

共用部分面積　計 63.70㎡ 30.94㎡ 27.35㎡ 5.41㎡

91.45㎡ 20.41㎡ 0.00㎡

0.00㎡

○施設種別別面積○

施設種別面積　合計
　（専用部分面積）

＋

（共用部分面積）

総合計

（①～④）
① ② ③ ④

215.30㎡ 103.44㎡

①、②の按分 9.00 53.075% 4.78 46.925% 4.22
按
分

方
法

全体の按分 54.70 47.823% 26.16 42.282% 23.13 9.894% 5.41

0.00

3階面積計 9.50

○共用部分面積分類○

共用部分
面積

① ② ③ ④

延床面積　計 63.70 － 72.50 64.10 15.00

－ 0.00 0.00 15.00

専用面積 72.50 専用面積 64.10 専用面積 15.00 専用面積 0.00

0.00

15.00③専用 多目的スペース

0.00

浴室・脱衣室

64.10 0.00

10.10

廊下 5.00 全体の按分

2.60 全体の按分

3

階 共用

階段 1.90 全体の按分

ＥＶ

2階面積計 28.30 － 0.00

トイレ 4.00

リビングダイニング 14.00

居室⑧ 9.00

居室⑦

②専用

居室⑤ 9.00

9.00

9.00

全体の按分

廊下

9.00 ①、②の按分

0.00

2

階
共用

階段 3.70 全体の按分

13.00 全体の按分

居室⑥

1階面積計 25.90 － 72.50

世話人室

0.00 0.00

ＥＶ 2.60

倉庫 3.40

浴室・脱衣室 10.10

トイレ 9.00

リビングダイニング 14.00

居室③ 9.00

居室② 9.00

倉庫 3.40 全体の按分

階段 1.90 全体の按分

1
階

共用

エントランス・廊下 18.00 全体の按分

ＥＶ 2.60 全体の按分

①専用

居室① 9.00

居室④ 9.00

利用区分 スペース名
共 用 部 分
面 積

按分方法
専用部分面積

① ② ③ ④

③ 相談支援（対象外） ④

○スペース別面積○
単位：㎡

部屋別面積表（延床面積）

○施設種別名○

① ユニット１ ② ユニット２

専用面積の按分比 72.50÷151.6(72.50+64.10+15.00)

共用面積×按分比
54.70㎡×47.823%

ユニット１・ユニット２、日中一時支援の全てで共用して
いるので、『全施設種別の、各々の持分率を使い、按分
する』という意味である。
按分方法は「全体の按分」「①、②の按分」と記入するこ
と。

○共用部分面
積分類

事業ごとの専
用面積の按分
比率を計算し、
共用面積に掛
けること。

（按分比率は四

捨五入しないこ

と）

行が足りない場
合は、適宜追

加すること。

○スペース別

面積

事業ごとの専

用部分につい

ては「専用部分

面積」に記入す
ること。（単一事

業の場合も専

用部分に）

共用部分につ

いては、「共用
部分面積」に記

入の上、「按分

方法」に、どの

事業で共用す

るか記入するこ

と。

スペース名が
足りない場合は、

行を適宜追加
すること。

○施設種別

複数事業を行う
場合や、補助
対象外部分（住
込用居室など）
がある場合は、
番号を分けるこ
と。

○施設種別別
面積

原則として、こ
こで算出された
面積で、事業費
を按分して補助
額を算出するこ
と。
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■３－６ 工程表 

・２カ年に跨る工事となる場合、特に初年度の施工期間が短期間である場合は予定された出来高が達

成されなくなることを防ぐため、余裕を持った設定とすること。 
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計
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監
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様
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）

工
　

程
　

表

工
事

件
名

：

6
月

●
●

年
度

（８
０

％
）

1
0
月

7
月

△
△

年
度

（２
０

％
）

1
月

2
月

1
1
月

1
1
月

5
月

9
月

竣
工

1
2
月

4
月

7
月

8
月

5
月

6
月

8
月

9
月

1
2
月

1
0
月

工
事

種
別

●
●

年
１

０
月

に
着

工
し

、
△

△
年

５
月

に
完

了
す

る
場

合
（
進

捗
率

８
０

％
：
２

０
％

）

行
事

工
程

名
を

記
載

す
る

。

初
年

度
の

進
捗

率
と

一
致

さ
せ

る
。

上
段

は
各

月
の

進
捗

率

を
、

下
段

は
全

体
の

進
捗

率
を

記
載

す
る

。

着
工

か
ら

竣
工

ま
で

、
月

単
位

で
出

来
高

を
確

認
で

き
る

工
程

表
と

し
て

く
だ

さ
い

。
ま

た
、

２
か

年
以

上
の

事
業

に
な

る
場

合
は

、
各

年
度

末
の

出
来

高
予

定
が

分
か

る
よ

う
に

し
て

く
だ

さ
い

。

工
種

ご
と

の
工

程
を

太
線

で
示

し
、

各
工

程
の

詳
細

に
つ

い
て

は
、

太
線

の
上

部
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
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■３－７ 現況写真 

 ・現況の状況が分かるよう、必要数の写真を貼付し、場所を明記すること。 

 ・既存建物については、特に各部屋等の状況が分かるように貼付すること。 

 

                 

 ・・・・・・・・ 

 

 

 

                 ・・・・・・・・ 

 

 

 

・・・・・・・・ 

 

                  

 

 

・・・・・・・・ 
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 ４ 施設整備補助金計算関係書類                                  

 

■４－２ 設計業務等見積書又は設計業務等委託契約書の写し 

・基本設計・実施設計・監理業務の内訳のある見積書とすること。 

・補助対象となるものは内示以降の契約（業務）であり、内示前に行う基本設計等の業務について

は補助対象とならないので、別契約とすること。 

・基本設計等を含めて内示以降に契約する場合であっても、業務開始期間が内示前である場合は補

助対象外とするので、注意すること。 

・基本設計の契約を既に締結している場合は契約書の写しを提出すること。 
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諸経費・消費税振り分け （参考様式）

単位：円

諸経費 4,000,000 消費税 6,700,000 

費目
総事業費
金 額

諸経費

消費税（10％）区分

補
助
対
象
経
費

施
設
整
備
費

建築工事費 24,000,000 

2,857,143 4,785,714 

給排水設備工事費 4,000,000 

電気設備工事費 6,000,000 

空調設備工事費 1,000,000 

その他工事費 10,000,000 

小 計（Ａ） 45,000,000 

消
防
設
備

消防設備工事費
5,000,000 

317,460 531,746 

小 計（Ｂ） 5,000,000 

重
度
化
等
設
備

重度化等設備工事費 9,000,000 

571,429 957,143 

小計（C） 9,000,000 

防
犯
設
備

防犯設備工事費 1,000,000 

63,492 106,349 

小 計（D） 1,000,000 

合計（E＝Ａ＋Ｂ＋C＋D） 60,000,000 3,809,524 6,380,952 

補
助
対
象
外
経
費

施
設
整
備
費

外構工事費 2,000,000 
190,476 

319,048 その他工事費 1,000,000 

小 計 （F） 3,000,000 

消
防
設
備

消防設備工事費 0 

0 0 

小 計（G） 0 

重
度
化
等
設
備

重度化等設備工事費 0 

0 0 

小計（H） 0 

防
犯
設
備

防犯設備工事費 0 

0 0 

小 計（I） 0 

補助対象外経費 合計
（J＝F＋G＋H＋I）

3,000,000 190,476 319,048 総事業費

総合計（K＝E＋J） 63,000,000 4,000,000 6,700,000 73,700,000 

↑ ↑

○ ○

見積書の諸経費の金額を記入する。

ここで算出した金額を、工事種別等内訳に
記入する。

消防設備、重
度化等設備、
防犯設備の
加算がつかな
い場合、それ
ぞれの工事
費は、「施設
整備費欄」に
金額を記載す
る。

見積金額の合計と一致させる。
端数が合わない場合は、補助対象外の
諸経費・消費税で調整する。

■４－３ 諸経費・消費税振り分け
・見積書の各費目の金額比で諸経費と消費税を按分する。
・端数処理により総合計の欄で見積金額と一致しない場合は、補助対象外経費で調整する。
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■４－４ 工事種別等内訳書 

・（Ａ）から（Ｄ）、（Ｈ）から（Ｋ）の諸経費・消費税は４－３「諸経費・消費税振り分け」にて算出し

た額を使用する。 

・設備整備がある場合は、補助対象経費・補助対象外経費を分けて（Ｆ）及び（Ｍ）欄に入力する。 

 

（参考様式）

区分

建築工事費 24,000,000

給排水設備工事費 4,000,000

電気設備工事費 6,000,000

空調設備工事費 1,000,000 エアコン12台（1,000,000円）対象外

その他工事費 10,000,000

諸経費 2,857,143

消費税 4,785,714

小計（Ａ） 52,642,857

消防設備工事費 5,000,000

諸経費 317,460

消費税 531,746

小計（Ｂ） 5,849,206

重度化等設備工事費 9,000,000

諸経費 571,429

消費税 957,143

小計（C） 10,528,572

防犯設備工事費 1,000,000

諸経費 63,492

消費税 106,349

小計（D） 1,169,841

設

計 設計・監理料（E） 1,600,000 実施設計・施工監理

設

備 ○○等（F） 2,400,000 送料（2,000円）対象外

74,190,476

外構工事費 2,000,000

その他工事費 1,000,000 エアコン12台（1,000,000円）

諸経費 190,476

消費税 319,048

小計（H） 3,509,524

消防設備工事費 0

諸経費 0

消費税 0

小計（I） 0

重度化等設備工事費 0

諸経費 0

消費税 0

小計（J） 0

防犯設備工事費 0

諸経費 0

消費税 0

小計（K） 0

設

計 設計・監理料（L） 400,000 基本設計

設

備 ○○等（M） 2,000 送料（2,000円）

3,911,524

78,102,000

施設整備 58,152,381
対象経費 54,242,857

消防設備 5,849,206
対象経費 5,849,206

重度化等設備 10,528,572
対象経費 10,528,572

防犯設備 1,169,841
対象経費 1,169,841

設備整備 2,402,000
対象経費 2,400,000

総事業費 78,102,000
対象経費 74,190,476

補助対象外経費　合計
（N＝Ｈ＋Ｉ＋Ｊ＋K＋L＋M）

総合計（O＝G＋N）

補助対象経費　合計
（G＝A＋B＋C＋D＋E＋F）

補
助
対
象
外
経
費

施
設
整
備
費

消
防
設
備

重
度
化
等
設
備

防
犯
設
備

工事種別等内訳

費目
総事業費
金　　額

備考

補

助

対

象

経

費

施
設
整
備
費

消
防
設
備

重
度
化
等
設
備

防
犯
設
備

面積・事業費按分表の数字と一致するか、確認する。

当該シートでは、補助対象経費と補助対象外経費を確認
します。備考欄には、見積書にある各工事費等のうち、何
の経費で、いくらを補助対象外としたか、記載してください。

諸経費が補助対象と補助対象外の全体にかかっている
場合は、諸経費を各事業費の比率で按分する。

内示前に契約した設計契約、工事請負契約や物品購入
は補助対象になりません。

ここで算出された金額は４－５

「面積事業費按分表」で使用 
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■４－５ 面積事業費按分表 

・３－６「部屋別面積表」にて算出された施設種別の面積、４－４「工事種別内訳書」にて算出された

各補助項目別の事業費、３－７「工程表」の年度別の工事出来高（％）を入力する。 

・色の付いたセルにだけ、入力すること。面積別と年度別に、自動的に按分計算される。 

・４－６「算出内訳確認用シート」の数値も自動的に入力されるので Excel のワークシート名は変えな

いこと。 
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7,
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8,
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8
1,

36
1,

11
8

施
設

名
（仮

称
）東

京
ホ

ー
ム

施
設

種
別

共
同

生
活

援
助

区
分

計
計

計

面
 積

申 請 額 算 出 内 訳

施 設 整 備

施
設

整
備

事
業

費
（A

欄
）

対
象

経
費

の
実

支
出

額
（B

欄
）

消 防 設 備

消
防

設
備

総
事

業
費

（A
欄

）

対
象

経
費

の
実

支
出

額
（B

欄
）

重 度 化 等 設 備

重
度

化
等

設
備

総
事

業
費

（A
欄

）

総
事

業
費

対
象

経
費

の
実

支
出

額

対
象

経
費

の
実

支
出

額
（B

欄
）

防 犯 設 備

防
犯

設
備

総
事

業
費

（A
欄

）

対
象

経
費

の
実

支
出

額
（B

欄
）

設 備 整 備

設
備

整
備

総
事

業
費

（A
欄

）

対
象

経
費

の
実

支
出

額
（B

欄
）

各
室

面
積

表
で

算
出

し
た

面
積

を
記

入
し

て
くだ

さ
い

。

工
事

種
別

等
内

訳
書

で
算

出
し

た
金

額
を

記
入

し
て

くだ
さ

い
。

縦
計

、
横

計
が

合
っ

て
い

る
か

、
必

ず
確

認
し

て
くだ

さ
い

。
色

の
付

い
た

セ
ル

に
だ

け
、

入
力

し
て

くだ
さ

い
。

面
積

別
と

年
度

別
に

、
自

動
的

に
按

分
計

算
さ

れ
ま

す
。

ま
た

、当
該

シ
ー

ト
に

入
力

す
る

と
、

4-
6「

算
出

内
訳

確
認

用
シ

ー
ト」

の
数

値
も

自
動

的
に

入
力

さ
れ

ま
す

。
（シ

ー
トの

名
前

は
変

え
な

い
で

くだ
さ

い
。

）
そ

の
後

、
「算

出
内

訳
確

認
用

シ
ー

ト」
の

、
「寄

付
金

そ
の

他
収

入
額

」と
「補

助
基

準
額

」を
入

力
す

る
と

、
ユ

ニ
ッ

ト
別

、年
度

別
の

補
助

額
が

自
動

計
算

さ
れ

ま
す

。
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施
設

種
別

施
設

の
名

称

区
　

　
　

　
分

総
事

業
費

対
象

経
費

の
実

支
出

（
予

定
）
額

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

差
　

　
引

　
　

額
補

助
要

綱
別

表
２

に
定

め
る

補
助

基
準

額

都
補

助
金

基
本

額
都

補
助

金
所
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Ｃ
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＞
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Ｅ
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創

設
 ）

5
,5

8
7
,8

1
4

5
,2

1
2
,1

5
2

0
5
,2

1
2
,1

5
2

5
,0

4
0
,0

0
0

5
,0

4
0
,0

0
0

4
,4

1
0
,0

0
0

施
設

整
備

（
 消

防
設

備
 ）

5
6
2
,0

4
5

5
6
2
,0

4
5

0
5
6
2
,0

4
5

9
0
0
,0

0
0

5
6
2
,0

4
5

4
9
1
,0

0
0

施
設

整
備

（
重

度
化

等
設

備
 ）

1
,0

1
1
,6

8
2

1
,0

1
1
,6

8
2

0
1
,0

1
1
,6

8
2

1
,2

0
0
,0

0
0

1
,0

1
1
,6

8
2

8
8
5
,0

0
0

施
設

整
備

（
 防

犯
設

備
 ）

1
1
2
,4

0
9

1
1
2
,4

0
9

0
1
1
2
,4

0
9

1
0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

8
7
,0

0
0

設
備

整
備

1
,2

0
1
,0

0
0

1
,2

0
0
,0

0
0

0
1
,2

0
0
,0

0
0

1
,0

0
0
,0

0
0

1
,0

0
0
,0

0
0

8
7
5
,0

0
0

合
計

8
,4

7
4
,9

5
0

8
,0

9
8
,2

8
8

0
8
,0

9
8
,2

8
8

8
,2

4
0
,0

0
0

7
,7

1
3
,7

2
7

6
,7

4
8
,0

0
0

円
円

円
円

円
円

円

施
設

整
備

（
創

設
 ）

2
7
,9

3
9
,0

7
2

2
6
,0

6
0
,7

5
8

0
2
6
,0

6
0
,7

5
8

2
5
,2

0
0
,0

0
0

2
5
,2

0
0
,0

0
0

2
2
,0

5
0
,0

0
0

施
設

整
備

（
 消

防
設

備
 ）

2
,8

1
0
,2

2
7

2
,8

1
0
,2

2
7

0
2
,8

1
0
,2

2
7

4
,5

0
0
,0

0
0

2
,8

1
0
,2

2
7

2
,4

5
8
,0

0
0

施
設

整
備

（
重

度
化

等
設

備
 ）

5
,0

5
8
,4

0
9

5
,0

5
8
,4

0
9

0
5
,0

5
8
,4

0
9

6
,0

0
0
,0

0
0

5
,0

5
8
,4

0
9

4
,4

2
5
,0

0
0

施
設

整
備

（
 防

犯
設

備
 ）

5
6
2
,0

4
5

5
6
2
,0

4
5

0
5
6
2
,0

4
5

5
0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0

4
3
7
,0

0
0

設
備

整
備

1
,2

0
1
,0

0
0

1
,2

0
0
,0

0
0

0
1
,2

0
0
,0

0
0

1
,0

0
0
,0

0
0

1
,0

0
0
,0

0
0

8
7
5
,0

0
0

合
計

3
7
,5

7
0
,7

5
3

3
5
,6

9
1
,4

3
9

0
3
5
,6

9
1
,4

3
9

3
7
,2

0
0
,0

0
0

3
4
,5

6
8
,6

3
6

3
0
,2

4
5
,0

0
0

算
出

内
訳

確
認

用
シ

ー
ト

（
補

助
率

7
/
8
）

共
同

生
活

援
助

（
仮

称
）
東

京
ホ

ー
ム

　
（
ユ

ニ
ッ

ト
１

）

年
度

初 年 度

出
来

高

80
%

20
%

10
0%

次 年 度 合 計

整
備

の
た

め
に

収
入

し
た

、
寄

付
金

そ
の

他
の

収
入

額
（社

会
福

祉
法

人
等

の
場

合
は

寄
付

金
収

入
額

を

除
く
）の

金
額

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

色
の

付
い

た
セ

ル
（「

寄
付

金
そ

の
他

収
入

額
」と

「補
助

基
準

額
」）

を
入

力
す

る
と

、

ユ
ニ

ッ
ト

別
、

年
度

別
の

補
助

額
が

自
動

計
算

さ
れ

ま
す

。
4-

7
「
整

備
費

協
議

額
算

出
内

訳
」に

は
、

合
計

（初
年

度
＋

次
年

度
）の

数
字

を
書

き
写

し
て

く
だ

さ
い

。

補
助

要
綱

別
表

２
に

記
載

し
て

あ
る

補
助

基
準

額
を

記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

都
補

助
金

所
要

額
（Ｇ

欄
）は

、
補

助
率

７
／

８
で

計
算

さ
れ

ま
す

。
民

間
企

業
等

に
つ

い
て

は
適

用
す

る

補
助

率
で

計
算

し
て

入
力

下
さ

い

（
千

円
未

満
切

り
捨

て
）

■４－５ 面積事業費按分表
・３－６「部屋別面積表」にて算出された施設種別の面積、４－４「工事種別内訳書」にて算出された各

補助項目別の事業費、３－７「工程表」の年度別の工事出来高（％）を入力する。
・色の付いたセルにだけ、入力すること。面積別と年度別に、自動的に按分計算される。
・４－６「算出内訳確認用シート」の数値も自動的に入力されるのでExcelのワークシート名は変えないこ

と。
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■４－７ 整備費協議額算出内訳 

・４－６「算出内訳確認用シート」で算出された結果を書き写す。 

・事業種別（ユニット）・年度ごとに作成する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

例 グループホーム２ユニット・ショートステイを２か年度で整備する場合 

  ○施設種別 共同生活援助 

   ・ユニット１ （初年度・次年度・合計）の３枚 

   ・ユニット２ （初年度・次年度・合計）の３枚 

   ・グループホーム合計 （初年度・次年度・合計）の３枚 

  ○施設種別 短期入所 

   ・ショートステイ（初年度・次年度・合計）の３枚 
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別
紙

3

施
設

種
別

施
設

の
名

称

区
　

　
　

　
分

総
事

業
費

対
象

経
費

の
実

支
出

（
予

定
）
額

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

差
　

　
引

　
　

額
補

助
要

綱
別

表
２

に
定

め
る

補
助

基
準

額

都
補

助
金

基
本

額
都

補
助

金
所

要
額

（
創

設
等

の
別

）
（

Ｂ
－

Ｃ
）

（
Ｄ

＞
Ｅ

→
Ｅ

）
（
Ｄ

≦
Ｅ

→
Ｄ

）
（
F
×

補
助

率
）

Ａ
Ｂ

Ｃ
Ｄ

Ｅ
Ｆ

Ｇ

円
円

円
円

円
円

円

施
設

整
備

（
創

設
）

2
2
,3

5
1
,2

5
8

2
0
,8

4
8
,6

0
6

0
2
0
,8

4
8
,6

0
6

1
8
,8

0
0
,0

0
0

1
8
,8

0
0
,0

0
0

1
6
,4

5
0
,0

0
0

施
設

整
備

（
 消

防
設

備
 ）

2
,2

4
8
,1

8
2

2
,2

4
8
,1

8
2

0
2
,2

4
8
,1

8
2

3
,6

0
0
,0

0
0

2
,2

4
8
,1

8
2

1
,9

6
7
,0

0
0

施
設

整
備

（
重

度
化

等
設

備
 ）

4
,0

4
6
,7

2
7

4
,0

4
6
,7

2
7

0
4
,0

4
6
,7

2
7

4
,8

0
0
,0

0
0

4
,0

4
6
,7

2
7

3
,5

4
0
,0

0
0

施
設

整
備

（
 防

犯
設

備
 ）

4
4
9
,6

3
6

4
4
9
,6

3
6

0
4
4
9
,6

3
6

4
0
0
,0

0
0

4
0
0
,0

0
0

3
5
0
,0

0
0

設
備

整
備

0
0

0
0

0
0

0

合
計

2
9
,0

9
5
,8

0
3

2
7
,5

9
3
,1

5
1

0
2
7
,5

9
3
,1

5
1

2
7
,6

0
0
,0

0
0

2
5
,4

9
4
,9

0
9

2
2
,3

0
7
,0

0
0

１
　

B
欄

に
は

、
総

事
業

費
の

う
ち

、
補

助
対

象
と

な
る

事
業

費
を

計
上

す
る

こ
と

。

２
　

Ｃ
欄

は
、

社
会

福
祉

法
人

等
の

場
合

は
、

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

（
社

会
福

祉
法

人
等

の
場

合
は

、
寄

付
金

を
除

く
。

）
を

記
入

す
る

。

３
　

Ｆ
欄

は
、

Ｄ
欄

と
Ｅ

欄
を

比
較

し
て

ど
ち

ら
か

少
な

い
方

の
額

を
記

入
す

る
。

４
　

Ｇ
欄

は
、

本
則

５
に

定
め

る
補

助
率

に
よ

り
算

定
し

た
額

を
記

入
す

る
。

た
だ

し
、

附
則

６
を

適
用

し
、

補
助

金
所

要
額

を
算

定
す

る
場

合
に

限
り

、
本

則
５
補

助
率

に
よ

り
算

定
し

た
額

に

　
附

則
６
の

（
２
）
に

定
め

る
補

助
率

に
よ

り
算

定
し

た
額

を
加

算
す

る
。

　
　

Ｇ
欄

は
、

１
，

０
０
０
円

未
満

を
切

り
捨

て
る

。

５
　

本
則

２
の

（
２
）
に

よ
り

整
備

を
行

う
場

合
は

、
別

表
２
の

備
考

に
よ

り
算

出
し

、
Ｅ

欄
に

記
入

す
る

。

　
　

Ｇ
欄

は
、

Ｆ
欄

の
額

を
記

入
す

る
。

整
　

備
　

費
　

協
　

議
　

額
　

算
　

出
　

内
　

訳

共
同

生
活

援
助

（
仮

称
）
東

京
ホ

ー
ム

　
・
・
元

年
度

　
ユ

ニ
ッ

ト
１

１
－

１
と

同
じ

施
設

種
別

を
記

載
す

る
。

Ａ
欄

と
Ｂ

欄
は

事
業

費
按

分
表

で
算

出
さ

れ
た

金
額

を
記

入
す

る
。

（
）
内

に
は

、
「
創

設
」
「
改

築
」
「
改

修
」
「
安

全
対

策
」
「大

規
模

修
繕

」
を

記
載

す
る

。

２
か

年
工

事
の

場
合

の
１

か
年

目
は

「
０

」円
と

し
て

く
だ

さ
い

。

Ｆ
欄

の
額

に
補

助
率

を
乗

じ
て

得
た

額
（
1,
00
0
円

未

満
は

切
り

捨
て

）
を

記
載

す
る

。

※
新

設
又

は
定

員
増

の

場
合

は
補

助
率

７
／

８
で

計
算

。

４
－

６
「
算

出
内

訳
確

認
用

シ
ー

ト
」
で

算
出

さ
れ

た
合

計
の

金
額

を
書

き
写

し
て

、
ユ

ニ
ッ

ト
・
事

業
ご

と
に

作
成

し
て

く
だ

さ
い

。
２

か
年

事
業

に
ま

た
が

る
場

合
は

、
年

度
ご

と
に

作
成

し
て

く
だ

さ
い

。

縦
横

の
計

算
に

誤
り

が
な

い
か

必
ず

確
認

し
て

く
だ

さ
い

。



61

 ５ 法人情報関係書類                                  

 

■５－１ 法人概要・沿革・法人設立趣意書等 

・運営する法人の概要及び沿革についての資料（パンフレット可） 

・新設法人については、法人設立趣意書を作成すること。 

 

■５－２ 法人の定款・寄付行為等 

・原本証明を行うこと。 

 

■５－３ 法人登記簿謄本 

・提出日より３か月以内に発行された原本であること。 
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■５－７障害者総合支援法第３６条第３項各号（児童福祉法第２１条の５の１５第２項各号）の規定に

該当しない旨の誓約書及び役員名簿 

・役員等名簿と併せて両面印刷のうえ添付すること 
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※主に重症心身障害児を支援する児童発達支援及び放課後デイサービスの整備の場合は以下の様

式を提出すること。 

 

（表） （参考様式）

　　年　　月　　日　

東京都知事　　殿

申請者 所在地

名　称

代表者 住　所

氏　名 印

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

＊必ず表裏を両面印刷により使用してください。

【児童福祉法第２１条の５の１５第２項各号の規定】（一部要約）

　申請者が都道府県の条例で定める者でないとき。

　当該申請に係る障害児通所支援事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第２１条の５の１８第１項の都道府県の条
例で定める基準を満たしていないとき。

　申請者が、第２１条の５の１８第２項の都道府県の条例で定める指定通所支援の事業の設備及び運営に関する基準に従って
適正な障害児通所支援事業の運営をすることができないと認められるとき。

　申請者が禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

　申請者が、法人でない者で、その管理者が第四号から第六号まで又は第九号から第十二号までのいずれかに該当する者で
あるとき。

　（※）障害者自立支援法、身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、社会福祉法、老人福祉法、
社会福祉士及び介護福祉士法、介護保険法、精神保健福祉士法

　申請者が、第２１条の５の２３第１項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があつた
日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第２１条の５の１９第２項 の規定による事業の廃止の届
出をした者で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。

 　申請者が、第２１条の５の２１第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日までの間に第２１条の５の１９第２項
の規定による事業の廃止の届出をした者で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

　第９号に規定する期間内に第２１条の５の１９第２項の規定による事業の廃止の届出があつた場合において、申請者が、同号
の通知の日前６０日以内に当該事業の廃止の届出に係る法人の役員等又は当該届出に係る法人でない者の管理者であつた
者で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
　申請者が、指定の申請前５年以内に障害児通所支援に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

　申請者が、労働に関する法律の規定であつて政令で定めるもの(※)により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執
行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

　(※)労働基準法、最低賃金法、賃金の支払の確保等に関する法律

　申請者と密接な関係を有する者が、第２１条の５の２３第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年
を経過していないとき。

（削除）

　申請者が、第２１条の５の２３第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者であると
き。

児童福祉法第２１条の５の１５第２項各号の規定に該当しない旨の誓約書

　当法人（裏面に記載する役員等を含む。）は、下記に掲げる児童福祉法第２１条の５の１５第２項各号の規定のいずれ
にも該当しないことを誓約します。

記

　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの（※）の規定により罰金の刑に処
せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

　申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から第六号まで又は第九号から前号までのいずれかに該当する者のあるもの
であるとき。

５の
２
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■５－８ 誓約書 

 

 

■５－９ 印鑑登録証明書 

・提出日より３か月以内に発行された原本であること。 

別紙5

東 京 都 知 事　　殿


法人所在地

法人名

代表者名 印

　東京都障害者通所施設等整備費補助要綱６の規定に基づく補助金等の交付の協議を行うに当たり、

当該申請により補助金等の交付を受けようとする者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は

使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が東京都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴

力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」と

いう。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないこと、及び脱税その他不正の目的で障害福祉

サービス事業等を経営しないことをここに誓約いたします。

　また、この誓約に違反又は相違があり、補助条件１０（２）の規定により補助金等の交付の決定の取消

しを受けた場合において、補助条件１１（１）の規定に基づき返還を命じられたときは、これに異議なく応

じることを誓約いたします。

　あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会が

なされることに同意いたします。

　　年　　月　　日

誓　約　書
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 ６ 資金調達関係書類                                  

 

■６－２ 残高証明書 

・新設法人以外は必ず添付すること（法人自己資金の確認のため）。 

・金融機関から発行を受けた預金の残高証明書原本であること。 

・第１期協議の場合は、２０２１年４月１日現在の残高証明であること。 

・第２期協議の場合は、２０２１年８月１日現在の残高証明であること。 

 

■６－３ 寄付確約書 

・施設整備、運営費、償還金等において補助を受ける場合は添付すること。 

・社会福祉法人以外は当該整備を目的として寄付を受けた場合、補助対象経費から控除される場合があ

る。（４－６「算出内訳確認用シート」） 

・この確約書に記載している金額が贈与されることを前提に審査するので、贈与が確実な場合に作成す

ること。なお、「障害者通所施設等整備費補助事業として決定された場合」の条件付きでも可。 

・贈与が不明確な場合は作成しないこと。法人自己資金等で対応する前提で審査を行う。 

 

■６－４ 区市町村補助予定通知（確約書） 

・施設整備、運転資金、償還金等において補助を受ける場合は添付すること。 

・区市町村から補助予定通知書（確約書）を得られない場合は、原則、区市町村補助によらず、法人自

己資金等で対応する前提で審査を行う。 
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■６－５ 借入金償還計画 

・借入金がある場合に作成する。 

・年数が長期間になる場合は、行数を増やして返済が完了する年度まで記載する。 

 

別紙7

借入の相手方

1

2

3

4

5

6

7

8

計

　上記のとおりと相違ないことを確認します。

印

6,000,000 320,736 6,320,736 6,320,736

790,092

6,320,736

790,092

750,000 40,092

750,000 40,092 790,092 790,092

750,000 40,092 790,092 790,092

790,092

750,000 40,092 790,092 790,092 790,092

790,092

750,000 40,092 790,092 790,092 790,092

790,092

合計

790,092

元金

償還額

750,000 40,092 790,092 790,092

利息 合計
自立支援給

付費

充当財源別金額

借　　入　　金　　償　　還　　計　　画

750,000 40,092 790,092 790,092

年
次

750,000 40,092 790,092

790,092

代 表 者 職 氏 名

法 人 名

○○　　年　　月　　日

790,092

790,092

金融機関・支店名等借入の相手方を記載す
る。（借入先が複数ある場合は、借入先ごと
の借入金償還計画を提出すること）

各年次における「償
還額」及び「充当財
源別金額」の合計欄
を一致させる。

償還に当てる財源（「家賃」や「自立
支援給付費」等）を記載する。
※グループホームの場合、家賃につ
いては、極力低価格に設定してくだ
さい。また、家賃で償還する場合は、
必要以上に借入期間を短くし、その
分家賃に転嫁することがないように
してください。

借入先から借りる額（総額）と等しくなるよう記載する。

借入先に返す額（総額）と等しくなるよう記載する。

縦横の計算に誤りがないか必ず確認してください。

今回の整備にあたって借入
する償還計画を記載する。
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■６－６ 累積借入金償還計画表 

・他施設の整備による借入も含めて、既存借入金すべての償還計画を提出する。 

 

別
紙

8

○
ペ

ー
ジ

／
○

ペ
ー

ジ

（単
位

：円
）

借
入

先

借
入

目
的

借
入

金
額

2,
00

0
千

円
利

息
10

7
千

円
2,

00
0

千
円

利
息

10
7

千
円

2,
00

0
千

円
利

息
10

7
千

円
63

21
千

円

借
入

期
間

元
金

　
a

利
息

 b
給

付
費

元
金

 c
利

息
 d

元
金

 e
利

息
 f

1
2
0
2
0

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
26

3,
36

4
26

3,
36

4
25

0,
00

0
13

,3
64

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
79

0,
09

2

2
2
0
2
1

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
26

3,
36

4
26

3,
36

4
25

0,
00

0
13

,3
64

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
79

0,
09

2

3
2
0
2
2

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
26

3,
36

4
26

3,
36

4
25

0,
00

0
13

,3
64

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
79

0,
09

2

4
2
0
2
3

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
26

3,
36

4
26

3,
36

4
25

0,
00

0
13

,3
64

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
79

0,
09

2

5
2
0
2
4

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
26

3,
36

4
26

3,
36

4
25

0,
00

0
13

,3
64

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
79

0,
09

2

6
2
0
2
5

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
26

3,
36

4
26

3,
36

4
25

0,
00

0
13

,3
64

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
79

0,
09

2

7
2
0
2
6

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
26

3,
36

4
26

3,
36

4
25

0,
00

0
13

,3
64

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
79

0,
09

2

8
2
0
2
7

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
26

3,
36

4
26

3,
36

4
25

0,
00

0
13

,3
64

26
3,

36
4

25
0,

00
0

13
,3

64
79

0,
09

2

9
0

0
0

0

1
0

0
0

0
0

1
1

0
0

0
0

1
2

0
0

0
0

1
3

0
0

0
0

1
4

0
0

0
0

1
5

0
0

0
0

1
6

0
0

0
0

1
7

0
0

0
0

1
8

0
0

0
0

1
9

0
0

0
0

2
0

0
0

0
0

2
1

0
0

0
0

2
2

0
0

0
0

2
3

0
0

0
0

2
4

0
0

0
0

2
5

0
0

0
0

2,
10

6,
91

2
2,

00
0,

00
0

10
6,

91
2

2,
10

6,
91

2
0

2,
10

6,
91

2
2,

00
0,

00
0

10
6,

91
2

0
0

2,
10

6,
91

2
2,

00
0,

00
0

10
6,

91
2

0
0

6,
32

0,
73

6

※
必

要
に

応
じ

て
行

の
追

加
・
削

除
等

を
し

て
く

だ
さ

い
。

返
済

額
　

Ｃ
(e

+
f)

返
済

額
計

（
Ａ

＋
Ｂ

＋
Ｃ

）

合
計

償
還

財
源

償
還

財
源

返
済

年
数

償
還

財
源

年
次

東
京

都
銀

行

（仮
）東

京
ホ

ー
ム

（ユ
ニ

ッ
ト

１
）施

設
整

備

8
年

間

返
済

額
　

Ａ
（
a+

b）
返

済
額

　
Ｂ

(c
+
d)

累
積

借
入

金
償

還
計

画
表

8
年

間

東
京

都
銀

行
東

京
都

銀
行

（仮
）東

京
ホ

ー
ム

（相
談

支
援

）施
設

整
備

合
　

計

8
年

間

（仮
）東

京
ホ

ー
ム

（ユ
ニ

ッ
ト

２
）施

設
整

備

既
存

借
入

金
す

べ
て

の
償

還
計

画
を

提
出

す
る

。
金

融
機

関
・支

店
名

等
借

入
の

相
手

方
を

記
載

す
る

。

借
入

の
開

始
か

ら
終

了
ま

で
の

期
間

を
記

載
す

る
。

（例
：平

成
○

○
年

○
月

～
平

成
▲

▲
年

▲
月

）

借
入

金
額

及
び

利
息

を
一

致
さ

せ
る

。

補
助

協
議

申
請

時
点

か
ら

記
載

す
る

。
数

値
を

一
致

さ
せ

る
。

補
助

協
議

申
請

時
点

の
お

け
る

借
入

残
額

（利
息

も
同

様
。

）を
記

載
す

る
。

縦
横

の
計

算
に

誤
り

が
な

い
か

必
ず

確
認

し
て

く
だ

さ
い

。
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■６－７ 収支シミュレーション 

・施設整備費用は含めない。 

・１年目から１２ヶ月単位で作成すること 

・千円単位で計上すること（千円未満は四捨五入） 

・１年目の年間事業費（支出計 Ｂ）の２／１２以上の運営資金が確保されていること 

（障害福祉サービス事業の場合、利用者当該サービスを提供してから２ヵ月後に給付費収入が入るため） 

・「当期収支差額 Ｃ」が黒字になっていること（１年目を除く。） 

 

別
紙

9

施
設

等
の

名
称

：
（
仮

）
東

京
ホ

ー
ム

（
ユ

ニ
ッ

ト
１

）
施

設
等

の
種

別
：
共

同
生

活
援

助
（
定

員
　

　
　

　
６

名
）

（
単

位
：
千

円
）

１
年

目
２

年
目

３
年

目
４

年
目

５
年

目
６

年
目

７
年

目
８

年
目

９
年

目
１

０
年

目

7
月

～
6
月

7
月

～
6
月

7
月

～
6
月

7
月

～
6
月

7
月

～
6
月

7
月

～
6
月

7
月

～
6
月

7
月

～
6
月

7
月

～
6
月

7
月

～
6
月

稼
動

率
（
％

）
1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

【
収

　
入

】

給
付

費
等

1
5
,5

00
1
5
,5

00
1
5
,5

00
1
5
,5

00
1
5
,5

00
1
5
,5

00
1
5
,5

00
1
5
,5

00
1
5
,5

00
1
5
,5

00
国

保
連

請
求

、
都

加
算

等

利
用

者
負

担
金

収
入

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

そ
の

他

収
 入

 計
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

Ａ
2
0
,5

00
2
0
,5

00
2
0
,5

00
2
0
,5

00
2
0
,5

00
2
0
,5

00
2
0
,5

00
2
0
,5

00
2
0
,5

00
2
0
,5

00

【
支

　
出

】

人
件

費
1
3
,0

00
1
3
,0

00
1
3
,0

00
1
3
,3

00
1
3
,3

00
1
3
,3

00
1
3
,3

00
1
3
,5

00
1
3
,5

00
1
3
,5

00

事
務

費
1
,2

0
0

8
0
0

8
0
0

8
0
0

8
0
0

8
0
0

8
0
0

8
0
0

8
0
0

1
,7

0
0

事
業

費
5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

借
入

金
償

還
（
元

金
・
利

息
）

2
6
3

2
6
3

2
6
3

2
6
3

2
6
3

2
6
3

2
6
3

2
6
3

2
6
3

2
6
3

そ
の

他

支
 出

 計
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

Ｂ
1
9
,4

63
1
9
,0

63
1
9
,0

63
1
9
,3

63
1
9
,3

63
1
9
,3

63
1
9
,3

63
1
9
,5

63
1
9
,5

63
2
0
,4

63

当
期

活
動

収
支

差
額

　
Ｃ

＝
Ａ

－
Ｂ

1
,0

3
7

1
,4

3
7

1
,4

3
7

1
,1

3
7

1
,1

3
7

1
,1

3
7

1
,1

3
7

9
3
7

9
3
7

3
7

前
年

度
繰

越
　

　
　

　
  
 Ｄ

0
1
,0

3
7

2
,4

7
4

3
,9

1
1

5
,0

4
8

6
,1

8
5

7
,3

2
2

8
,4

5
9

9
,3

9
6

1
0
,3

33

翌
年

度
繰

越
金

　
　

　
　

Ｅ
＝

Ｃ
＋

Ｄ
1
,0

3
7

2
,4

7
4

3
,9

1
1

5
,0

4
8

6
,1

8
5

7
,3

2
2

8
,4

5
9

9
,3

9
6

1
0
,3

33
1
0
,3

70

【
注

　
意

】
　

 ・
施

設
整

備
費

用
は

含
め

な
い

。

　
　

　
　

 　
　

・
１

年
目

か
ら

１
２

ヶ
月

単
位

で
作

成
す

る
こ

と

　
　

　
　

　
　

 ・
千

円
単

位
で

計
上

す
る

こ
と

（
千

円
未

満
は

四
捨

五
入

）

　
　

　
　

　
 　

・
１

年
目

の
年

間
事

業
費

（
支

出
計

 Ｂ
）
の

２
／

１
２

以
上

の
運

営
資

金
が

確
保

さ
れ

て
い

る
こ

と

　
　

　
　

　
　

 　
（
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
の

場
合

、
利

用
者

当
該

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
し

て
か

ら
２

ヵ
月

後
に

給
付

費
収

入
が

入
る

た
め

）

　
　

　
　

　
　

 ・
「
当

期
収

支
差

額
 Ｃ

」
が

黒
字

に
な

っ
て

い
る

こ
と

（
１

年
目

を
除

く
。

）

賃
借

料
、

食
費

、
光

熱
水

費
、

日
用

品
費

等

収
支

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

項
　

　
　

　
　

目

修
繕

費
、

事
務

費
等

、
大

規
模

修
繕

費

稼
動

年
月

備
　

　
　

　
　

考

家
賃

（
Ｇ

Ｈ
の

み
）
、

食
費

、
光

熱
水

費
、

日
用

品
費

等

1
-
1
と

同
じ

施
設

名
を

記
載

す
る

。
1
-
1と

同
じ

施
設

種
別

を
記

載
す

る
。

縦
横

の
計

算
に

誤
り

が
な

い
か

必
ず

確
認

し
て

く
だ

さ
い

。

算
出

に
あ

た
っ

て
は

、
稼

働
率

も
加

味
す

る
な

ど
現

実
的

な
数

値
と

し
て

く
だ

さ
い

。

必
要

に
応

じ
て

備
考

欄
を

書
き

換
え

て
く
だ

さ
い

。
（
記

載
例

は
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

に
つ

い
て

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
）

２
か

月
分

の
運

営
費

1
9
,4

6
3
千

円
×

2
/
1
2
≒

3
,3

0
0
千

円
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■（６－７根拠資料）人件費算出シート 

・収支シミュレーションの根拠となる。 

・「人件費算出シート」の提出を原則とするが、法人独自の様式の提出も可とする。 

（「人件費算出シート」の内容が網羅されていること。） 

 

人
件

費
算

出
シ

ー
ト

通
勤

手
当

扶
養

手
当

住
宅

手
当

管
理

職
手

当
資

格
手

当
夜

勤
・
宿

直
手

当
諸

手
当

合
計

C

1
管

理
者

サ
ー

ビ
ス

管
理

責
任

者
常

勤
40

2
3
0,

0
0
0

2
,7

6
0,

0
0
0

1
0
,0

0
0

5
,0

0
0

2
0
,0

0
0

5
0
,0

0
0

5
,0

0
0

1
5
,0

0
0

1
0
5,

0
0
0

1
,2

6
0,

0
0
0

3
3
5,

0
0
0

4
,0

2
0,

0
0
0

7
3
6,

0
0
0

4
,7

5
6,

0
0
0

1
3
3,

5
0
0

6
4
0,

0
0
0

5
,5

2
9,

5
0
0

2
世

話
人

A
常

勤
40

1
7
0,

0
0
0

2
,0

4
0,

0
0
0

1
0
,0

0
0

0
0

0
5
,0

0
0

8
5
,0

0
0

1
0
0,

0
0
0

1
,2

0
0,

0
0
0

2
7
0,

0
0
0

3
,2

4
0,

0
0
0

5
4
4,

0
0
0

3
,7

8
4,

0
0
0

1
3
3,

5
0
0

5
4
0,

0
0
0

4
,4

5
7,

5
0
0

3
世

話
人

B
常

勤
40

1
7
0,

0
0
0

2
,0

4
0,

0
0
0

1
0
,0

0
0

5
,0

0
0

2
0
,0

0
0

0
5
,0

0
0

8
5
,0

0
0

1
2
5,

0
0
0

1
,5

0
0,

0
0
0

2
9
5,

0
0
0

3
,5

4
0,

0
0
0

5
4
4,

0
0
0

4
,0

8
4,

0
0
0

1
3
3,

5
0
0

5
4
0,

0
0
0

4
,7

5
7,

5
0
0

4
世

話
人

C
非

常
勤

12
1
,1

0
0

5
2
,8

0
0

6
3
3,

6
0
0

5
,0

0
0

0
0

0
2
,0

0
0

6
,0

0
0

1
3
,0

0
0

1
5
6,

0
0
0

6
5
,8

0
0

7
8
9,

6
0
0

0
7
8
9,

6
0
0

0
2
,0

0
0

7
9
1,

6
0
0

5
生

活
支

援
員

A
非

常
勤

12
1
,1

0
0

5
2
,8

0
0

6
3
3,

6
0
0

5
,0

0
0

0
0

0
2
,0

0
0

6
,0

0
0

1
3
,0

0
0

1
5
6,

0
0
0

6
5
,8

0
0

7
8
9,

6
0
0

0
7
8
9,

6
0
0

0
2
,0

0
0

7
9
1,

6
0
0

6
生

活
支

援
員

B
非

常
勤

16
1
,1

0
0

7
0
,4

0
0

8
4
4,

8
0
0

5
,0

0
0

0
0

0
2
,0

0
0

1
2
,0

0
0

1
9
,0

0
0

2
2
8,

0
0
0

8
9
,4

0
0

1
,0

7
2,

8
0
0

0
1
,0

7
2,

8
0
0

0
2
,0

0
0

1
,0

7
4,

8
0
0

7
生

活
支

援
員

C
非

常
勤

16
1
,2

0
0

7
6
,8

0
0

9
2
1,

6
0
0

5
,0

0
0

0
0

0
2
,0

0
0

4
4
,0

0
0

5
1
,0

0
0

6
1
2,

0
0
0

1
2
7,

8
0
0

1
,5

3
3,

6
0
0

0
1
,5

3
3,

6
0
0

0
4
,0

0
0

1
,5

3
7,

6
0
0

8
夜

勤
支

援
職

員
非

常
勤

7
0

0
0

3
,0

0
0

0
0

0
0

5
6
,0

0
0

5
9
,0

0
0

7
0
8,

0
0
0

5
9
,0

0
0

7
0
8,

0
0
0

0
7
0
8,

0
0
0

0
3
,0

0
0

7
1
1,

0
0
0

1
日

7
時

間
勤

務
日

給
1
4
,0

0
0
円

1
9
,6

5
1
,1

0
0

基
本

給
【
月

額
】

A

施
設

等
の

名
称

（
仮

）
東

京
ホ

ー
ム

サ
ー

ビ
ス

種
別

共
同

生
活

援
助

・
短

期
入

所

職
種

区
分

週
あ

た
り

の
勤

務
時

間
数

時
間

給

年
間

人
件

費
総

額

備
考

欄
俸

給
年

額
B

諸
手

当
【
月

額
】

諸
手

当
【
年

額
】

D

月
合

計
（
A

+
C

）
E

年
間

給
与

F

賞
与

【
年

額
】

G

※
こ

ち
ら

の
資

料
は

あ
く

ま
で

記
入

例
で

す
。

資
料

作
成

の
際

は
、

法
人

内
で

十
分

に
検

討
し

た
う

え
で

作
成

し
て

く
だ

さ
い

。

合
計

額
給

与
+
賞

与
（
F
+
G

）
H

退
職

金
共

済
掛

金
I

法
定

福
利

費
（
法

人
負

担
分

） J

年
間

総
支

給
額

（
H

+
I+

J
）

職
種

及
び

職
員

数
に

つ
い

て
は

、
職

員
配

置
状

況
確

認
調

査
票

と
整

合
が

と
れ

る
よ

う
に

す
る

こ
と

通
勤

手
当

等
、

事
業

所
の

給
与

体
系

に
合

わ
せ

て
手

当
を

記
載

す
る

こ
と

。
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■（６－７根拠資料）収入・支出計算シート 

・収支シミュレーションの根拠となる。 

・整備する種別（サービス）ごとに作成すること。 

・介護給付費収入の積算資料も併せて提出すること（共同生活援助は「報酬概算シート」を提出する。） 

・共同生活援助と短期入所の両方を整備する場合には合算のシート（次ページ参照）を作成すること。 

 

収
入

・
支

出
計

算
シ

ー
ト

サ
ー

ビ
ス

種
別

収
入

月
年

(1
2
か

月
)

介
護

給
付

費
収

入
¥
2
,8

6
2
,0

0
0

¥
3
4
,3

4
4
,0

0
0

利
用

者
負

担
金

収
入

¥
5
7
7
,5

0
0

¥
6
,9

3
0
,0

0
0

¥
3
,4

3
9
,5

0
0

¥
4
1
,2

7
4
,0

0
0

支
出

月
年

(1
2
か

月
)

合
計

¥
1
,6

3
7
,5

9
2

¥
1
9
,6

5
1
,1

0
0

単
価

回
数

小
計

職
員

給
与

等
¥
1
,6

3
7
,5

9
2

¥
1
9
,6

5
1
,1

0
0

朝
¥
3
0
0

3
1

¥
9
,3

0
0

合
計

¥
1
9
8
,5

5
0

¥
2
,3

8
2
,6

0
0

昼
¥
4
0
0

9
¥
3
,6

0
0

旅
費

交
通

費
¥
9
6
,2

5
0

¥
1
,1

5
5
,0

0
0

夜
¥
6
0
0

3
1

¥
1
8
,6

0
0

事
務

消
耗

品
費

¥
4
,3

0
0

¥
5
1
,6

0
0

¥
3
1
,5

0
0

通
信

運
搬

費
¥
1
3
,0

0
0

¥
1
5
6
,0

0
0

雑
費

¥
8
5
,0

0
0

¥
1
,0

2
0
,0

0
0

¥
0

¥
0

¥
0

合
計

¥
3
1
6
,5

0
0

¥
3
,7

9
8
,0

0
0

給
食

費
(食

費
相

当
額

)
¥
2
2
0
,5

0
0

¥
2
,6

4
6
,0

0
0

水
道

光
熱

費
(実

費
相

当
額

)
¥
6
3
,0

0
0

¥
7
5
6
,0

0
0

日
用

品
費

(実
費

相
当

額
)

¥
2
8
,0

0
0

¥
3
3
6
,0

0
0

材
料

費
（
実

費
相

当
額

）
¥

0
¥

0

そ
の

他
（
実

費
相

当
額

）
¥

0
¥

0
電

気
ガ

ス
水

道
月

額
計

修
繕

費
(日

々
の

修
繕

費
用

)
¥
5
,0

0
0

¥
6
0
,0

0
0

¥
3
,0

0
0

¥
3
,0

0
0

¥
3
,0

0
0

¥
9
,0

0
0

¥
2
,1

5
2
,6

4
2

¥
2
5
,8

3
1
,7

0
0

共
同

生
活

援
助

食
費

【
月

単
位

】

■
収

入
・
支

出
計

算
シ

ー
ト

作
成

要
領

・
青

色
欄

は
数

式
が

入
力

さ
れ

て
い

ま
す

。
・
「
利

用
者

負
担

金
収

入
」
欄

は
シ

ー
ト

右
側

の
「
一

月
あ

た
り

に
要

す
る

利
用

者
一

人
分

の
「
利

用
者

負
担

金
収

入
」
の

算
定

」
を

入
力

す
る

と
定

員
分

の
合

計
額

が
反

映
さ

れ
ま

す
。

・
家

賃
、

介
護

給
付

費
、

人
件

費
は

根
拠

資
料

の
添

付
も

お
願

い
し

ま
す

。
【
介

護
給

付
費

収
入

⇒
報

酬
概

算
シ

ー
ト

等
を

添
付

／
人

件
費

⇒
人

件
費

算
出

シ
ー

ト
等

を
添

付
】

・
共

同
生

活
援

助
・
短

期
入

所
事

業
所

併
設

の
場

合
に

は
、

合
算

版
の

収
入

・
支

出
計

算
シ

ー
ト

も
作

成
し

て
く
だ

さ
い

。
・
事

務
費

の
項

目
に

つ
い

て
は

、
法

人
内

で
の

事
務

費
（
新

設
法

人
の

場
合

は
、

法
人

内
で

想
定

し
て

い
る

事
務

費
）
に

合
わ

せ
て

項
目

を
作

成
し

、
項

目
欄

が
足

り
な

け
れ

ば
、

空
欄

を
使

用
し

て
く
だ

さ
い

。
・
各

根
拠

資
料

と
収

入
・
支

出
計

算
シ

ー
ト

と
で

整
合

が
取

れ
て

い
る

か
必

ず
確

認
し

て
く
だ

さ
い

。
・
追

加
で

東
京

都
よ

り
根

拠
資

料
の

提
出

を
求

め
ら

れ
る

事
も

あ
り

ま
す

。
そ

の
際

は
、

根
拠

資
料

提
出

の
ご

協
力

を
お

願
い

し
ま

す
。

国
保

連
・
都

加
算

等

実
費

相
当

分
徴

収
額

支
出

計

事
業

費

月
額

　
計

定
員

数
（
人

）
7

月
額

¥
4
,0

0
0

日
用

品
費

¥
3
8
,0

0
0

家
賃

設
定

根
拠

資
料

参
照

家
賃

（
Ｇ

H
の

み
）

月
額

※
こ

ち
ら

の
資

料
は

あ
く

ま
で

記
入

例
で

す
。

資
料

作
成

の
際

は
、

法
人

内
で

十
分

に
検

討
し

た
う

え
で

作
成

し
て

く
だ

さ
い

。

¥
8
2
,5

0
0

1
人

分
の

利
用

者
負

担
金

月
額

（
合

計
）

収
入

計

注
）
「
人

件
費

＋
事

務
費

」
は

「
介

護
給

付
費

収
入

」
額

の
範

囲
内

で
賄

わ
れ

る
こ

と
。

　
　

（
「
利

用
者

負
担

金
収

入
」
を

人
件

費
・
事

務
費

に
充

て
る

こ
と

は
で

き
ま

せ
ん

。
）

人
件

費

事
務

費

月
額

¥
0

水
道

光
熱

費

創
作

的
活

動
に

係
る

材
料

費

そ
の

他
（
　

　
　

　
　

　
  
　

　
　

）
月

額

¥
0

一
月

当
た

り
に

要
す

る
利

用
者
1
人

分
の

「利
用

者
負

担
金

収
入

」
の

算
定

（
毎

月
定

額
を

徴
収

す
る

も
の

）

左
事

務
費

支
出

項
目

に
つ

い
て

は
あ

く
ま

で
参

考
例

。
事

務
費

支
出

項
目

に
つ

い
て

は
、

法
人

内
で

の
事

務
費

（
新

設
法

人
の

場
合

は
、

法
人

内
で

想
定

し
て

い
る

事
務

費
）
に

合
わ

せ
て

項
目

を
作

成
し

、
項

目
欄

が
足

り
な

け
れ

ば
、

欄
を

書
き

足
す

こ
と

。

人
件

費
の

根
拠

資
料

【
人

件
費

算
出

シ
ー

ト
】
等

の
年

間
の

人
件

費
を

入
力

Ｇ
Ｈ
・
Ｓ
Ｓ
で
徴
収

す
る
場
合

生
活
介
護
で
徴
収

す
る
場
合

必
要
に
応
じ
て

追
加
記
載

利
用
者
か
ら
の
徴
収

が
適
切
な
も
の
で
あ

る
こ
と
に
注
意

介
護
給
付
費
収
入
の
額

は
根
拠
資
料
（
Ｇ
Ｈ
の

場
合
は
「
報
酬
概
算

シ
ー
ト
」
）
と
整
合
し

て
い
る
こ
と
。

Ｇ
Ｈ
は
今
回
整
備
す
る
全
ユ
ニ
ッ
ト
の
合
計
数
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※共同生活援助・短期入所をともに整備する場合に提出 

 

■（６－７根拠資料・共同生活援助の場合）報酬概算シート〈都地域生活支援課作成のもの〉 

・共同生活援助を整備する場合に「介護給付費収入の積算資料」として提出すること。 

・必要事項を入力し、「報酬概算」「事業者情報」「夜間算定シート」及び入力したユニットの各シートを

提出すること。 

・日中サービス支援型には対応していないので、該当する場合は都担当者に相談すること。 

・ホームページ「障害者サービス情報」（http://www.shougaifukushi.metro.tokyo.jp/）からダウンロードする。 

 「書式ライブラリー」＞「Ａ【共同生活援助（グループホーム）】指定申請書・変更届等」＞ 

「４ グループホーム説明会資料」＞「報酬算定シート（Ｒ１.１０増税対応 ver）」 

（報酬概算シート表紙） 

 

収入・支出計算シート（共同生活援助・短期入所合算版）

収入 月 年(12か月)

介護給付費収入 国保連・都加算 ¥0

利用者負担金収入 実費相当分徴収額 ¥0

¥0 ¥0

支出 月 年(12か月)

合計 ¥0 ¥0

職員給与等 ¥0

合計 ¥0 ¥0

旅費交通費 ¥0

事務消耗品費 ¥0

通信運搬費 ¥0

雑費 ¥0

¥0

¥0

¥0

合計 ¥0 ¥0

給食費(食費相当額) ¥0

水道光熱費(実費相当額) ¥0

日用品費(実費相当額) ¥0

¥0

¥0 ¥0

事務費

支出計

収入計

人件費

事業費

【報酬概算シートの作成手順概要】

　以下の①から③までの手順で各シートに入力していくと、「報酬概算」シートに当該事業所の報酬概算が算出されます。

　　①　「事業所情報」シートを開き、事業所の情報を全て入力してください。
　　　　（大規模住居等減算以外の減算についてはあらかじめ「該当無」が入力されています。該当がある場合は入力し直してください。）

　　②「ユニット○」シートを開いて、利用者ごとの情報（算定回数）を入力してください。
　　　 なお、大規模住居等減算対象のユニットの利用者は、大規模ユニット用のシートに入力してください。

　　③「夜間部分」シートを開いて、夜間支援等体制加算（国費）の算定回数と都夜間加算の都基準日数を入力してください。

　　

【留意事項】

　　・日中サービス支援型や大規模住居等減算（２１人以上）には対応していません。必要な場合は都にご連絡ください。

　　・上記の手順に沿って作成してください。それぞれのシートが正しく入力されていないと、正しく自動計算が行われません。

　　・通過型加算及び精神科医療連携体制加算は、要件を満たした上で事前に都に届出が必要です。
　　　※毎月15日締め切り（都に必着）で翌月1日から算定可

報 酬 概 算 シ ー ト の 使 い 方 に つ い て
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７ 設備整備補助金計算関係書類                         

 

■７－１ 備品一覧表 

・税抜 10 万円以上のものが対象となることに注意すること。 

・「○」欄にそれぞれ「○」をつけ、添付していることを確認する。 

・行が不足する場合は行を追加する。 
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額
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額
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。
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■７－２ 備品見積書（写し）
・販売業者が発行した見積書で印があること。
・インターネット通販の画面プリントアウトだけでは「見積書」とはみなさないので注意す
ること。

■７－３ 備品カタログ等
・カタログについては、インターネット画面のプリントアウトでも可。
・対象となる物品に対して、蛍光マーカー等にて印をつけること。

予定価格が１６０万円を超える場合は競争入札

予定価格が160万円以下の場合、見積もり合わせ(随意契約)

３０万円以上８０万円以下 3者以上
８０万円超１６０万円以下 4者以上

30万円未満の補助金の対象となる設備については、各法人における経理規定を
遵守した契約

■７－４ 物品等買い入れ契約
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 ８ その他関係書類                               

 

■８－２ 関係機関一覧表 

・東京都福祉保健局障害者施策推進部以外の部署や関係機関との事前協議（調整や相談等含む。）を記載

する。 

・必ず担当者名と連絡先を記載する。（都から連絡する場合がある）。 

・区市の福祉課、建築主事、消防署との調整は必ず行ってください。 

 

（参考様式）

関係機関 部署名 担当者（連絡先） （事前）協議内容 協議年月日

R1.8.5
R1.12.5
R2.3.14

※必要に応じて、行の追加等をしてください。

東京　太郎
（０３－××××
　　　　　－◇◇◇◇）

建築確認関係、区まちづく
り条例関係
（指導内容）
・○○○
・○○○

1

（例） ○○区 △△部◆◆課●●係

3

4

5

関係機関一覧表

6

2

補助協議にあたって、東京都福祉保健
局障害者施策推進部以外の部署や関
係機関との事前協議（調整や相談等含
む。）状況について、（例）を参考に記載
してください。
都から確認のご連絡をさせていただく
場合がありますので、必ず担当者名と
連絡先を記載してください。
区市の福祉課、建築主事、消防署との
調整は必ず行ってください。
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10 補助要綱等関係規定について

本事業の関係規定（本事業の根拠である「障害者通所施設等整備費補助要綱」及び審
査会において採択の判断基準とされる「障害者通所施設等整備費補助対象法人審査委
員会設置要領」別紙１「法人審査基準」、別紙２「設備審査基準」）です。必ず、補助協議
前に上記関係規定を一読し、不明な点があれば都に問い合わせてください。

（参考）障害者通所施設等整備費補助要綱のポイント

主なポイント 内 容 参照

本

文

補助事業者の制限
暴力団及び法人その他の団体の代表者又は役員又は使用人

その他の従業者若しくは構成員に暴力団等に該当する者があ
る団体には、補助金の交付の対象外です。

4

平成30年度から令
和2年度までに着工
した事業に係る特
例措置

事業所の新規開設又は定員増を目的として行う整備で、かつ
令和2年度までに着工した案件が特別助成（社会福祉法人や特
定非営利活動法人であれば補助率７／８）の対象です。

附則8

別
表
１

施設整備及び設備
整備基準 創設・改
築・改修

各整備メニューの定義は別表１のとおりです。

1

施設整備及び設備
整備基準 共通条
件

土地や建物に抵当権が設定されている場合は、原則補助対
象外です。（自己所有の土地・建物の場合、例外規定あり）

その他
本事業を活用しグループホームを開設する場合は、家賃、光

熱水費、食材料費等利用者に負担を求める費用は、極力低価
格に設定してください。

3

補
助
条
件

承認事項

原則、補助協議後の変更は認められませんが、やむを得ない
事情により変更が生じる場合は、必ず、事前に都に連絡をしてく
ださい。（事前の連絡なく変更があった場合、補助取消しの可能
性もあります。）

2

決定の取消し

虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき、補
助金交付の目的が達成されないことが明らかになったときなど
の場合は、補助取消しとなる可能性があります。（補助取消しに
係る規定については、事業開始後も適用されますので注意して
ください。）

11

財産処分の制限等

「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分
制限期間」（平成２０年厚生労働省告示第３８４号)に定める期間
（賃借している建物を改修する場合は１０年間）を経過するまで、
知事の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使
用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはいけませ
ん。基本的には、当該財産処分制限期間は、事業を継続してく
ださい。

16

補助事業に係る契
約（２）

工事請負業者については、都が行う契約手続きの取扱いに準
じ、入札により決定してください。

21

契約の相手方等か
らの資金提供の禁
止

契約の相手方及びその関係者から寄付金等資金の提供を受
けてはなりません。

22

（参考）障害者通所施設等整備費補助要綱のポイント
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障害者通所施設等整備費補助要綱 

 

１ 目 的 

この要綱は、障害者の地域における居住の場又は日中活動の場の整備及び特別支援学校卒後対策

の一環として、社会福祉法人その他の者が設置する障害者通所施設等の施設整備等に要する経費を、

設置者等に対して、東京都が予算の範囲内で補助するために必要な事項を定め、もって障害者の地

域での自立生活の促進及び特別支援学校卒業者の進路の拡大を図るとともに、障害者の福祉の向上

を図ることを目的とする。 

 

２ 補助対象事業 

（１）この補助は、次の各号の事業の対象者のうち、社会福祉法人、医療法人、一般社団法人、一般財団法

人及び特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）に定める特定非営利活動法人（以下「社会福祉

法人等」という。）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）に基づく共同生活援助を行う社会福祉法人等以外の

法人（以下「民間企業等」という。）並びに区市町村が次の各号の事業（区市町村については、オに掲

げる事業に限る。）に供するため設置する施設等の創設、改築、改修、安全対策工事及び設備整備に係

る事業であって、別表１の要件を満たすものに対して行う。ただし、障害者（児）施設整備費補助要綱

の対象となる事業は除く。 

ア 障害者総合支援法第５条第７項に規定する生活介護、第１２項に規定する自立訓練、第１３項に規

定する就労移行支援及び第１４項に規定する就労継続支援に係る事業（ただし、主たる事業所の新規

開設又は従たる事業所等の新規設置に伴う定員増を目的とした、賃借している既存建物の改修工事又

は大規模修繕工事（一定年数を経過して使用に耐えなくなり、改修が必要となった指導室、作業室の

改修工事又は利用者の高齢化、障害の重度化等への対応のための改修工事）） 

イ 障害者総合支援法第５条第１７項に規定する共同生活援助に係る事業 

ウ 障害者施策推進区市町村包括補助事業実施要綱（平成１９年３月３０日付１８福保障在第１７５１

号。以下「包括補助事業実施要綱」という。）３（２）エに規定する重度身体障害者グループホーム

事業 

エ 障害者総合支援法第５条第８項に規定する短期入所に係る事業（ただし、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、

設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）第１１５条第１項に規定す

る併設事業所又は同条第３項に規定する単独型事業所に限る。）並びにこれに併設する障害者

総合支援法第７７条第３項及び地域生活支援事業実施要綱（平成１８年８月１日付障発第０８

０１００２号）別記１１（４）に規定する日中一時支援事業（ただし、同事業が専有で使用す

る居室は除く。） 

オ 東京都重症心身障害児（者）通所事業実施要領（平成２７年３月３１日付２６福保障居第３

１８２号）に規定する事業（ただし、区市町村の施設整備のうち創設は除く。） 

カ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する児童発達支援及び放課後等デイサービ

スに係る事業のうち、児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成２４年厚生労働省令第15号）第５条第３項に規定する主として重症心身障害児を

通わせる指定児童発達支援及び同第６６条第３項に規定する主として重症心身障害児を通わせ

る指定放課後等デイサービス（ただし、主たる事業所の新規開設又は従たる事業所等の新規設

置に伴う定員増を目的とした、賃借している既存建物の改修工事又は大規模修繕工事（一定年

数を経過して使用に耐えなくなり、改修が必要となった指導訓練室等の改修工事又は利用者の

高齢化、障害の重度化等への対応のための改修工事）） 

（２） 社会福祉法人等及び民間企業等が前項イに基づいて行う事業に供するために設置する共同生活援助

であって、別表１の要件を満たし、当該社会福祉法人等及び民間企業等に賃貸する目的で既存建物を改

修する建物所有者に対し、改修経費の一部を負担する事業 
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３ 補助対象経費 

この補助金の対象経費は、２に係る施設等の整備に必要な施設整備費及び設備整備費とし、それ

ぞれの補助基準は別表１に定めるものとする。ただし、次の各号に掲げる費用は対象としない。 

（１）土地の買収及び整地に要する費用 

（２）既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築するより効率的であると認められる場

合における当該建物の買収を除く。）のための費用 

（３）その他整備費として適当と認められない費用 

 

４ 補助事業者の制限 

  次に掲げる団体は、補助事業を行うもの（以下「補助事業者」という。）に含めず、この要綱に

基づく補助金の交付の対象としない。 

（１）暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年度東京都条例第５４号。以下「暴排条例」という。）

第２条第２号に規定する暴力団を言う。以下同じ。） 

（２） 法人その他の団体の代表者又は役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に暴力団等（暴

力団並びに暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条４号に規定する暴力団関係者を言

う。以下同じ。）に該当する者があるもの。 

 

５ 補助金の交付額 

この補助金の交付額は、補助対象事業に要する経費の実支出額から寄付金その他の収入額（社会

福祉法人等の場合は、寄付金収入額を除く。）を控除した額と別表２に定める補助基準額とを比較

していずれか少ない方の額（以下「補助基本額」という。）に次の下表に定める補助率を乗じて得

た額の範囲内の額を交付額とする。ただし１，０００円未満は切り捨てるものとする。 

 

整 備 対 象 事 業 対 象 者 補助率 

障害者総合支援法第５条第７項、第１２項、第１３項及び第１

４項に規定する事業（２(1)ア） 
社会福祉法人等 ３／４ 

障害者総合支援法第５条第１７項に規定する事業（２(1)イ及

び(2)） 

社会福祉法人等 ３／４ 

民間企業等 １／４ 

社会福祉法人等及び

民間企業等(建物所有

者に対し改修経費を

負担する場合) 

１／４ 

包括補助事業実施要綱３(２)エに規定する事業（２(1)ウ） 社会福祉法人等 ３／４ 

障害者総合支援法第５条第８項に規定する事業並びにこれに

併設する障害者総合支援法第７７条第３項及び地域生活支援

事業実施要綱別記１１（４）に規定する事業（２(1)エ） 

社会福祉法人等 １／２ 

東京都重症心身障害児（者）通所事業実施要領に規定する事業

（２(1)オ） 

社会福祉法人等 

区市町村 

３／４ 

児童福祉法に規定する児童発達支援及び放課後等デイサービ

スに係る事業のうち、児童福祉法に基づく指定通所支援の事業

等の人員、設備及び運営に関する基準第５条第３項に規定する

主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援及び同

第６６条第３項に規定する主として重症心身障害児を通わせ

る指定放課後等デイサービス（２(1)カ） 

社会福祉法人等 ３／４ 
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６ 補助金の交付申請 

この補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（別記第１号様式）に関係書類を添

えて、別に定める期日までに東京都知事（以下「知事」という。）宛提出するものとする。 

 

７ 補助金の交付決定等 

知事は、補助金の交付申請のあった事業について、適当と認める場合は、別紙１の条件を付して

補助金の交付を決定し、通知する。 

 

８ 補助金の交付時期 

  この補助金は、補助事業が完了した時期に全額を交付する。 

 

９ 補助金の請求 

補助事業完了後に別紙１補助条件の８に定める補助金の額の確定があったときは、補助事業者は

請求書（別記第３号様式）に次の書類を付し、知事に請求するものとする。 

（１）印鑑証明書 

（２）支払金口座振替依頼書 

（３）前各号に定めるもののほか知事が必要と認める書類 

 

附 則 

 

１ この要綱は、昭和６０年４月１日から施行し、同年４月１日以降申請のあった施設整備及び設備

整備に係る補助について適用する。 

 

２ 平成１３年度から１５年度までに着工した事業に係る特例措置 

  平成１３年度から平成１５年度までに着工した本則２の（１）ア、イ及び（２）に掲げる補助対

象事業について、本則４における補助金の交付額の算定にあたっては、本則の規定にかかわらず、

次に掲げる補助要件のいずれかを満たすものに対し、補助基本額に本則４の補助率を乗じて得た額

に加え、設置者負担分に次表右欄に定める補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。た

だし、１，０００円未満を切り捨てるものとする。 

（１）補助要件 

①創設及び定員増を目的として行う施設等の整備 

②他の障害を有する者（児）を新たに受け入れることを目的として行う施設整備及び設備整備 

③小規模通所授産施設事業実施要綱に定める事業を行う場合で、開設年度に行う業務省力化に資

する設備整備 

（２）補助率 

整 備 対 象 事 業 補 助 率 

心身障害者(児)通所訓練等事業実施要綱に定める事業 
１／２ 

 小規模通所授産施設事業実施要綱に定める事業 

 

３ 平成１５年度から１７年度までに着工した事業にかかる特例措置 

平成１５年度から平成１７年度までに着工した本則２の（１）ウ、エ、オ、カ、（３）及び（４）

に掲げる補助対象事業について、本則４における補助金の交付額の算定にあたっては、本則の規定

にかかわらず、次に掲げる補助要件のいずれかを満たす対象者に対し、補助基本額に本則４の補助 
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率を乗じて得た額に加え、設置者負担分に次表右欄に定める補助率を乗じて得た額の範囲内の額

を交付額とする。 

（１）補助要件 

創設及び定員増を目的として行う施設等の整備 

（２）補助率 

整 備 対 象 事 業 対 象 者 補 助 率 

知的障害者福祉法第４条第５項及び第１０項に定める事業 

東京都重度知的障害者グループホーム運営要綱に定める事業 

社会福祉法人等 １／２ 

民間企業等 １／３ 

社会福祉法人等及

び民間企業等（建物

所有者が改修を行

う場合） 

１／３ 

東京都重度身体障害者グループホーム事業実施要綱に定める

事業 
社会福祉法人等 １／２ 

東京都認定短期入所事業実施要綱に定める事業 
区市町村及び 

社会福祉法人等 
３／４ 

４ 平成１８年度から２０年度までに着工した事業にかかる特例措置 

平成１８年度から平成２０年度までに着工した本則２の（１）ア、イ、オ、カ、キ、ク及び（３）

に掲げる補助対象事業について、本則４における補助金の交付額の算定にあたっては、本則の規定

にかかわらず、次に掲げる補助要件のいずれかを満たす対象者に対し、補助基本額に本則４の補助

率を乗じて得た額に加え、設置者負担分に次表右欄に定める補助率を乗じて得た額の範囲内の額を

交付額とする。 

（１）補助要件 

   ア 創設及び定員増を目的として行う施設等の整備 

イ 本則２の（１）ア及びイについては、障害者総合支援法第５条第６項、第１３項、第１４項

及び第１５項に定める事業への移行を目的として行う施設等の整備 

（２）補助率 

整 備 対 象 事 業 対 象 者 補 助 率 

障害者自立支援法第５条第１０項及び第１６項に定める

事業（２(1)オ及び(3)） 

社会福祉法人等 １／２ 

民間企業等 １／３ 

社会福祉法人等及び民

間企業等（建物所有者

が改修を行う場合） 

１／３ 

東京都重度身体障害者グループホーム事業実施要綱に定

める事業（２(1)カ） 
社会福祉法人等 １／２ 

障害者自立支援法第５条第８項に定める事業並びに併設

する障害者自立支援法第７７条第１項第４号及び地域生

活支援事業実施要綱別記６（９）に定める日中一時支援

事業（２(1)キ） 

社会福祉法人等 ３／４ 
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・心身障害者（児）通所訓練等事業実施要綱に定める事

業及び特別区の区域内の同種の事業及び精神障害者共同

作業所通所訓練事業運営費補助金交付要綱に定める事業 

・障害者施策推進区市町村包括補助事業実施要綱３（３）

①ア、イ、エに定める事業（２(1)ア及びイ） 

社会福祉法人等 １／２ 

重症心身障害児（者）通園事業実施要綱に定める事業(２

(1)ク) 

社会福祉法人等 

区市町村 

１／２ 

 

５ 平成２１年度から２３年度までに着工した事業にかかる特例措置 

平成２１年度から平成２３年度までに着工した本則２の（１）ア、イ、オ、カ、キ、ク及び（３）

に掲げる補助対象事業について、本則４における補助金の交付額の算定にあたっては、本則の規定

にかかわらず、次に掲げる補助要件のいずれかを満たす対象者に対し、補助基本額に本則４の補助

率を乗じて得た額に加え、設置者負担分に次表右欄に定める補助率を乗じて得た額の範囲内の額を

交付額とする。 

（１） 補助要件 

   ア 創設及び定員増を目的として行う施設等の整備 

イ 本則２の（１）ア及びイについては、障害者自立支援法第５条第７項、第１４項、第１５項

及び第１６項に定める事業への移行を目的として行う施設等の整備 

（２）補助率 

整 備 対 象 事 業 対 象 者 補 助 率 

障害者自立支援法第５条第１１項及び第１７項に定める

事業（２(1)オ及び(3)） 

社会福祉法人等 １／２ 

民間企業等 １／３ 

社会福祉法人等及び民

間企業等（建物所有者

が改修を行う場合） 

１／３ 

包括補助要綱３(２)カに定める事業（２（１）カ） 社会福祉法人等 １／２ 

障害者自立支援法第５条第９項に定める事業並びに併設

する障害者自立支援法第７７条第１項第４号及び地域生

活支援事業実施要綱別記６（９）に定める日中一時支援

事業（２(1)キ） 

社会福祉法人等 ３／４ 

・心身障害者（児）通所訓練等事業実施要綱に定める事

業及び特別区の区域内の同種の事業及び精神障害者共同

作業所通所訓練事業運営費補助金交付要綱に定める事業 

・包括補助要綱３（３）①イ、ウ、オに定める事業（２(1)

ア及びイ） 

社会福祉法人等 １／２ 

重症心身障害児（者）通園事業実施要綱に定める事業(２

(1)ク) 

社会福祉法人等 

区市町村 

１／２ 

 

６ 平成２４年度から２６年度までに着工した事業に係る特例措置 

平成２４年度から平成２６年度までに着工した本則２に掲げる補助対象事業について、本則５に

おける補助金の交付額の算定に当たっては、本則の規定にかかわらず、次に掲げる補助要件を満た 
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す対象者に対し、補助基本額に本則５の補助率を乗じて得た額に加え、設置者負担分に次表右欄

に定める補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。 

（１） 補助要件 

事業所の新規開設又は定員増を目的として行う施設等の整備 

（２）補助率 

整 備 対 象 事 業 対 象 者 補 助 率 

障害者総合支援法第５条第７項、第１２項、第１３項及

び第１４項に規定する事業（２(1)ア） 
社会福祉法人等 １／２ 

障害者総合支援法第５条第１５項に規定する事業（２(1)

イ及び(2)） 

社会福祉法人等 １／２ 

民間企業等 １／３ 

社会福祉法人等及び民

間企業等（建物所有者

に対し、改修経費を負

担する場合） 

１／３ 

障害者総合支援法第５条第８項に規定する事業並びにこ

れに併設する障害者総合支援法第７７条第１項第４号及

び地域生活支援事業実施要綱別記１１（６）に規定する

事業（２(1)エ） 

社会福祉法人等 ３／４ 

東京都重症心身障害児（者）通所事業実施要綱に規定す

る事業(２(1)オ) 

社会福祉法人等 

区市町村 

１／２ 

 

７ 平成２７年度から２９年度までに着工した事業に係る特例措置 

平成２７年度から平成２９年度までに着工した本則２に掲げる補助対象事業について、本則５に

おける補助金の交付額の算定に当たっては、本則の規定にかかわらず、次に掲げる補助要件を満た

す対象者に対し、補助基本額に本則５の補助率を乗じて得た額に加え、設置者負担分に次表右欄に

定める補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。 

（１）補助要件 

事業所の新規開設又は定員増を目的として行う施設等の整備 

（２）補助率 

整 備 対 象 事 業 対 象 者 補 助 率 

障害者総合支援法第５条第７項、第１２項、第１３項及

び第１４項に規定する事業（２(1)ア） 
社会福祉法人等 １／２ 

障害者総合支援法第５条第１５項に規定する事業（２(1)

イ及び(2)） 

社会福祉法人等 １／２ 

民間企業等 １／３ 

社会福祉法人等及び民

間企業等（建物所有者

に対し、改修経費を負

担する場合） 

１／３ 

障害者総合支援法第５条第８項に規定する事業並びにこ

れに併設する障害者総合支援法第７７条第３項及び地域

生活支援事業実施要綱別記１１（４）に規定する事業（２

社会福祉法人等 ３／４ 
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整 備 対 象 事 業 対 象 者 補 助 率 

障害者総合支援法第５条第７項、第１２項、第１３項及

び第１４項に規定する事業（２(1)ア） 
社会福祉法人等 １／２ 

障害者総合支援法第５条第１５項に規定する事業（２(1)

イ及び(2)） 

社会福祉法人等 １／２ 

民間企業等 １／３ 

社会福祉法人等及び民

間企業等（建物所有者

に対し、改修経費を負

担する場合） 

１／３ 

障害者総合支援法第５条第８項に規定する事業並びにこ

れに併設する障害者総合支援法第７７条第３項及び地域

生活支援事業実施要綱別記１１（４）に規定する事業（２

(1)エ） 

社会福祉法人等 ３／４ 

東京都重症心身障害児（者）通所事業実施要領に規定す

る事業(２(1)オ) 

社会福祉法人等 

区市町村 

１／２ 

８ 平成３０年度から３２年度までに着工した事業に係る特例措置 

平成３０年度から平成３２年度までに着工した本則２に掲げる補助対象事業について、本則５に

おける補助金の交付額の算定に当たっては、本則の規定にかかわらず、次に掲げる補助要件を満た

す対象者に対し、補助基本額に本則５の補助率を乗じて得た額に加え、設置者負担分に次表右欄に

定める補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。 

（１）補助要件 

事業所の新規開設又は定員増を目的として行う施設等の整備 

（２）補助率 

整 備 対 象 事 業 対 象 者 補 助 率 

障害者総合支援法第５条第７項、第１２項、第１３項及

び第１４項に規定する事業（２(1)ア）。ただし、以下に

掲げるニーズのいずれかに対応する事業所とし、知事が

必要と認めたものに限る。 

① 利用者の高齢化、障害の重度化 

② 医療的ケア 

③ 地域生活支援の拠点 

社会福祉法人等 １／２ 

障害者総合支援法第５条第１７項に規定する事業（２(1)

イ及び(2)） 

社会福祉法人等 １／２ 

民間企業等 １／３ 

社会福祉法人等及び民

間企業等（建物所有者

に対し、改修経費を負

担する場合） 

１／３ 

障害者総合支援法第５条第８項に規定する事業並びにこ

れに併設する障害者総合支援法第７７条第３項及び地域

生活支援事業実施要綱別記１１（４）に規定する事業（２

社会福祉法人等 ３／４ 
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９ 令和３年度から５年度までに着工した事業に係る特例措置 

令和３年度から令和５年度までに着工した本則２に掲げる補助対象事業について、本則５におけ

る補助金の交付額の算定に当たっては、本則の規定にかかわらず、次に掲げる補助要件を満たす対

象者に対し、補助基本額に本則５の補助率を乗じて得た額に加え、設置者負担分に次表右欄に定め

る補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。 

（１）補助要件 

事業所の新規開設又は定員増を目的として行う施設等の整備 

（２）補助率 

整 備 対 象 事 業 対 象 者 補 助 率 

障害者総合支援法第５条第７項、第１２項、第１３項及

び第１４項に規定する事業（２(1)ア）。ただし、以下に

掲げるニーズのいずれかに対応する事業所とし、知事が

必要と認めたものに限る。 

① 利用者の高齢化、障害の重度化 

② 医療的ケア 

③ 地域生活支援の拠点 

社会福祉法人等 １／２ 

障害者総合支援法第５条第１７項に規定する事業（２(1)

イ及び(2)） 

社会福祉法人等 １／２ 

民間企業等 １／３ 

社会福祉法人等及び民

間企業等（建物所有者

に対し、改修経費を負

担する場合） 

１／３ 

障害者総合支援法第５条第８項に規定する事業並びにこ

れに併設する障害者総合支援法第７７条第３項及び地域

生活支援事業実施要綱別記１１（４）に規定する事業（２

(1)エ） 

社会福祉法人等 ３／４ 

東京都重症心身障害児（者）通所事業実施要領に規定す

る事業(２(1)オ) 

社会福祉法人等 

区市町村 

１／２ 

児童福祉法に規定する児童発達支援及び放課後等デイ

サービスに係る事業のうち、児童福祉法に基づく指定通

所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準第５

条第３項に規定する主として重症心身障害児を通わせ

る指定児童発達支援及び同第６６条第３項に規定する

主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等デイ

サービス（２(1)カ）（※） 

社会福祉法人等 １／２ 

 

（※）主として重症心身障害児を通わせる児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所

を未設置区市町村において整備する場合には、別表２に定める補助基準額に整備促進係数

（1.50）を乗じる（ただし、別表１に定める「１ 施設整備及び設備整備基準、施設整備１」

の整備種別（安全対策工事を除く。）に限る。）ものとする。 

 

１０ 交付額の算定に当たっては、原則として着工した年度の算定方法及び単価を適用する。ただし、事情 
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附 則 

   この要綱は、昭和６０年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、昭和６３年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成２年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成３年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成６年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成７年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成８年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成１０年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成１１年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成１３年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成１４年４月１日から適用する。 

附 則 

   この要綱は、平成１５年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成１６年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成１８年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成１９年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成２０年１２月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成２３年１０月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成２４年４月１日から適用する。 

  附 則 

   この要綱は、平成２５年４月１日から適用する。 

  附 則 
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附 則 

   この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

   この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

   この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

   この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

  附 則 

   この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則 

   この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

  附 則 

   この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
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別紙１ 

 

 

補 助 条 件 

 

 

 この補助金は、次に掲げる事項を条件として交付する。 

 

１ 事情変更による決定の取消し等 

 この補助金の交付決定後の事情の変更により特別に必要が生じたときは、知事は、こ

の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付した条件

を変更することがある。ただし、補助事業のうち、既に経過した期間に係る部分につい

ては、この限りでない。 

 

２ 承認事項 

 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ知事の承認を受け

なければならない。 

（１）補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

（２）補助事業の内容のうち、次の各号を変更しようとするとき。 

  ア 建物の規模及び構造(施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更を除く。) 

  イ 建物等の用途 

  ウ 入所定員及び利用定員 

エ 工事の内容 

①工期変更を伴うもの 

②工法及び位置の変更を伴うもの 

   ③変更見込み金額が請負金額の10%に相当する額又は200万円を超える工事 

（３）補助事業を中止、又は廃止しようとするとき。 

（４）借地契約又は建物の賃貸借契約を解除しようとするとき。 

 

３ 補助事業の完了時期 

  補助事業は、補助金の交付の決定に係る会計年度中に完了しなければならない。 

 

４ 消費税仕入控除税額の報告 

補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除額が確定した場合には、別記第４号様式により速やかに知事に報告し

なければならない。 



91

 

８ 実績報告 

 補助事業者は、補助事業が完了したとき、補助金の交付の決定に係る会計年度が終了

したとき、又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、それらの事実があったときから

１５日以内に補助事業の事業実績報告書（別記第２号様式）を知事に提出しなければな

らない。 

 

９ 補助金の額の確定等 

 知事は、８の実績報告の審査及び必要に応じて行う現地調査等により補助事業の成果

が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調

査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知す

る。 

 

10 是正のための措置 

 知事は、９の調査の結果、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付し

た条件に適合しないと認めるときは、これに適合させるための措置をとるべきことを命

ずることがある。 

 ８の実績報告は、前項の命令により必要な措置をした場合においてもこれを行わなけ

ればならない。 

 

11 決定の取消し 

（１）補助事業者が、次の各号のいずれかに該当したときは、知事は、補助金の交付決定

の全部又は一部を取り消すことがある。 

  ア 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

  イ 補助金を他の用途に使用したとき。 

  ウ 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令若しくはこの交付の

規定に基づく命令に違反したとき。 

  エ 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産等について、補助事業者が１

６の財産処分の制限等に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供

したため、交付目的が達成されないことが明らかになったとき。 

オ 交付決定を受けた者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その

他の事業者若しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき。 

（２）（１）の規定は９により交付すべき補助金の額を確定した後においても適用する。 

 

12 補助金の返還 

（１）補助事業者は、補助金の交付の決定を取り消された場合において、当該取消しに係

る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、知事の指示するところにより、
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別記第１号様式 

 

                              番     号         

 

                              年   月   日         

 

東 京 都 知 事 殿            

 

                           住 所 

 

                                                      法 人 代 表 者            印 

 

                                                      区 市 町 村 長            印 

           

 

 

 

 年度障害者通所施設等整備費補助金の交付申請について 

 

 

 標記について、次により補助金の交付を関係書類を添えて、下記のとおり申請します。 

 

 

 

                   記 

 

 

 

１ 申請額      金                円 

 

 

２ 施設等の種別及び名称 

 

 

３ 申請額算出内訳     別紙１のとおり 

 

 

４ 事業計画書       別紙２のとおり 

 

 

５ 歳入歳出予算書（見込書）抄本（参考例１） 
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別記第１号様式に基づく別紙２

2

4 名 名 名

㎡

㎡ （改修部分） ㎡

（全　　　体） ㎡

円

円

円

円

円

円

　　※工事種別等内訳：別紙

6 併 設 事 業 所

名　称 種　別

整 備 費 内 訳

1

施 設 等 の 名 称

所 在 地

施 設 等 の 種 別

事 業 主 体 及 び
運 営 主 体

3

「有」の場合、
目的及び抹
消予定時期建物（ 無 ・ 有 ）

運　営　主　体

建物所有者

計増加

※本則２（２）により整備
を行う場合に記入

名 称

所 在 地

運 営 主 体

名称(氏名）

所 在 地

5
施 設 等 の 規 模
及 び 構 造

利 用 人 員 現在

延 床 面 積

自己所有　　　賃貸

敷 地 面 積

建 物 の
所 有 関 係

事　　業　　計　　画　　書

抵当権

土地（ 無 ・ 有 ）

建 築 面 積

建 物 構 造

7

合計

自己所有　借地　買収（予定）　　

創設　改築　改修　安全対策
消防　重度化　防犯　設備整備

敷 地 の
所 有 関 係

整 備 種 別

施設整備
（防犯設備）

設備整備

施設整備

施設整備
（消防設備）

施設整備
（重度化等対応設備）
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円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

14
地域の障害福祉
サービス事業所及び
地域住民との連携

15

その他収入

借 入 金

小 計

合 計

自 己 財 源

11

事業の目的・理由
※都内において初めて上
記２の事業を実施する場
合、その理由も記載するこ
と

借 入 金
9

運営主体からの収入

建物構造や環境面
における課題

上記12を実現するた
めのハード面・ソフト
面における具体的方
策

13

8 財 源 内 訳

寄 附 金

東京都補助金

事 業 開 始
年 月 日

16
上記15に対する具体
的な解決策や工夫し
た点

10

契約年月日

着工年月日

施 行 計 画

12

支援の基本方針（主
たる障害種別や想定して
いる障害支援区分等を踏
まえ、どのような事業として
いきたいか）

建 物 所 有 者
負 担 金 内 訳

※本則２（２）により整備を
行う場合に記入

完成年月日

自 己 財 源

設 置 者
負 担 金

合 計
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17

歳入歳出予算書（見込書）抄本

借入金償還計画表

各室面積表　　※１

工事仕様書（建築概要書、内部仕上表、外部仕上表、特記仕様書等）　　※２

工事請負契約書（写し）及び工事費費目別内訳書（見積書）（写し）　　※３

設計監理契約書（写し）　　※４

建築確認通知書（写し）　　※５

配置図、各階平面図、立面図　　※６

改修、改築等の場合は既存建物に係る図面を添付すること。

建物所有者との運営及び整備に関する合意内容の契約書等（写し）　　※７

土地・建物登記簿謄本

賃貸借契約書（土地・建物を賃借する場合のみ）（写し）

備品等購入契約書（写し）又は見積書（写し）

備品カタログ等

誓約書

※１～６ 設備整備については不要

※７ 本則２（２）による整備を行う場合に添付

(12)

メールアドレス

担当者連絡先

担当者名

電話

連絡先 ＦＡＸ

※本則２（２）により整備を行う場合の財源内訳は、９「建物所有者負担金内訳」欄に記入し、
　　８「財源内訳」欄の記入は不要

(15)

(14)

(3)

(13)

(2)

(1)

　その他（添付書類及び添付順序）

(9)

(8)

(7)

(10)

(4)

(11)

(5)

(6)
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別記第２号様式 

 

                                番    号        

 

                                年 月 日        

 

東 京 都 知 事 殿             

 

                          住 所 

 

                                                    法 人 代 表 者               印 

 

                                                   区 市 町 村 長            印 

 

 

 

 年度障害者通所施設等整備費補助金の事業実績報告について 

 

 

     年  月  日付   福保障 第   号で交付決定を受けた    年度障害

者通所施設等整備費補助金にかかる事業実績について、次の関係書類を添え下記のと 

おり報告します。 

 

 

 

                   記 

 

 

１ 精算額        金               円 

 

 

２ 施設等の種別及び名称 

 

 

３ 整備費精算額内訳   別紙１のとおり 

 

 

４ 実績報告書      別紙２のとおり 

 

 

５ 歳入歳出決算書（見込書）抄本（参考例１） 
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別記第２号様式に基づく別紙２

2

4 名 名 名

㎡

㎡ （改修部分） ㎡

（全　　　体） ㎡

円

円

円

円

円

円

※工事種別等内訳：別紙

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

建 築 面 積

着工年月日

完成年月日

契約年月日

建 物 構 造

建 物 の
所 有 関 係

施 行 期 間8

5
施 設 等 の 規 模
及 び 構 造

6 併 設 事 業 所

1

施 設 等 の 名 称

所 在 地

3

7 支 出 済 事 業 費 総 額

建物所有者

事　業　実　績　報　告　書

所在地

所在地

利 用 人 員 現在

施 設 等 の 種 別

運営主体

※本則２（２）により整備
を行う場合に記入

名　　称

名　　称

事 業 主 体 及 び
運 営 主 体

延 床 面 積

建物（ 無 ・ 有 ）

事業開始年月日

「有」の場合、
目的及び抹消

予定時期

土地（ 無 ・ 有 ）

抵当権

自己所有　借地　買収（予定）　　
敷 地 の
所 有 関 係

計

敷 地 面 積

増加

自己所有　　　賃貸 整 備 種 別
創設　改築　改修　安全対策

消防　重度化　防犯　設備整備

運　営　主　体名　称 種　別

施設整備
（重度化等対応設備）

施設整備

施設整備
（消防設備）

施設整備
（防犯設備）

設備整備

合計
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9

歳入歳出決算書（見込書）抄本

借入金償還計画表

各室面積表　　※１

工事仕様書（建築概要書、内部仕上表、外部仕上表、特記仕様書等）　　※２

工事請負契約書（写し）及び工事費費目別内訳書（見積書）（写し）　　※３

設計監理契約書（写し）　　※４

工事完了報告書（設計監理者及び法人代表者の確認印が必要）　　※５

検査済証（建築基準法第７条第３項による）（写し）　　※６

消防用設備等設置届出書及び検査結果通知書（消防法第１７条の３の２による）（写し）　　※７

建物平面図及び立面図　　※８

建物所有者との運営及び整備に関する合意内容の契約書等（写し）　※９

賃貸借契約書（土地・建物を賃借する場合のみ）（写し）

備品等購入契約書（写し）又は見積書（写し）

備品カタログ等

備品納品書

①創設、改築、改修の場合は建物内外主要部分の写真

②設備整備の場合は備品等の写真

※１～８ 設備整備については不要

※９ 本則２（２）による整備を行う場合に添付

　その他（添付書類及び添付順序）

(1)

(9)

(10)

(8)

(4)

(3)

(7)

(16)

(11)

(13)

(14)

(15)

(12)

(6)

(2)

(5)

メールアドレス

連絡先

担当者連絡先

担当者名

電話

ＦＡＸ
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別記第３号様式           （捨印） 

 

 

請 求 書             

 

 

 

金               円 

 

 

 

 ただし、    年度障害者通所施設等整備費として上記金額を請求します。 

 

 

 

 

 

                             年 月 日          

 

 

東 京 都 知 事 殿            

 

 

 

 

 

 

 

            法 人 名                            

 

            事 務 所 の 所 在 地                            

 

            代 表 者 氏 名                 印 
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               捨  

               印  

別記第４号様式  

 

                       番   号   

                      年  月  日  

                

 

 

  東 京 都 知 事  殿  

 

                     事務所の所在地  

                     法  人  名  

                     法 人 代 表 者 

 

 

 年度消費税仕入控除税額報告書  

 

 

  年  月  日 福保障 第  号で交付決定を受けた 年度障

害者通所施設等整備費補助金に係る消費税仕入控除税額については、

下記のとおり報告する。  

 

                記  

 

１ 施 設 の 種 別 

２ 施 設 の 名 称 

３ 補助事業の確定額  金        円  

４ 補助金返還相当額  金        円  

（消費税の申告により確定した消費税控除税（要補助金返還相当額）） 

５ 積 算 内 訳 等（４の消費税仕入控除税額の積算内訳等を添付） 
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共
同

生
活

援
助

事
業

項
　

　
目

根
　

拠
　

法
　

令
　

等
基

　
　

　
準

備
　

　
　

考

敷
　

　
地

基
準

条
例

第
１

９
６

条
第

１
項

１
　

住
宅

地
又

は
住

宅
地

と
同

程
度

に
利

用
者

の
家

族
及

び
地

域
住

民
と

の
　

交
流

の
機

会
が

確
保

さ
れ

る
地

域
に

あ
る

か
。

　
家

庭
的

な
雰

囲
気

の
下

、
利

用
者

が
地

域
の

中
で

暮
ら

す
と

い
う

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
の

理
念

か
ら

、
同

一
敷

地
内

、
隣

地
及

び
近

接
地

に
共

同
生

活
援

助
事

業
所

、
入

所
施

設
及

び
通

所
施

設
が

な
い

こ
と

が
望

ま
し

い
。

基
準

条
例

第
１

９
６

条
第

１
項

２
　

入
所

施
設

又
は

病
院

の
敷

地
外

に
あ

る
か

。
　

同
一

敷
地

内
又

は
隣

地
に

立
地

す
る

建
物

に
日

中
活

動
の

事
業

所
が

あ
る

場
合

は
、

原
則

と
し

て
、

共
同

生
活

援
助

の
利

用
者

が
当

該
事

業
所

に
通

わ
な

い
こ

と

建
物

構
造

１
　

他
の

事
業

所
等

と
併

設
の

場
合

（
短

期
入

所
事

業
を

除
く
。

）
、

独
立

し
た

　
出

入
口

が
設

け
ら

れ
て

い
る

か
。

規
　

　
模

基
準

規
則

第
４

４
条

第
４

項
１

　
ユ

ニ
ッ

ト
の

定
員

は
、

２
名

以
上

１
０

名
以

下
で

あ
る

か
。

　
家

庭
的

な
雰

囲
気

の
下

、
利

用
者

が
地

域
の

中
で

暮
ら

す
と

い
う

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
の

理
念

に
則

っ
た

規
模

が
望

ま
し

い
。

【
目

安
：
４

名
以

上
７

名
以

下
】

　
な

お
、

原
則

、
同

一
敷

地
内

、
隣

地
及

び
近

接
地

に
存

す
る

共
同

生
活

援
助

事
業

所
の

合
計

定
員

数
が

２
０

名
（
又

は
３

ユ
ニ

ッ
ト

）
を

超
え

る
場

合
は

認
め

ら
れ

な
い

。

基
準

条
例

第
１

９
６

条
第

６
項

２
　

日
常

生
活

を
営

む
上

で
必

要
な

設
備

を
設

け
ら

れ
て

い
る

か
。

　
居

室
、

居
間

・
食

堂
（
交

流
ス

ペ
ー

ス
）
、

便
所

、
洗

面
所

、
浴

室
、

脱
衣

室
、

台
所

、
洗

濯
物

干
し

ス
ペ

ー
ス

等

居
　

　
室

基
準

規
則

第
４

４
条

第
５

項
第

１
号

１
　

１
室

１
人

（
個

室
）
で

あ
る

か
。

　
居

室
は

、
廊

下
、

居
間

等
に

つ
な

が
る

出
入

口
が

あ
り

、
他

の
居

室
と

は
明

確
に

区
分

さ
れ

て
い

る
も

の
を

い
い

、
単

に
カ

ー
テ

ン
や

簡
易

な
パ

ネ
ル

等
で

室
内

を
区

分
し

た
だ

け
の

も
の

は
認

め
ら

れ
な

い
。

２
　

地
階

に
設

置
さ

れ
て

い
な

い
か

。

基
準

規
則

第
４

４
条

第
５

項
第

２
号

３
　

１
人

あ
た

り
の

床
面

積
は

、
収

納
設

備
等

を
除

き
、

７
．

４
３

平
方

メ
ー

ト
ル

　
以

上
確

保
さ

れ
て

い
る

か
。

　
事

業
者

の
責

任
に

お
い

て
、

居
室

内
に

利
用

者
専

用
の

括
り

付
け

の
収

納
設

備
（
ク

ロ
ー

ゼ
ッ

ト
等

）
を

設
け

る
こ

と
　

な
お

、
括

り
付

け
の

収
納

設
備

の
設

置
が

困
難

で
あ

る
な

ど
特

別
な

事
情

が
あ

る
場

合
は

、
そ

の
理

由
と

代
替

措
置

に
つ

い
て

説
明

す
る

こ
と

　
【
参

考
：
和

室
で

言
う

と
概

ね
４

．
５

畳
の

広
さ

】

居
間

・
食

堂
１

　
利

用
者

及
び

世
話

人
等

支
援

者
が

一
同

に
会

す
る

の
に

十
分

な
広

さ
を

　
有

し
て

い
る

か
。

　
ダ

イ
ニ

ン
グ

テ
ー

ブ
ル

等
設

備
を

配
置

し
て

、
利

用
者

及
び

世
話

人
等

支
援

者
の

往
来

、
食

事
の

提
供

、
介

助
に

支
障

が
な

い
広

さ
が

確
保

さ
れ

て
い

る
こ

と

障
害

者
通

所
施

設
設

備
審

査
基

準
平

成
３

１
年

４
月

１
日

現
在
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２
　

食
堂

と
し

て
の

十
分

な
機

能
を

有
し

て
い

る
か

。
　

　
（
事

業
所

と
し

て
食

事
提

供
に

係
る

支
援

を
行

う
場

合
）

浴
室

洗
面

所
１

　
利

用
者

支
援

上
及

び
生

活
上

必
要

十
分

な
数

が
設

置
さ

れ
て

い
る

か
。

　
浴

室
に

つ
い

て
は

、
原

則
、

定
員

５
名

に
つ

き
１

つ
以

上
設

置
し

、
利

用
者

の
入

浴
に

関
し

て
設

備
面

に
お

け
る

制
約

が
な

い
よ

う
配

慮
す

る
こ

と

２
　

入
浴

介
助

等
を

必
要

と
す

る
者

の
使

用
に

適
し

て
い

る
か

。
（
例

示
）手

す
り

の
設

置
、

介
助

ス
ペ

ー
ス

の
確

保
　

等

便
　

　
所

１
　

障
害

特
性

や
性

別
等

に
配

慮
さ

れ
た

設
備

や
構

造
と

な
っ

て
い

る
か

。
　

各
フ

ロ
ア

に
お

け
る

設
置

及
び

定
員

２
名

に
つ

き
１

つ
程

度
の

設
置

数
が

望
ま

し
い

。

そ
の

他
１

　
支

援
上

必
要

な
ス

ペ
ー

ス
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
　

夜
間

支
援

員
の

仮
眠

場
所

や
個

人
情

報
の

保
管

場
所

等

通
知

等
２

　
外

部
か

ら
の

不
審

者
の

侵
入

に
対

す
る

防
犯

に
係

る
安

全
確

保
が

な
さ

れ
　

て
い

る
か

。
　

防
犯

設
備

の
設

置
に

あ
た

っ
て

は
、

利
用

者
の

自
由

や
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
に

留
意

す
る

こ
と

　
（
注

）
根

拠
法

令
等

　
　

　
　

・
「
基

準
条

例
」
　

　
　

東
京

都
指

定
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

の
基

準
に

関
す

る
条

例
（
平

成
２

４
年

東
京

都
条

例
第

１
５

５
号

）

　
　

　
　

・
「
基

準
規

則
」
　

　
　

東
京

都
指

定
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

の
基

準
に

関
す

る
条

例
施

行
規

則
（
平

成
２

４
年

東
京

都
規

則
第

１
７

５
号

）

　
　

　
　

・
「
補

助
要

綱
」
　

　
　

障
害

者
通

所
施

設
等

整
備

費
補

助
要

綱
（
昭

和
６

０
年

６
月

１
０

日
付

６
０

福
保

精
第

７
６

号
）

　
　

　
　

・
「
通

知
等

」
　

 　
　

　
社

会
福

祉
施

設
等

に
お

け
る

防
犯

に
係

る
安

全
の

確
保

に
つ

い
て

（
平

成
２

８
年

９
月

１
５

日
付

雇
児

総
発

0
9
1
5
第

1
号

・
社

援
基

発
0
9
1
5
第

1
号

・
障

障
発

0
9
1
5
第

1
号

・
老

高
発

0
9
1
5
第

1
号

）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
社

会
福

祉
施

設
等

に
お

け
る

入
所

者
等

の
安

全
の

確
保

に
つ

い
て

（
平

成
２

８
年

７
月

２
６

日
付

雇
児

総
発

0
7
2
6
第

1
号

・
社

援
基

発
0
7
2
6
第

1
号

・
障

障
発

0
7
2
6
第

1
号

・
老

高
発

0
7
2
6
第

1
号

）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
事

業
所

に
お

け
る

防
犯

等
安

全
管

理
の

確
保

に
つ

い
て

（
平

成
２

８
年

７
月

２
７

日
付

２
８

福
保

障
施

第
１

３
４

９
号

）



112

重
度

身
体

障
害

者
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

項
　

　
目

根
　

拠
　

法
　

令
　

等
基

　
　

　
準

備
　

　
　

考

敷
　

　
地

基
準

　
第

８
（
２

）
１

　
保

健
衛

生
、

交
通

の
便

等
を

考
慮

の
う

え
利

用
者

の
生

活
を

健
全

に
維

持
　

で
き

る
環

境
で

あ
る

か
。

建
物

構
造

基
準

　
第

１
４

１
　

建
物

の
構

造
及

び
設

備
は

、
利

用
者

の
特

性
に

応
じ

て
工

夫
さ

れ
て

い
る

　
か

。

規
　

　
模

基
準

　
第

１
１

１
　

定
員

は
、

Ａ
タ

イ
プ

の
場

合
５

名
以

上
１

０
名

以
下

、
Ｂ

タ
イ

プ
の

場
合

４
名

　
以

上
１

０
名

以
下

で
あ

る
か

。

居
　

　
室

基
準

　
第

１
４

１
　

原
則

と
し

て
、

個
室

で
あ

る
か

。

基
準

　
第

１
４

２
　

１
人

あ
た

り
の

床
面

積
は

、
収

納
設

備
等

を
除

き
、

９
．

９
平

方
メ

ー
ト

ル
　

以
上

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。

共
用

室
基

準
　

第
１

４
１

　
利

用
者

の
娯

楽
、

団
ら

ん
、

集
会

等
の

用
に

供
す

る
共

用
の

部
屋

と
し

て
、

　
利

用
定

員
に

応
じ

て
適

当
な

広
さ

を
有

す
る

こ
と

浴
　

　
室

基
準

　
第

１
４

１
　

利
用

者
の

特
性

に
応

じ
た

も
の

で
あ

る
こ

と

便
　

　
所

基
準

　
第

１
４

１
　

利
用

者
の

特
性

に
応

じ
た

も
の

で
あ

る
こ

と

そ
の

他
基

準
　

第
１

４
１

　
管

理
人

室
は

設
け

ら
れ

て
い

る
か

。

通
知

等
２

　
外

部
か

ら
の

不
審

者
の

侵
入

に
対

す
る

防
犯

に
係

る
安

全
確

保
が

な
さ

れ
　

て
い

る
か

。
　

防
犯

設
備

の
設

置
に

あ
た

っ
て

は
、

利
用

者
の

自
由

や
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
に

留
意

す
る

こ
と

　
（
注

）
根

拠
法

令
等

　
　

　
　

・
「
基

準
」
　

　
　

障
害

者
施

策
推

進
区

市
町

村
包

括
補

助
事

業
実

施
細

則

　
　

　
　

・
「
通

知
等

」
　

 社
会

福
祉

施
設

等
に

お
け

る
防

犯
に

係
る

安
全

の
確

保
に

つ
い

て
（
平

成
２

８
年

９
月

１
５

日
付

雇
児

総
発

0
9
1
5
第

1
号

・
社

援
基

発
0
9
1
5
第

1
号

・
障

障
発

0
9
1
5
第

1
号

・
老

高
発

0
9
1
5
第

1
号

）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

社
会

福
祉

施
設

等
に

お
け

る
入

所
者

等
の

安
全

の
確

保
に

つ
い

て
（
平

成
２

８
年

７
月

２
６

日
付

雇
児

総
発

0
7
2
6
第

1
号

・
社

援
基

発
0
7
2
6
第

1
号

・
障

障
発

0
7
2
6
第

1
号

・
老

高
発

0
7
2
6
第

1
号

）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

事
業

所
に

お
け

る
防

犯
等

安
全

管
理

の
確

保
に

つ
い

て
（
平

成
２

８
年

７
月

２
７

日
付

２
８

福
保

障
施

第
１

３
４

９
号

）
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東
京

都
重

症
心

身
障

害
児

（
者

）
通

所
事

業

項
　

　
目

根
　

拠
　

法
　

令
　

等
基

　
　

　
準

備
　

　
　

考

規
　

　
模

実
施

要
領

別
表

１
１

　
重

症
心

身
障

害
児

（
者

）
の

定
員

は
５

名
以

上
で

あ
る

か
。

訓
練

室
実

施
要

領
別

表
１

１
　

訓
練

室
が

設
け

ら
れ

て
い

る
か

。

２
　

訓
練

室
は

訓
練

内
容

及
び

利
用

者
の

数
に

応
じ

た
広

さ
を

有
し

て
い

る
か

。

そ
の

他
実

施
要

領
別

表
１

１
　

直
接

処
遇

職
員

で
あ

る
看

護
師

、
介

護
員

等
、

理
学

療
法

士
等

の
総

数
　

は
、

お
お

む
ね

１
日

当
た

り
の

通
所

予
定

児
（
者

）
２

人
に

つ
き

１
人

配
置

さ
　

れ
て

い
る

か
。

２
　

原
則

と
し

て
、

通
所

手
段

を
確

保
し

て
い

る
か

。

通
知

等
３

　
外

部
か

ら
の

不
審

者
の

侵
入

に
対

す
る

防
犯

に
係

る
安

全
確

保
が

な
さ

れ
　

て
い

る
か

。
　

防
犯

設
備

の
設

置
に

あ
た

っ
て

は
、

利
用

者
の

自
由

や
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
に

留
意

す
る

こ
と

　
（
注

）
根

拠
法

令
等

　
　

　
　

・
「
補

助
要

綱
」
　

　
　

障
害

者
通

所
施

設
等

整
備

費
補

助
要

綱
（
昭

和
６

０
年

６
月

１
０

日
付

６
０

福
保

精
第

７
６

号
）

　
　

　
　

・
「
実

施
要

領
」
　

　
　

東
京

都
重

症
心

身
障

害
児

（
者

）
通

所
事

業
実

施
要

領
（
平

成
２

７
年

３
月

３
１

日
付

２
６

福
保

障
居

第
３

１
８

２
号

）

　
　

　
　

・
「
通

知
等

」
　

 　
　

　
社

会
福

祉
施

設
等

に
お

け
る

防
犯

に
係

る
安

全
の

確
保

に
つ

い
て

（
平

成
２

８
年

９
月

１
５

日
付

雇
児

総
発

0
9
1
5
第

1
号

・
社

援
基

発
0
9
1
5
第

1
号

・
障

障
発

0
9
1
5
第

1
号

・
老

高
発

0
9
1
5
第

1
号

）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
社

会
福

祉
施

設
等

に
お

け
る

入
所

者
等

の
安

全
の

確
保

に
つ

い
て

（
平

成
２

８
年

７
月

２
６

日
付

雇
児

総
発

0
7
2
6
第

1
号

・
社

援
基

発
0
7
2
6
第

1
号

・
障

障
発

0
7
2
6
第

1
号

・
老

高
発

0
7
2
6
第

1
号

）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
事

業
所

に
お

け
る

防
犯

等
安

全
管

理
の

確
保

に
つ

い
て

（
平

成
２

８
年

７
月

２
７

日
付

２
８

福
保

障
施

第
１

３
４

９
号

）
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生
活

介
護

・
自

立
訓

練
・
就

労
移

行
支

援
・
就

労
継

続
支

援
事

業

項
　

　
目

根
　

拠
　

法
　

令
　

等
基

　
　

　
準

備
　

　
　

考

建
物

構
造

最
低

基
準

第
３

４
条

、
第

５
４

条
、

第
５

９
条

、
第

６
８

条
、

第
８

２
条

、
第

８
５

条

１
　

建
物

の
配

置
、

構
造

及
び

設
備

は
、

利
用

者
の

特
性

に
応

じ
て

工
夫

さ
れ

　
て

い
る

か
。

規
模

【
１

つ
の

事
業

の
み

実
施

す
る

場
合

】

最
低

基
準

規
則

第
６

条
、

第
１

０
条

、
第

１
２

条
第

１
号

、
第

１
７

条
、

第
２

３
条

１
　

定
員

は
、

２
０

名
以

上
で

あ
る

か
。

最
低

基
準

規
則

第
１

９
条

第
１

号
２

　
就

労
継

続
支

援
（
Ａ

型
）
の

場
合

、
定

員
は

１
０

名
以

上
で

あ
る

か
。

最
低

基
準

規
則

第
１

２
条

第
２

号

３
　

自
立

訓
練

（
生

活
訓

練
（
宿

泊
型

）
）
の

場
合

、
生

活
訓

練
（
宿

泊
型

）
以

外
　

と
併

せ
て

行
う

と
き

に
は

、
定

員
は

、
宿

泊
型

１
０

名
以

上
、

宿
泊

型
以

外
　

２
０

名
以

上
で

あ
る

か
。

【
多

機
能

型
の

場
合

】

最
低

基
準

規
則

第
２

５
条

第
１

号
、

第
２

号
１

　
各

事
業

の
利

用
定

員
は

、
６

名
以

上
で

あ
る

か
。

規
模

最
低

基
準

規
則

第
２

５
条

第
３

号
２

　
就

労
継

続
支

援
の

場
合

、
定

員
は

１
０

名
以

上
で

あ
る

か
。

最
低

基
準

規
則

第
２

５
条

第
２

号

３
　

自
立

訓
練

（
生

活
訓

練
（
宿

泊
型

）
）
の

場
合

、
生

活
訓

練
（
宿

泊
型

以
外

）
と

併
せ

て
行

う
と

き
に

は
、

宿
泊

型
１

０
名

以
上

、
宿

泊
型

以
外

６
名

以
上

で
あ

る
か

。

【
従

た
る

事
業

所
の

場
合

】

最
低

基
準

規
則

第
７

条
、

第
１

０
条

、
第

１
４

条
、

第
１

７
条

１
　

各
事

業
の

利
用

定
員

は
、

６
名

以
上

で
あ

る
か

。

最
低

基
準

規
則

第
１

４
条

、
第

２
２

条
、

第
２

３
条

２
　

自
立

訓
練

（
生

活
訓

練
（
宿

泊
型

）
）
及

び
就

労
継

続
支

援
の

場
合

、
定

員
は

１
０

名
以

上
で

あ
る

か
。

３
　

主
た

る
事

業
所

と
従

た
る

事
業

所
の

間
の

距
離

が
、

法
人

に
と

っ
て

利
用

　
可

能
な

手
段

を
用

い
た

と
き

概
ね

３
０

分
以

内
で

移
動

可
能

な
距

離
で

あ
っ

　
て

、
サ

ー
ビ

ス
管

理
責

任
者

の
業

務
の

遂
行

上
支

障
が

な
い

か
。
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訓
練

・
作

業
室

基
準

条
例

第
８

１
条

１
項

、
第

１
４

３
条

、
第

１
５

３
条

１
項

、
第

１
６

５
条

、
第

１
７

４
条

１
項

、
第

１
８

６
条

１
　

訓
練

・
作

業
室

が
設

け
ら

れ
て

い
る

か
。

基
準

規
則

第
１

０
条

第
１

号
、

第
２

５
条

、
第

３
０

条
第

１
号

、
第

３
６

条
、

第
３

８
条

第
１

号
、

第
４

１
条

２
　

訓
練

作
業

室
は

作
業

に
支

障
が

な
い

広
さ

を
有

し
て

い
る

か
。

支
障

が
な

い
広

さ
と

は
、

定
員

１
人

あ
た

り
３

平
方

メ
ー

ト
ル

以
上

を
さ

す
。

基
準

規
則

第
１

０
条

第
１

号
、

第
２

５
条

、
第

３
０

条
第

１
号

、
第

３
６

条
、

第
３

８
条

第
１

号
、

第
４

１
条

３
　

訓
練

ま
た

は
作

業
に

必
要

な
機

械
器

具
等

が
備

え
ら

れ
て

い
る

か
。

相
談

室

基
準

条
例

第
８

１
条

１
項

、
第

１
４

３
条

、
第

１
５

３
条

１
項

、
第

１
６

５
条

、
第

１
７

４
条

１
項

、
第

１
８

６
条

１
　

相
談

室
が

設
け

ら
れ

て
い

る
か

。

基
準

規
則

第
１

０
条

第
２

号
、

第
２

５
条

、
第

３
０

条
第

２
号

、
第

３
６

条
、

第
３

８
条

第
２

号
、

第
４

１
条

２
　

室
内

に
お

け
る

談
話

の
漏

え
い

を
防

ぐ
た

め
の

間
仕

切
り

等
を

設
け

る
こ

 と
利

用
者

の
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
保

護
の

た
め

、
天

井
ま

で
区

切
ら

れ
て

い
る

こ
と

基
準

条
例

第
８

１
条

１
項

、
第

１
４

３
条

、
第

１
５

３
条

１
項

、
第

１
６

５
条

、
第

１
７

４
条

１
項

、
第

１
８

６
条

１
　

洗
面

所
が

設
け

ら
れ

て
い

る
か

。

基
準

規
則

第
１

０
条

第
３

号
、

第
２

５
条

、
第

３
０

条
第

３
号

、
第

３
６

条
、

第
３

８
条

第
３

号
、

第
４

１
条

２
　

利
用

者
の

特
性

に
応

じ
た

も
の

で
あ

る
か

。

基
準

条
例

第
８

１
条

１
項

、
第

１
４

３
条

、
第

１
５

３
条

１
項

、
第

１
６

５
条

、
第

１
７

４
条

１
項

、
第

１
８

６
条

１
　

便
所

が
設

け
ら

れ
て

い
る

か
。

利
用

者
の

プ
ラ

イ
バ

シ
ー

保
護

の
た

め
、

男
女

別
に

設
け

る
こ

と

基
準

規
則

第
１

０
条

第
３

号
、

第
２

５
条

、
第

３
０

条
第

３
号

、
第

３
６

条
、

第
３

８
条

第
３

号
、

第
４

１
条

２
　

利
用

者
の

特
性

に
応

じ
た

も
の

で
あ

る
か

。

洗
面

所

便
所
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目

的
室

他

基
準

条
例

第
８

１
条

１
項

、
第

１
４

３
条

、
第

１
５

３
条

１
項

、
第

１
６

５
条

、
第

１
７

４
条

１
項

、
第

１
８

６
条

１
　

多
目

的
室

そ
の

他
の

運
営

上
必

要
な

設
備

が
設

け
ら

れ
て

い
る

か
。

利
用

者
の

支
援

に
支

障
が

な
い

場
合

は
相

談
室

と
の

兼
用

可
。

そ
の

他
通

知
等

１
　

外
部

か
ら

の
不

審
者

の
侵

入
に

対
す

る
防

犯
に

係
る

安
全

確
保

が
な

さ
れ

て
い

る
か

。
　

防
犯

設
備

の
設

置
に

あ
た

っ
て

は
、

利
用

者
の

自
由

や
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
に

留
意

す
る

こ
と

自
立

訓
練

（
生

活
訓

練
（
宿

泊
型

）
）
を

行
う

場
合

居
室

基
準

規
則

第
３

０
条

第
２

項
第

１
号

イ
１

　
定

員
は

１
名

１
室

か
。

（
個

室
で

あ
る

か
。

）

基
準

規
則

第
３

０
条

第
２

項
第

１
号

ロ
２

　
１

名
あ

た
り

床
面

積
は

７
．

４
３

平
方

メ
ー

ト
ル

以
上

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。

浴
室

基
準

条
例

第
１

５
３

条
第

２
項

１
　

浴
室

が
設

け
ら

れ
て

い
る

か
。

基
準

規
則

第
３

０
条

第
２

項
第

２
号

２
　

利
用

者
の

特
定

に
応

じ
た

も
の

で
あ

る
か

。

そ
の

他
通

知
等

１
　

外
部

か
ら

の
不

審
者

の
侵

入
に

対
す

る
防

犯
に

係
る

安
全

確
保

が
な

さ
れ

て
い

る
か

。
　

防
犯

設
備

の
設

置
に

あ
た

っ
て

は
、

利
用

者
の

自
由

や
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
に

留
意

す
る

こ
と

　
（
注

）
根

拠
法

令
等

  
  
  
  
・
「
最

低
基

準
」
　

　
　

　
東

京
都

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

の
設

備
及

び
運

営
の

基
準

に
関

す
る

条
例

（
平

成
２

４
年

東
京

都
条

例
第

１
３

５
号

）

  
  
  
  
・
「
最

低
基

準
規

則
」
　

東
京

都
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
の

設
備

及
び

運
営

の
基

準
に

関
す

る
条

例
施

行
規

則
（
平

成
２

４
年

東
京

都
規

則
第

１
７

１
号

）

  
  
  
  
・
「
基

準
条

例
」
　

　
　

　
東

京
都

指
定

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

等
の

人
員

、
設

備
及

び
運

営
の

基
準

に
関

す
る

条
例

（
平

成
２

４
年

東
京

都
条

例
第

１
５

５
号

）

  
  
  
  
・
「
基

準
規

則
」
　

　
　

　
東

京
都

指
定

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

等
の

人
員

、
設

備
及

び
運

営
の

基
準

に
関

す
る

条
例

施
行

規
則

（
平

成
２

４
年

東
京

都
規

則
第

１
７

５
号

）

　
　

　
　

・
「
通

知
等

」
　

 　
　

　
社

会
福

祉
施

設
等

に
お

け
る

防
犯

に
係

る
安

全
の

確
保

に
つ

い
て

（
平

成
２

８
年

９
月

１
５

日
付

雇
児

総
発

0
9
1
5
第

1
号

・
社

援
基

発
0
9
1
5
第

1
号

・
障

障
発

0
9
1
5
第

1
号

・
老

高
発

0
9
1
5
第

1
号

）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
社

会
福

祉
施

設
等

に
お

け
る

入
所

者
等

の
安

全
の

確
保

に
つ

い
て

（
平

成
２

８
年

７
月

２
６

日
付

雇
児

総
発

0
7
2
6
第

1
号

・
社

援
基

発
0
7
2
6
第

1
号

・
障

障
発

0
7
2
6
第

1
号

・
老

高
発

0
7
2
6
第

1
号

）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
事

業
所

に
お

け
る

防
犯

等
安

全
管

理
の

確
保

に
つ

い
て

（
平

成
２

８
年

７
月

２
７

日
付

２
８

福
保

障
施

第
１

３
４

９
号

）
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短
期

入
所

項
　

　
目

根
　

拠
　

法
　

令
　

等
基

　
　

　
準

備
　

　
　

考

居
室

（
併

設
事

業
所

）
基

準
条

例
第

１
０

０
条

１
項

１
　

併
設

事
業

所
又

は
指

定
障

害
者

支
援

施
設

等
の

居
室

で
あ

っ
て

、
そ

の
　

　
全

部
が

利
用

者
に

利
用

さ
れ

て
い

な
い

居
室

を
用

い
て

い
る

か
。

基
準

規
則

第
１

６
条

第
１

号
イ

１
　

１
室

４
人

以
下

で
あ

る
か

。

　
居

室
は

、
廊

下
、

居
間

等
に

つ
な

が
る

出
入

口
が

あ
り

、
他

の
居

室
と

は
明

確
に

区
分

さ
れ

て
い

る
も

の
を

い
い

、
単

に
カ

ー
テ

ン
や

簡
易

な
パ

ネ
ル

等
で

室
内

を
区

分
し

た
だ

け
の

も
の

は
認

め
ら

れ
な

い
。

　
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
の

確
保

、
衣

類
や

貴
重

品
等

の
管

理
、

利
用

者
間

の
ト

ラ
ブ

ル
の

防
止

な
ど

の
た

め
、

個
室

で
あ

る
こ

と
が

望
ま

し
い

。

基
準

規
則

第
１

６
条

第
１

号
ロ

２
　

地
階

に
設

置
さ

れ
て

い
な

い
か

。

　
居

室
の

配
置

に
つ

い
て

は
、

短
期

入
所

の
サ

ー
ビ

ス
の

特
性

を
考

慮
し

た
居

室
の

配
置

で
あ

る
こ

と
が

望
ま

し
い

。
（
例

示
）
 短

期
入

所
の

居
室

が
支

援
員

室
に

隣
接

、
夜

間
の

支
援

員
が

常
駐

す
る

居
間

等
に

短
期

入
所

の
居

室
が

接
し

て
い

る
　

等

基
準

規
則

第
１

６
条

第
１

号
ハ

３
　

１
人

あ
た

り
の

床
面

積
は

、
収

納
設

備
等

を
除

き
、

８
平

方
メ

ー
ト

ル
以

上
　

　
確

保
さ

れ
て

い
る

か
。

　
収

納
設

備
等

は
床

面
積

か
ら

除
く
。

ベ
ッ

ド
を

置
く
ス

ペ
ー

ス
は

床
面

積
に

含
め

て
よ

い
。

基
準

規
則

第
１

６
条

第
１

号
ニ

４
　

寝
台

（
ベ

ッ
ド

）
又

は
そ

れ
に

代
わ

る
設

備
（
ふ

と
ん

等
）
を

備
え

て
い

る
か

。

基
準

規
則

第
１

６
条

第
１

号
ニ

５
　

ブ
ザ

ー
又

は
そ

れ
に

代
わ

る
設

備
を

備
え

て
い

る
か

。

設
備

（
併

設
事

業
所

）
基

準
条

例
第

１
０

０
条

２
項

１
　

併
設

本
体

施
設

の
設

備
（
居

室
を

除
く
。

）
を

供
す

る
場

合
、

併
設

事
業

所
　

　
及

び
併

設
本

体
施

設
の

効
率

的
運

営
が

可
能

で
あ

り
、

か
つ

、
併

設
本

体
　

　
施

設
及

び
併

設
事

業
所

の
利

用
者

の
支

援
に

支
障

が
な

い
か

。

１
　

食
事

の
提

供
に

支
障

の
な

い
広

さ
を

有
し

て
い

る
か

。
　

ダ
イ

ニ
ン

グ
テ

ー
ブ

ル
等

設
備

を
配

置
し

て
、

利
用

者
及

び
生

活
支

援
員

等
支

援
者

の
往

来
、

食
事

の
提

供
、

介
助

に
支

障
が

な
い

広
さ

が
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と

２
　

食
事

の
提

供
に

必
要

な
設

備
を

備
え

て
い

る
か

。

設
備

（
単

独
事

業
所

）
浴

室

基
準

規
則

第
１

６
条

第
３

号
１

　
利

用
者

の
特

性
に

応
じ

た
造

り
に

な
っ

て
い

る
か

。

　
介

助
が

必
要

な
方

、
普

通
浴

槽
で

は
入

浴
が

困
難

な
方

な
ど

利
用

者
の

特
性

に
配

慮
し

、
利

用
者

の
使

用
及

び
支

援
に

あ
た

っ
て

支
障

が
な

い
広

さ
及

び
設

備
を

有
す

る
こ

と
（
例

示
）
手

す
り

の
設

置
、

機
械

浴
槽

の
設

置
、

リ
フ

ト
の

設
置

、
介

助
ス

ペ
ー

ス
の

確
保

　
等

設
備

（
単

独
事

業
所

）
居

間
・
食

堂

基
準

規
則

第
１

６
条

第
２

号

居
室

（
単

独
事

業
所

）
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１
　

利
用

者
の

特
性

に
応

じ
た

造
り

に
な

っ
て

い
る

か
。

　
洗

面
所

は
洗

面
、

歯
磨

き
、

手
洗

い
等

が
容

易
に

で
き

る
も

の
で

あ
る

こ
と

　
介

助
が

必
要

な
方

な
ど

利
用

者
の

特
性

に
配

慮
し

、
利

用
者

の
使

用
及

び
支

援
に

あ
た

っ
て

支
障

が
な

い
広

さ
及

び
設

備
を

有
す

る
こ

と

２
　

居
室

の
あ

る
階

ご
と

に
設

け
て

い
る

か
。

１
　

支
援

上
必

要
な

ス
ペ

ー
ス

が
確

保
さ

れ
て

い
る

か
。

　
利

用
者

支
援

に
必

要
な

備
品

（
食

器
、

寝
具

等
）の

収
納

場
所

、
夜

間
の

支
援

員
が

待
機

場
所

、
個

人
情

報
保

管
場

所
等

補
助

要
綱

第
２

条
（１

）
エ

２
　

単
独

型
事

業
所

の
基

準
を

満
た

し
て

い
る

か
。

　
居

室
等

の
設

備
面

の
基

準
の

ほ
か

、
単

独
型

の
基

準
に

則
し

て
計

画
を

立
て

て
い

る
こ

と
（
人

員
配

置
等

）

通
知

３
　

外
部

か
ら

の
不

審
者

の
侵

入
に

対
す

る
防

犯
に

係
る

安
全

確
保

が
な

さ
れ

　
て

い
る

か
。

　
防

犯
設

備
の

設
置

に
あ

た
っ

て
は

、
利

用
者

の
自

由
や

プ
ラ

イ
バ

シ
ー

に
留

意
す

る
こ

と

　
（
注

）
根

拠
法

令
等

　
　

　
　

・
「
基

準
条

例
」
　

　
　

東
京

都
指

定
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

の
基

準
に

関
す

る
条

例
（
平

成
２

４
年

東
京

都
条

例
第

１
５

５
号

）

　
　

　
　

・
「
基

準
規

則
」
　

　
　

東
京

都
指

定
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

の
基

準
に

関
す

る
条

例
施

行
規

則
（
平

成
２

４
年

東
京

都
規

則
第

１
７

５
号

）

　
　

　
　

・
「
補

助
要

綱
」
　

　
　

障
害

者
通

所
施

設
等

整
備

費
補

助
要

綱
（
昭

和
６

０
年

６
月

１
０

日
付

６
０

福
保

精
第

７
６

号
）

設
備

（
単

独
事

業
所

）
洗

面
所

・
便

所

基
準

規
則

第
１

６
条

第
４

号

設
備

（
単

独
事

業
所

）
そ

の
他
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に

重
症

心
身

障
害

児
を

受
け

入
れ

る
児

童
発

達
支

援
事

業
所

及
び

放
課

後
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

項
　

　
目

根
　

拠
　

法
　

令
　

等
基

　
　

　
準

備
　

　
　

考

規
模

基
準

規
則

第
６

条
利

用
定

員
は

５
名

以
上

か
。

１
．

指
導

訓
練

室
が

設
け

ら
れ

て
い

る
か

。

２
．

訓
練

に
必

要
な

設
備

等
を

備
え

て
い

る
か

。

洗
面

所
・
便

所
児

童
用

の
洗

面
所

・便
所

が
あ

る
な

ど
、

衛
生

管
理

に
配

慮
し

た
設

備
が

設
け

ら
れ

て
い

る
か

。

設
備

及
び

備
品

児
童

発
達

支
援

の
提

供
に

必
要

な
設

備
及

び
備

品
が

設
け

ら
れ

て
い

る
か

。

相
談

室
間

仕
切

り
を

設
け

た
相

談
室

が
あ

る
こ

と
が

望
ま

し
い

。

　
（
注

）
根

拠
法

令
等

　
　

　
　

・
「
基

準
条

例
」
　

　
　

東
京

都
指

定
障

害
児

通
所

支
援

の
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

の
基

準
に

関
す

る
条

例
（
平

成
２

４
年

東
京

都
条

例
第

１
３

９
号

）

　
　

　
　

・
「
基

準
規

則
」
　

　
　

東
京

都
指

定
障

害
児

通
所

支
援

の
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

の
基

準
に

関
す

る
条

例
施

行
規

則
（
平

成
２

４
年

東
京

都
規

則
第

１
６

７
号

）

指
導

訓
練

室
基

準
条

例
第

９
条
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１
事
業
概
要

1
1
-
1
  
定
期
借
地
権
の
一
時
金
に
対
す
る
補
助
事
業
に
つ
い
て

（
１

）
目

的
こ

の
事

業
は

、
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

等
の

設
置

に
係

る
用

地
確

保
の

た
め

の
定

期
借

地
権

設
定

に
際

し
て

要
す

る
経

費
の

一
部

を
補

助
す

る
こ

と
に

よ
り

、
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

等
の

整
備

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

（
２

）
補

助
対

象
者

社
会

福
祉

法
人

、
特

定
非

営
利

活
動

法
人

等
（
自

治
体

、
営

利
法

人
を

除
く

。
）

（
３

）
補

助
対

象
事

業
・
日

中
活

動
系

サ
ー

ビ
ス

(生
活

介
護

、
短

期
入

所
、

自
立

訓
練

、
就

労
移

行
支

援
、

就
労

継
続

支
援

)
・
共

同
生

活
援

助
・
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
・
重

心
通

所
・
主

に
重

症
心

身
障

害
児

を
支

援
す

る
児

童
発

達
支

援
事

業
所

及
び

放
課

後
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

（
以

下
「
主

に
重

心
」
と

い
う

）

（
４

）
補

助
対

象
用

地
民

有
地

、
公

有
地

（
国

有
地

、
区

市
町

村
有

地
）

（
５

）
補

助
対

象
経

費
別

表
の

第
２

欄
に

定
め

る
経

費
と

す
る

。
※

定
期

借
地

権
の

設
定

期
間

は
原

則
と

し
て

施
設

整
備

補
助

金
に

か
か

る
財

産
処

分
制

限
期

間
以

上
で

あ
る

こ
と

と
す

る
。

※
  

保
証

金
と

し
て

授
受

さ
れ

る
一

時
金

で
あ

る
場

合
、

定
期

借
地

権
の

設
定

期
間

が
１

０
年

未
満

の
契

約
に

基
づ

き
授

受
さ

れ
る

一
時

金
で

あ
る

場
合

、
定

期
借

地
権

契
約

の
当

事
者

が
利

益
相

反
関

係
と

み
な

さ
れ

る
場

合
等

は
補

助
対

象
と

し
な

い
。

（
６

）
補

助
金

交
付

額

別
表

の
第

１
欄

の
額

に
掲

げ
る

交
付

基
準

額
と

、
第

２
欄

に
定

め
る

経
費

か
ら

寄
付

金

そ
の

他
の

収
入

額
を

控
除

し
た

額
と

を
比

較
し

て
少

な
い

方
の

額
に

、
第

３
欄

に
定

め
る

補
助

率
を

乗
じ

た
額

を
交

付
す

る
。

２
事
業
イ
メ
ー
ジ
図

保
証

金

2
2
5
万

円

一
時

金
額

5
,0
0
0
万

円

（
1
/2

の
2
,5
00

万

円
を

都
が

補
助

）

■
初

年
度

事
業

者
負

担
額

借
地

料
1
4
0
万

円
＋

一
時

金
2,

50
0万

円
＋

保
証

金
22

5万
円

＝
計

2
,8

6
5
万

円

■
2
～

5
0
年

目
の

事
業

者
負

担
額

借
地

料
1
4
0
万

円
／

年
※

5
0
年

目
に

保
証

金
返

還
あ

り

【
一

時
金

あ
り

の
場

合
】

借
地

料
総

額
7
,0
0
0
万

円
／
50

年
（
1
4
0
万

円
／

年
）

【
一

時
金

な
し

の
場

合
】

借
地

料
総

額
1
億

2
,0
00

万
円

／
5
0年

（
2
4
0
万

円
／

年
）

年
間
負
担
金
額
が

10
0万

円
減
！

＊
設

定
条

件

路
線

価
2
0
万

円
/
㎡

、
地

積
5
0
0
㎡

、
借

地
料

1
億

2
，

0
0
0
万

円
/
5
0
年

(2
4
0
万

円
/
年

)、

一
時

金
5
,0

0
0
万

円
、

寄
付

金
0
円

、
保

証
金

2
2
5
万

円
の

場
合

＊
交

付
基

準
額

路
線

価
2
0
万

円
㎡

×
土

地
面

積
5
0
0
㎡

×
1
/
2
=
5
,0

0
0
万

円

＊
補

助
金

交
付

額

交
付

基
準

額
と

一
時

金
額

を
比

較
し

て
低

い
方

の
額

×
補

助
率

＝
補

助
金

交
付

額

5
,0

0
0
万

円
×

1
/
2

＝
2
,5

0
0
万

円

別
表

１
　

交
付

基
準

額
２

　
対

象
経

費
３

　
補

助
率

当
該

事
業

所
等

を
整

備
す

る
用

地
に

係
る

国
税

局
長

が
定

め
る

路
線

価
評

価
額

（定
期

借
地

権
の

設
定

期
間

が
５

０
年

未
満

の
場

合
は

、
定

期
借

地
権

設
定

期
間

（１
年

未
満

の
端

数
切

捨
て

）を
５

０
年

で
除

し
た

割
合

を
乗

じ
る

も
の

と
す

る
。

）
の

２
分

の
１

の
額

定
期

借
地

権
設

定
に

際
し

て
授

受
さ

れ
る

一
時

金
で

あ
っ

て
、

借
地

代
の

前
払

い
の

性
格

を
有

す
る

も
の

（当
該

一
時

金
の

授
受

に
よ

り
、

定
期

借
地

権
設

定
期

間
中

の
全

期
間

又
は

一
部

の
期

間
の

地
代

の
引

下
げ

が
行

わ
れ

て
い

る
と

認
め

ら
れ

る
も

の
）。

 1
/2

初
年

度

※
注

意
※

定
期

借
地

権
設

定
契

約
書

に
、

下
記

事
項

を
記

載
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。
締

結
前

に
、

必
ず

都
の

確
認

を

経
た

上
で

、
締

結
し

て
下

さ
い

。

・
一

時
金

の
性

質
（
賃

料
の

前
払

い
で

あ
る

か
）

・
一

時
金

額
（月

額
賃

料
に

お
け

る
充

当
金

額
が

示
さ

れ
て

い
る

か
）

・
一

時
金

充
当

期
間

（い
つ

か
ら

い
つ

ま
で

充
て

る
の

か
）

・
一

時
金

充
当

期
間

終
了

前
に

解
約

さ
れ

た
場

合
、

一
時

金
の

う
ち

未
充

当
期

間
相

当
額

を
返

還
す

る
旨

の
規

定
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1
1
-
2
  
 借

地
を
活
用
し
た
障
害
者
（
児
）
施
設
設
置
支
援
事
業
に
つ
い
て

通
所

施
設

等
、

Ｇ
Ｈ

土
地

所
有

者

【
年

度
内
に

支
払
っ

た
賃
借

料
と
補

助
基
準

額
の
少

な
い
方
】

×
１

／
２
＝

補
助

額

東
京

都

運
営

事
業

者
補

助
金

賃
借

料

１
事
業
概
要

２
事
業
イ
メ
ー
ジ
図

（１
）

目
的

こ
の

事
業

は
、

事
業

者
が

国
有

地
又

は
民

有
地

を
借

り
受

け
て

障
害

者
施

設
を

新
た

に
整

備
す

る
場

合
に

要
す

る
経

費
の

一
部

を
補

助
す

る
こ

と
に

よ
り

、
障

害
者

施
設

の
設

置
促

進
を

図
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。

（２
）

補
助

対
象

者

社
会

福
祉

法
人

、
特

定
非

営
利

活
動

法
人

等
（自

治
体

、
営

利
法

人
を

除
く

。
）

（３
）

補
助

対
象

事
業

・日
中

活
動

系
サ

ー
ビ

ス
(生

活
介

護
、

短
期

入
所

、
自

立
訓

練
、

就
労

移
行

支
援

、

就
労

継
続

支
援

)

・共
同

生
活

援
助

・児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

・重
心

通
所

・主
に

重
症

心
身

障
害

児
を

支
援

す
る

児
童

発
達

支
援

事
業

所
及

び
放

課
後

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
（以

下
「主

に
重

心
」と

い
う

）

（４
）

補
助

対
象

用
地

民
有

地
、

国
有

地

（５
）

補
助

対
象

経
費

事
業

所
を

新
た

に
整

備
す

る
場

合
に

要
す

る
土

地
の

賃
料

（６
）

補
助

金
交

付
額

土
地

賃
料

と
補

助
基

準
額

を
比

較
し

て
少

な
い

ほ
う

の
額

の
１

／
２

※
補

助
基

準
額

国
有

地
：契

約
金

額

民
有

地
：公

示
地

価
に

よ
り

３
段

階
で

設
定

（＊
）

（７
）

そ
の

他

・補
助

対
象

期
間

は
、

賃
貸

借
開

始
か

ら
６

０
か

月
（５

年
間

）が
上

限

・令
和

４
年

３
月

ま
で

に
土

地
賃

貸
借

を
開

始
し

た
も

の
が

対
象

・賃
貸

借
契

約
の

当
事

者
が

利
益

相
反

関
係

と
み

な
さ

れ
る

場
合

は
補

助
対

象
外

＊
事
業
開
始
初
期
の
経
費
を
抑
え
ら
れ
、
経
営

の
安
定
化
が
図
れ
ま
す
。

＊
定
期
借
地
権
の
一
時
金
に
対
す
る
補
助
と
の

併
用
が
可
能
で
す
。
ぜ
ひ
ご
活
用
く
だ
さ
い
！

※
2
0
2
2
年
３
月
３
１
日
ま
で
に
契
約
締
結
し
、
か
つ

土
地
の
賃
貸
借
期
間
が
始
ま
っ
た
も
の
が
補
助
対
象

と
な
り
ま
す
！

＊
民

有
地

の
補

助
基

準
額

（単
位

：千
円

／
年

）
当

該
地

の
公

示
価

格
通

所
施

設
等

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
主

に
重

心
都

内
平

均
より

も低
い

場
合

5,
00

0
2,

50
0

1,
00

0
都

内
平

均
の

２倍
未

満
の

場
合

10
,0

00
5,

00
0

2,
00

0
都

内
平

均
の

２倍
以

上
の

場
合

15
,0

00
7,

50
0

3,
00

0
※

整
備

予
定

地
の

公
示

価
格

が
ど

こに
該

当
す

る
か

に
つ

い
て

は
次

ペ
ー

ジ
を

参
照

す
る

こと
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別

表

　
補

助
基

準
額

　
補

助
基

準
額

 
 
 
 
 
 
共

同
生

活
援

助
の

場
合

（
単

位
：

千
円

）
（

単
位

：
千

円
）

（
単

位
：

千
円

）
（

単
位

：
千

円
）

（
単

位
：

千
円

）
（

単
位

：
千

円
）

２
　

補
助

基
準

額
２

　
補

助
基

準
額

２
　

補
助

基
準

額
２

　
補

助
基

準
額

２
　

補
助

基
準

額
２

　
補

助
基

準
額

（
１

施
設

当
た

り
）

（
１

施
設

当
た

り
）

（
１

施
設

当
た

り
）

（
１

施
設

当
た

り
）

（
１

施
設

当
た

り
）

（
１

施
設

当
た

り
）

（
年

額
）

（
年

額
）

（
年

額
）

（
年

額
）

（
年

額
）

（
年

額
）

千
代
田
区

1
5
,
0
0
0

八
王
子
市

5
,
0
0
0

瑞
穂
町

5
,
0
0
0

千
代
田
区

7
,
5
0
0

八
王
子
市

2
,
5
0
0

瑞
穂
町

2
,
5
0
0

中
央
区

1
5
,
0
0
0

立
川
市

5
,
0
0
0

日
の
出
町

5
,
0
0
0

中
央
区

7
,
5
0
0

立
川
市

2
,
5
0
0

日
の
出
町

2
,
5
0
0

港
区

1
5
,
0
0
0

武
蔵
野
市

1
0
,
0
0
0

檜
原
村

5
,
0
0
0

港
区

7
,
5
0
0

武
蔵
野
市

5
,
0
0
0

檜
原
村

2
,
5
0
0

新
宿
区

1
0
,
0
0
0

三
鷹
市

1
0
,
0
0
0

奥
多
摩
町

5
,
0
0
0

新
宿
区

5
,
0
0
0

三
鷹
市

5
,
0
0
0

奥
多
摩
町

2
,
5
0
0

文
京
区

1
5
,
0
0
0

青
梅
市

5
,
0
0
0

大
島
町

5
,
0
0
0

文
京
区

7
,
5
0
0

青
梅
市

2
,
5
0
0

大
島
町

2
,
5
0
0

台
東
区

1
0
,
0
0
0

府
中
市

5
,
0
0
0

利
島
村

5
,
0
0
0

台
東
区

5
,
0
0
0

府
中
市

2
,
5
0
0

利
島
村

2
,
5
0
0

墨
田
区

5
,
0
0
0

昭
島
市

5
,
0
0
0

新
島
村

5
,
0
0
0

墨
田
区

2
,
5
0
0

昭
島
市

2
,
5
0
0

新
島
村

2
,
5
0
0

江
東
区

1
0
,
0
0
0

調
布
市

5
,
0
0
0

神
津
島
村

5
,
0
0
0

江
東
区

5
,
0
0
0

調
布
市

2
,
5
0
0

神
津
島
村

2
,
5
0
0

品
川
区

1
0
,
0
0
0

町
田
市

5
,
0
0
0

三
宅
村

5
,
0
0
0

品
川
区

5
,
0
0
0

町
田
市

2
,
5
0
0

三
宅
村

2
,
5
0
0

目
黒
区

1
5
,
0
0
0

小
金
井
市

5
,
0
0
0

御
蔵
島
村

5
,
0
0
0

目
黒
区

7
,
5
0
0

小
金
井
市

2
,
5
0
0

御
蔵
島
村

2
,
5
0
0

大
田
区

1
0
,
0
0
0

小
平
市

5
,
0
0
0

八
丈
町

5
,
0
0
0

大
田
区

5
,
0
0
0

小
平
市

2
,
5
0
0

八
丈
町

2
,
5
0
0

世
田
谷
区

1
0
,
0
0
0

日
野
市

5
,
0
0
0

青
ヶ
島
村

5
,
0
0
0

世
田
谷
区

5
,
0
0
0

日
野
市

2
,
5
0
0

青
ヶ
島
村

2
,
5
0
0

渋
谷
区

1
5
,
0
0
0

東
村
山
市

5
,
0
0
0

小
笠
原
村

5
,
0
0
0

渋
谷
区

7
,
5
0
0

東
村
山
市

2
,
5
0
0

小
笠
原
村

2
,
5
0
0

中
野
区

1
0
,
0
0
0

国
分
寺
市

5
,
0
0
0

中
野
区

5
,
0
0
0

国
分
寺
市

2
,
5
0
0

杉
並
区

1
0
,
0
0
0

国
立
市

5
,
0
0
0

杉
並
区

5
,
0
0
0

国
立
市

2
,
5
0
0

豊
島
区

1
0
,
0
0
0

福
生
市

5
,
0
0
0

豊
島
区

5
,
0
0
0

福
生
市

2
,
5
0
0

北
区

1
0
,
0
0
0

狛
江
市

5
,
0
0
0

北
区

5
,
0
0
0

狛
江
市

2
,
5
0
0

荒
川
区

1
0
,
0
0
0

東
大
和
市

5
,
0
0
0

荒
川
区

5
,
0
0
0

東
大
和
市

2
,
5
0
0

板
橋
区

1
0
,
0
0
0

清
瀬
市

5
,
0
0
0

板
橋
区

5
,
0
0
0

清
瀬
市

2
,
5
0
0

練
馬
区

5
,
0
0
0

東
久
留
米
市

5
,
0
0
0

練
馬
区

2
,
5
0
0

東
久
留
米
市

2
,
5
0
0

足
立
区

5
,
0
0
0

武
蔵
村
山
市

5
,
0
0
0

足
立
区

2
,
5
0
0

武
蔵
村
山
市

2
,
5
0
0

葛
飾
区

5
,
0
0
0

多
摩
市

5
,
0
0
0

葛
飾
区

2
,
5
0
0

多
摩
市

2
,
5
0
0

江
戸
川
区

5
,
0
0
0

稲
城
市

5
,
0
0
0

江
戸
川
区

2
,
5
0
0

稲
城
市

2
,
5
0
0

羽
村
市

5
,
0
0
0

羽
村
市

2
,
5
0
0

あ
き
る
野
市

5
,
0
0
0

あ
き
る
野
市

2
,
5
0
0

西
東
京
市

5
,
0
0
0

西
東
京
市

2
,
5
0
0

１
　

施
設

の
所

在
　

す
る

区
市

町
村

生
活
介
護
、
短
期
入
所
、
自
立
訓
練
、
就
労
移
行
支
援
、
就
労
継
続
支
援
、
児
童
発
達
支
援
、
児
童
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー
の
場
合

１
　

施
設

の
所

在
　

す
る

区
市

町
村

１
　

施
設

の
所

在
　

す
る

区
市

町
村

１
　

施
設

の
所

在
　

す
る

区
市

町
村

１
　

施
設

の
所

在
　

す
る

区
市

町
村

１
　

施
設

の
所

在
　

す
る

区
市

町
村

八
王

子
市

中
核
市

移
行
に

よ

り
、
平
成

2
6年

度
着
工
案

件

の
み
補
助

対
象

借
地

を
活
用

し
た
障

害
者
（

児
）
施

設
設
置

支
援
事

業
補
助

要
綱
よ

り
抜
粋

八
王
子
市

中
核
市

移
行
に

よ

り
、

平
成

2
6年

度
着

工
案

件

の
み
補
助

対
象
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 別
表

　
補
助
基
準
額

（
単

位
：

千
円

）
（

単
位

：
千

円
）

（
単

位
：

千
円

）

２
　

補
助

基
準

額
２

　
補

助
基

準
額

２
　

補
助

基
準

額

（
１

施
設

当
た

り
）

（
１

施
設

当
た

り
）

（
１

施
設

当
た

り
）

（
年

額
）

（
年

額
）

（
年

額
）

千
代
田
区

3,
00
0

八
王
子
市

1,
00
0

瑞
穂
町

1,
00
0

中
央
区

3,
00
0

立
川
市

1,
00
0

日
の
出
町

1,
00
0

港
区

3,
00
0

武
蔵
野
市

2,
00
0

檜
原
村

1,
00
0

新
宿
区

2,
00
0

三
鷹
市

2,
00
0

奥
多
摩
町

1,
00
0

文
京
区

3,
00
0

青
梅
市

1,
00
0

大
島
町

1,
00
0

台
東
区

2,
00
0

府
中
市

1,
00
0

利
島
村

1,
00
0

墨
田
区

1,
00
0

昭
島
市

1,
00
0

新
島
村

1,
00
0

江
東
区

2,
00
0

調
布
市

1,
00
0

神
津
島
村

1,
00
0

品
川
区

2,
00
0

町
田
市

1,
00
0

三
宅
村

1,
00
0

目
黒
区

3,
00
0

小
金
井
市

1,
00
0

御
蔵
島
村

1,
00
0

大
田
区

2,
00
0

小
平
市

1,
00
0

八
丈
町

1,
00
0

世
田
谷
区

2,
00
0

日
野
市

1,
00
0

青
ヶ
島
村

1,
00
0

渋
谷
区

3,
00
0

東
村
山
市

1,
00
0

小
笠
原
村

1,
00
0

中
野
区

2,
00
0

国
分
寺
市

1,
00
0

杉
並
区

2,
00
0

国
立
市

1,
00
0

豊
島
区

2,
00
0

福
生
市

1,
00
0

北
区

2,
00
0

狛
江
市

1,
00
0

荒
川
区

2,
00
0

東
大
和
市

1,
00
0

板
橋
区

2,
00
0

清
瀬
市

1,
00
0

練
馬
区

1,
00
0

東
久
留
米
市

1,
00
0

足
立
区

1,
00
0

武
蔵
村
山
市

1,
00
0

葛
飾
区

1,
00
0

多
摩
市

1,
00
0

江
戸
川
区

1,
00
0

稲
城
市

1,
00
0

羽
村
市

1,
00
0

あ
き
る
野
市

1,
00
0

西
東
京
市

1,
00
0

主
に
重
症
心
身
障
害
児
を
受
入
れ
る
児
童
発
達
支
援
事
業
所
及
び
放
課
後
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
場
合

１
　

施
設

の
所

在
　

す
る

区
市

町
村

１
　

施
設

の
所

在
　

す
る

区
市

町
村

１
　

施
設

の
所

在
　

す
る

区
市

町
村

借
地
を
活
用
し
た
障
害
者
（
児
）
施
設
設
置
支
援
事
業
補
助
要
綱
よ
り
抜
粋
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１
対
照

表1
2
-
3
 
～
土
地
に
関
す
る
補
助
事
業

に
共
通
す
る
事
項
～

■
両

事
業

と
も

、
補

助
条

件
を

満
た

し
た

契
約

書
で

あ
る

か
を

確
認

す
る

た
め

、
事

前
に

都
の

確
認

を

経
た

上
で

、
内

示
後

に
土

地
所

有
者

と
契

約
を

締
結

し
て

く
だ

さ
い

。

■
両

事
業

と
も

、
交

付
申

請
時

に
、

借
地

料
が

適
正

な
価

格
で

あ
る

こ
と

を
確

認
す

る
た

め
に

不
動

産
鑑

定
評

価
書

等
の

提
出

が
必

要
で

す
。

■
両

事
業

の
要

綱
、

Q
&
A

等
に

つ
い

て
は

、
以

下
の

H
P
を

ご
参

照
く

だ
さ

い
。

・
定

期
借

地
権

の
一

時
金

に
対

す
る

補
助

事
業

『
東

京
都

福
祉

保
健

局
＞

障
害

者
＞

事
業

者
の

方
へ

＞
定

期
借

地
権

利
用

に
よ

る
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

等
整

備
促

進
事

業
』

U
R
L
:h

tt
p
s:

/
/
w
w
w
.f
u
k
u
sh

ih
o
k
en

.m
et

ro
.t

o
k
yo

.l
g.

jp
/
sh

o
u
ga

i/
jig

yo
/
se

ik
at

u
ki

b
an
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を

活
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障
害
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）
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に
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そ
の
他

３
財
産
処
分
制
限
期
間

（
定
期
借
地
権
の
一
時
金
に
対
す
る
補
助
事
業
＆

借
地
を
活
用
し
た
障
害
者
（
児
）
施
設
設
置
支
援
事
業
）

２
借
地
借
家
法
に
お
け
る
借
地
権
の
種
類

事
業

所
用

寄
宿

舎
用

鉄
骨

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト
造

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト
造

５
０

年
４

７
年

鉄
骨

造
３

８
、

３
０

、
２

２
年

３
４

、
２

７
、

１
９

年
※

鉄
骨

の
厚

さ
に

よ
っ

て
異

な
る

木
造

２
４

年
２

２
年

＊
参

考
：
「
補

助
事

業
等

に
よ

り
取

得
し

、
又

は
効

用
の

増
加

し
た

財
産

の
処

分
制

限
期

間
」
（平

成
２

０
年

厚
生

労
働

省
告

示
第

３
８
４

号
）

補
助

を
利

用
す

る
場

合
は

、
借

地
権

の
設

定
期

間
は

原
則

と
し

て
建

物
の

財
産

処
分

制
限

期
間

以
上

で
な

け
れ

ば
な

り
ま

せ
ん

。

４
利
益
相
反
関
係

契
約

の
当

事
者

が
利

益
相

反
関

係
と

み
な

さ
れ

る
場

合
は

、
補

助
対

象
外

で
す

。

※
利

益
相

反
関

係
と

は
あ

る
行

為
に

よ
っ

て
、

一
方

の
利

益
と

な
る

と
同

時
に

、
他

方
の

不
利

益
と

な
る

関
係

。
社

会
福

祉
法

や
特

定
非

営
利

活
動

促
進

法
等

に
よ

り
、

一
定

の
範

囲
で

制
限

さ
れ

て
い

る
。

（
例
）
理
事
・
取
締
役
と
法
人
と
の
間
の
借
地
契
約

理
事

・
取

締
役

法
人

契
約

※
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

を
整

備
す

る
場

合
は

、
事

業
用

定
期

借
地

権
は

補
助

対
象

外
で

す
。

定
期
借
地
権
の
一
時
金
に
対
す
る

補
助
事
業

借
地
を
活
用
し
た
障
害
者
（
児
）

施
設
設
置
支
援
事
業

事
業
内
容

定
期
借
地
権
の
一
時
金
の
一
部
を
補
助

土
地
の
賃
料
の
一
部
を
補
助

対
象
用
地

民
有
地

国
有
地

区
市
町
村
有
地

民
有
地

国
有
地

対
象
借
地
権

一
般
定
期
借
地
権

建
物
譲
渡
特
約
付
借
地
権

事
業
用
定
期
借
地
権

普
通
借
地
権

一
般
定
期
借
地
権

建
物
譲
渡
特
約
付
借
地
権

事
業
用
定
期
借
地
権

効
果

契
約
時
に
一
時
的
な
出
費
が
必
要
だ
が
、
毎

月
の
賃
料
が
減
額
に
な
る
！

事
業
開
始
初
期
の
賃
料
負
担
を
抑
え
ら
れ

る
！

一
般

定
期

借
地

権
（
第

2
2
条

）
建

物
譲

渡
特

約
付

借
地

権
（
第

2
4
条

）

事
業

用
定

期
借

地
権

（
第

2
3
条

）

存
続

期
間

３
０

年
以

上
５

０
年

以
上

３
０

年
以

上
１

０
年

以
上

５
０

年
未

満

建
物

用
途

制
限

な
し

制
限

な
し

制
限

な
し

事
業

用
建

物
の

所
有

終
了

期
間

満
了

に
よ

る
が

、
原

則
は

法
定

更
新

さ
れ

る
。

地
主

が
更

新
拒

絶
す

る
に

は
正

当
事

由
を

要
す

る
。

期
間

満
了

に
よ

る
建

物
譲

渡
に

よ
る

期
間

満
了

に
よ

る

そ
の

他

建
物

買
取

請
求

権
が

あ
る

。
建

物
買

取
請

求
権

が
行

使
さ

れ
れ

ば
建

物
は

そ
の

ま
ま

で
土

地
を

明
け

渡
す

。
借

家
関

係
は

継
続

さ
れ

る
。

①
契

約
の

更
新

を
し

な
い

②
存

続
期

間
の

延
長

を
し

な
い

③
建

物
買

取
請

求
を

し
な

い と
い

う
３

つ
の

特
約

を
定

め
る

。

３
０

年
以

上
経

過
し

た
時

点
建

物
を

相
当

の
対

価
で

地
主

に
譲

渡
す

る
こ

と
を

特
約

す
る

。

①
契

約
の

更
新

を
し

な
い

②
存

続
期

間
の

延
長

を
し

な
い

③
建

物
買

取
請

求
を

し
な

い と
い

う
３

つ
の

特
約

を
定

め
る

。

定
期

借
地

権

普
通

借
地

権


